
平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】基礎研究（物理・天文関係プロジェクト）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

アルマ計画の推進
文部科学省
ＮＩＮＳ

4,211 3,979 - - -

  日・米・欧の諸国が協力し
て、チリ・アンデス山中の標高
５，０００ｍの高原に「アタカマ
大型ミリ波サブミリ波干渉計
（アルマ）」を建設し、これまで
にない高い感度と解像力を実
現し、ビックバン後間もない宇
宙初期における銀河の誕生、
今も続くさまざまな惑星系の
形成、生命につながる物質進
化などを解き明かす。

○計画の目標が明確であり、科学への貢献度も大き
い。我が国が独自に開発した技術に対し高い評価を得
るとともに、国際的な協力・分担も積極的に推進してお
り、人類の知への貢献として重要な事業である。
○我が国が担当するアンテナの設置も計画通り進んで
いる。
○広報・啓発活動が活発であり、社会・国民へ与える
効果ははかり知れない。
○以上から、本施策については引き続き着実・効率的
に実施することが適当である。

○利用段階における
効率的な運用に引き
続き取り組むこと。

大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲ
Ｃ）計画の推進

文部科学省
ＪＡＥＡ
ＫＥＫ

26,189 31,112 - - -

　世界最高レベルのビーム強
度を誇る陽子ビームを加速す
るための加速器、及びその二
次粒子を利用する原子核・素
粒子実験施設、ニュートリノ実
験施設、物質・生命科学実験
施設を建設し、物質の起源な
ど自然界を記述する基本的な
理論の構築に貢献する研究
を行うとともに、ナノスケール
の現象を解明することによる
高温超伝導体、燃料電池等
の新材料の開発、内部応力
の観察による製造技術開発、
タンパク質の水素・水和構造
の決定及び機能の解明によ
る新しい医薬品の開発等に貢
献する。

○J-PARCは日本初の加速器を用いた多目的研究施
設であり、意義の高い計画である。ハドロン、ニュートリ
ノや中性子研究等で、さらなる基礎的発見や産業利用
の発展が期待される。
○国内及び国際的な各種評価を適切に実施してきて
いる。
○設備の建設は予定通り順調に進んでおり、平成２０
年度にはビーム供給開始を予定している。
○以上から、本施策については着実・効率的に実施す
ることが適当である。

○リニアックの当初計
画性能への回復につ
いては、昨年度も指
摘されており、速やか
に対処すること。
○中性子を用いたタ
ンパク質の構造決定・
医薬品開発に向けた
取り組みを引き続き
努力すること。

基礎研究



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

ＲＩビームファクトリー計画の
推進

文部科学省
理研

4,745 2,842 - - -

　水素からウランまでの不安
定原子核（ＲＩ）ビームを世界
最大の強度で発生させること
によって、原子核の存在を表
す核図表の拡大とその存在
限界を探り、原子核構造の究
極の理解や元素誕生の謎の
解明を目指すとともに、RI利
用技術の拡大に資する実験
研究を行う。具体的には、超
伝導リングサイクロトロン
(SRC)、超伝導RIビーム生成
分離装置(BigRIPS)を始めと
するRIビーム発生系施設と、
RIの質量、寿命、大きさ、形状
や励起状態等の基本的性質
を明らかにする高精度の散乱
装置や計測装置である基幹
実験設備を整備する。

○これまでの取組により、平成１９年度中に、新同位体
元素（パラジウム－１２５）の生成に世界で初めて成功
したことは評価できる。
○一方、産業応用について、育種、太陽電池等限られ
ており、本事業によるＲＩビーム利用がどのように広範
な応用的利用を切り開いていくか、具体的な目標を定
めた一層の取組が必要である。
○以上から、本施策については、基礎科学はもとより、
広範な応用研究や産業利用への貢献も踏まえつつ、
着実・効率的に実施することが適当である。

○物質生命分野での
利用について、幅広く
提案を募ること。
○他の事業（J-
PARC、SPring-8、等）
と比べた本設備の特
色と意義を明確化し、
より一層の周知を図
ること。
○運転費等について
は、一部利用者負担
とするなどの検討をす
ること。

本格的に利用期に適した大
型放射光施設（SPring-8）の
運営体制の構築

文部科学省
理研

9,489 9,052 - - -

　供用開始から１０年を経過し
た大型放射光施設（SPring-
8）において、“本格的利用期”
に適した質の高い成果を数多
く輩出するため、特定先端大
型研究施設の共用の促進に
関する法律（平成６年法律第
６８号）に基づき登録された、
登録施設利用促進機関が、
多様化する利用者ニーズに
対応した利用実験技術の開
発や技術支援体制の強化を
行う。

○本施策は、本格的利用期に入り、世界最高性能の高
輝度Ｘ線を安定供給しており、学問的成果・産業利用
促進の両面で大きな成果を上げている。
○産業利用促進のための「重点産業利用領域」の設定
や、本施設を用いた研究成果の幅広い活用を促進する
「成果公開優先利用制度」の導入、コスト削減などの努
力も評価できる。
○以上から、本施策については引き続き着実・効率的
に実施することが適当である。

○研究成果の質的向
上を目指し、本施設
利用研究の評価指標
づくりを進めること。
○コスト削減について
引き続き努力するこ
と。
○アジア・オセアニア
地区の放射光科学の
レベルの向上と裾野
の拡大にリーダーシッ
プを発揮すること。

基礎研究



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（大学関係）

（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

２１世紀ＣＯＥプログラム
［競争的資金］

文部科学省 4,634 22,016 - - ○

　第三者評価に基づく競争原
理により、国公私立大学を通
じて、世界的な研究教育拠点
の形成を重点的に支援し、
もって国際競争力のある世界
最高水準の大学づくりを推進
することを目的として平成14
年度に開始。主として研究上
のポテンシャルの高い大学の
研究教育拠点に対し、高度な
人材育成機能も加味した重点
的支援を実施。
　平成20年度は、平成16年度
採択拠点の着実な形成を図
るとともに、拠点形成の充実
強化のため、間接経費を30％
に拡充。また、平成15年度採
択拠点に対する事後評価を
実施。

○優れた若手研究者の養成や研究水準の向上といっ
た教育研究面だけでなく、大学の組織や意識の改革の
促進が図られており、今後も着実・効率的に実施すべ
きである。

○本プログラムの事
後評価を適切な時期
に行う必要がある。そ
の際、優秀な若手研
究者の育成という目
的の達成状況につい
て、更に踏み込んだ
データ収集と分析が
必要である。

グローバルＣＯＥプログラム
［競争的資金］

文部科学省 46,958 15,758 - - ○

　第三者評価に基づく競争原
理により、国公私立大学を通
じて、世界的な教育研究拠点
の形成を重点的に支援すると
の「21世紀COEプログラム」の
基本的な考え方は継承しつ
つ、卓越した拠点への支援の
一層の重点化を図る。
　平成20年度は、1拠点当たり
の支援規模を拡充し、拠点形
成の加速及び優れた大学院
生への経済的支援の充実を
図る。

○「２１世紀COEプログラム」の成果と経験を踏まえて
国際的に卓越した教育研究拠点の形成を推進する極
めて重要な施策である。
○大学院生を含む若手研究者の研究環境の整備や経
済的支援の強化が図られており、今後、一層の加速し
た投資を加えることにより、大学院の教育システム改革
及びアカデミアだけではなく社会の広範な分野で指導
的役割を担える人材の育成が促進できる。
○海外の大学とのネットワーク形成等、国際性を強調
した取組をより一層推進して、積極的に実施すべきで
ある。

大学関係



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A

社会の要請に対応し、学際的
に推進する人文・社会科学研
究事業
[競争的資金として要求]

文部科学省 991 - - ○

（近未来の課題解決を目指した実証的社
会科学研究推進事業） 社会科学を中心と
した諸分野の研究者を結集し、近未来にお
ける全地球的な課題、また特に我が国が
直面する課題について、実証的な研究方
法により、課題解決を志向した研究を実施
するものであり、成果については、社会提
言等の形で社会に積極的に発信する。
(共同研究拠点整備推進事業）　21世紀Ｃ
ＯＥ等により整備された研究組織のうち，
人文学・社会科学の研究分野を振興する
上で重要な学術資料や優秀な研究実績等
を有する研究組織を，我が国の人文学・社
会科学分野の研究者のための共同利用・
共同研究拠点として整備・強化する。

○人文社会科学研究において、ネットワークを形成し、新しい
融合分野を創成していくことは重要であり、着実に推進すべ
きである。
○我が国が得意とする世界に誇れる分野を優先し、国際的
通用性のある共同研究・研究拠点形成を推進すべきである。

○人文社会科学研究に
関するプログラムの統一
的戦略が必要であり、人
文社会科学研究に対して
変革を促す運用が必要
である。
○幅広い分野、特に理系
との融合を重視すべきで
ある。
○公平性、透明性を確保
した選考システムとすべ
きである。

C
未来挑戦研究（ハイ・ターゲッ
ト研究）　（仮称）
[競争的資金として要求]

文部科学省 1,000 - - ○

「第３期科学技術基本計画」「イノベーショ
ン２５」「競争的資金の拡充と制度改革の
推進について」にその必要性が掲げられる
ハイリスク研究を推進する競争的資金であ
る。具体的には、社会変革につながるよう
なチャレンジングな研究開発目標を設定
し、実現可能性よりも独創性や社会へのイ
ンパクトの大きさに審査の重点を置き、プ
ロジェクトマネージャーの強力なリーダー
シップの下で研究を推進する。

○ハイリスク研究を推進する必要性はあるが、特定の技術目
標をトップダウンで指定しプロジェクトマネージャーなる目利き
の強力なリーダーシップの下に行う研究が、真のハイリスク
研究の推進となるかが明確でない。
○したがって、本施策は、現在ある競争的資金の中で対応す
ることも含め、見直しが必要である。

○ハイリスク研究は、予
期せぬところから発展す
るものであり、ボトムアッ
プ的手法を取り入れる必
要がある。

【競争的資金（その他）】

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（他分野に属さない競争的資金）

競争的資金



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（他分野に属さない競争的資金）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

世界トップレベル国際研究拠
点形成促進プログラム
[競争的資金]

文部科学省 9,167 3,500 - - ○

世界トップレベルの研究拠点
形成を目指す構想に対し集中
的な支援を行い、システム改
革の導入等の自主的な取組
を促すことにより、第一線の
研究者が世界中から集まり優
れた研究環境と高い研究水
準を誇る研究拠点の形成を
図る競争的資金である。

○世界トップクラスの研究拠点形成を目指す画期的か
つ非常に重要な事業である。
○適切に５拠点を選定しており、今後も継続的に拠点
数を増やし、着実に整備を続けるべきである。

○毎年、継続的に拠
点を追加し、研究シス
テム改革を推進する
必要がある。
○採択された拠点
が、それぞれ他機関
との連携を図りなが
ら、日本の得意分野
全体のレベルアップ
に繋がる仕組みとし
て運用する必要があ
る。

戦略的創造研究推進事業（社
会技術研究開発事業を含む）
[競争的資金]

文部科学省 55,527 48,626 - - ○

今後のイノベーション創出に
つながる社会・経済ニーズに
対応した新技術を創出するこ
とを目的とし、戦略重点科学
技術に重点化した研究領域
においてシーズ探索研究を推
進する競争的研究資金であ
る。
平成20年度においては、重点
推進4分野、戦略重点科学技
術及び新興・融合分野で新規
戦略目標を設定し、新たな研
究開発課題に取り組む。ま
た、間接経費の拡充、「さきが
け」の拡充、出産・子育て等支
援制度の新設などを行う。

○戦略的に大きな領域の中での研究者の独創性によ
る基礎研究を推進するものであり、これまでにも大きな
成果をあげている。
○また、若手人材の活躍機会の拡大、男女共同参画
社会の推進などの取り組みは、評価できる。
○したがって、本施策は今後も着実・効率的に進める
べきである。

○審査員の選考方法
の改善も含め、審査
と評価の透明性を上
げる取組が必要であ
る。
○先駆的な取り組み
も、時間の経過ととも
に先駆性が薄れるの
で、常に新しい着想
で、時宜にかなった戦
略を打ち立てるべき
である。

政策や社会の要請に対応し
た人文・社会科学研究推進事
業
（世界を対象としたニーズ対
応型地域研究推進事業）
[競争的資金として要求]

文部科学省 140 103 - - ○

　中東や東南アジアなど我が
国との関係で重要な地域につ
いて、我が国と対象地域との
協働、相互理解、共生に資す
るとともに、人文・社会科学の
新たな展開と発展に資するよ
う、「日本との関係性」や「地
域の固有性」などを研究領域
として、政策的・社会的ニーズ
に対応したプロジェクト研究を
実施し、成果を社会へと発信
する。

○日本が強い地域を重点とした地域研究を着実に推
進すべきである。
○地域研究振興としては１課題当たりの予算が少額で
あるので、拡充が必要である。

○人文社会科学研究
に関するプログラム
の統一的戦略が必要
であり、人文社会科
学研究に対して変革
を促す運用が必要で
ある。
○幅広い視点での研
究を推進するために
積極的に文理融合を
図っていくシステムを
構築すべきである。

競争的資金



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A 統合データベースプロジェクト 経済産業省 200 ○

政府全体の“生命科学データベース統合
化の取組”の一環として、経済産業省関連
の公的資金研究（ＮＥＤＯプロジェクトや産
総研等）から産出される研究データ（実
データから研究成果まで）を、産業上の有
用性を評価のうえ、統合化し、製薬業界を
はじめとした産業界のニーズに対応する形
で提供する。

○経済産業省の公的資金研究から産出されたタンパク質相
互作用、糖鎖、機能性RNA等の生物分子情報や文献等の医
薬関連知識に関する研究データを統合することは、創薬プロ
セスの高度化、効率化に貢献することが期待される。
○ライフサイエンス分野におけるデータベースの統合化は、
国家事業における研究基盤として極めて重要で着実に推進
すべき課題である。
○政府全体の“生命科学データベース統合化の取組”の一環
として、経済産業省の統合データベースとしての特徴を出すと
ともに、文部科学省、農林水産省と連携を図りつつ着実に実
施すべきである。

○積極的に活用される統
合化したデータベースを
構築し、統合データベー
スの質の向上や維持に
は一定の経費が必要で
あり、予算の確保に努め
ること。
○各省とのデータベース
の統合を視野に入れて
連携を図りながら実施す
ること。

S

脳科学研究戦略推進プログラム
（「基盤技術開発」及び「脳からの信
号に基づく身体補助具等の開発（脳
に学ぶ）」研究）
［競争的資金として要求］

文部科学省
4,000の内

数
○ ○

　自然科学における最大の未踏領域の一
つである脳について、脳科学研究およびそ
れを取り巻くテクノロジーの急速な発展に
より、物質的及び情報的側面から科学的
に説明することが可能となって来ている。
　少子高齢化を迎えた我が国が発展的に
持続するためにも、心身の健康寿命を延
ばすという社会的意義の高い脳科学研究
を、脳科学委員会の定める重点研究課題
に沿って、脳からの信号に基づく身体補助
具等の開発を行う「脳に学ぶ」領域、及び
その研究を支える先進的なリソースである
霊長類等の独創性の高いモデル動物等を
「基盤技術開発」として、戦略的に推進す
る。

○高齢化が進む中、脳機能の解明や、それを通じた介護の
省力化等の研究の必要性が叫ばれており、脳科学研究を国
家レベルで推進していく必要がある。
○中でも、社会的ニーズが高いにもかかわらず、理研等の他
の研究機関による取組みが手薄であり、国際競争力の観点
からも一層の研究加速が求められている
１）人文社会と融合した研究、
２）これまで着実に取り組んできた基礎研究の成果を応用し
て社会に還元していく研究、
３）マーモセット等日本独自の先進的リソースを開発すること
により研究基盤を整備する技術開発、
を推進していくことが重要である。本施策により研究推進の核
となる拠点を、それぞれの役割が明確になるように選定・整
備し、我が国の研究者の総力を結集させていくことが急務で
あり、社会的ニーズ及び緊急性が極めて高い取り組みとして
大いに評価でき、積極的に実施する必要がある。

C

脳科学研究戦略推進プログラム
（「脳の構造形成、動作原理（脳を
知る）」「認知症・うつ病の予防・治療
法の開発（脳を守る）」「脳の発達解
明と教育への貢献（脳を育む）」研
究）
［競争的資金として要求］

文部科学省
4,000の内

数
○ ○

　本施策では、心身の健康寿命を延ばすと
いう社会的意義の高い脳科学研究を、脳
科学委員会の定める重点研究課題に沿っ
て、「脳の構造形成、動作原理（脳を知
る）」、「認知症・うつ病の予防・治療法の開
発（脳を守る）」、「脳の発達解明と教育へ
の貢献（脳を育む）」の3領域について、戦
略的に推進する。

○「脳を知る」「脳を守る」「脳を育む」という研究領域を設定
し、アルツハイマー病等の神経疾患の治療・予防法の開発
や、睡眠等の生活リズムが子供の脳機能発達に及ぼす影響
の解明等を行い、脳科学研究を戦略的に推進することは重
要であるが、理研等との役割分担が明確でなく、目標設定も
総花的であるため、計画を見直す必要がある。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（ライフサイエンス）

【体制整備】

【基礎・基盤研究】

ライフ



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
ライフサイエンス基盤研究領域
事業　（オミックス基盤研究事業）

文部科学省
理研

818 ○

オミックス基盤研究領域は、ゲノムネット
ワークプロジェクトに貢献し（平成20年
度）、転写制御ネットワークの解析基盤の
整備を担う。また転写制御における機能性
RNAの研究を進め、長期的には解析範囲
をタンパク翻訳や核膜情報伝達まで拡張
し、分子ネットワークのより高度な解析シス
テムを構築する。

○ライフサイエンスを支える基盤として重要なプロジェクトであ
る。本プロジェクトがRNAサイエンスの基盤として整備される
ことは国家的にも重要である。
○理研が取り組むべき大型基盤研究であり、効果的、効率的
に実施する必要がある。

○他の研究機関との連
携を構築していく必要が
ある。
○経済産業省の機能性
RNA研究との差別化が
大切である。

B
ライフサイエンス基盤研究領域
事業　（タンパク質基盤研究事
業）

文部科学省
理研

792 ○

ゲノム科学総合研究センターから産み出さ
れた研究成果及び整備されたノウハウ･技
術基盤を中心に、生命をタンパク質、核
酸、糖鎖等の構成するシステムとしてとら
え、それらの分子間相互作用に基づいて
理解し、再現することをめざした研究を実
施することを目的とする。生命科学を物質
科学に橋渡しをし、生命科学における論理
的設計や予測を可能にすることを目標とす
る。これにより、ライフサイエンス研究にタ
イムリーに貢献する高度な最先端の技術
基盤の構築を推進する。

○これまでタンパク３０００などで培われてきたＮＭＲ技術の基
盤を維持・発展させて、ライフサイエンス研究者にタイムリー
に提供することは、ライフサイエンス研究への大きな貢献であ
り、効果的、効率的に実施する必要がある。

○理研の独自性を明確
化することが望まれる。
○全国の研究者への開
かれた研究展開を図るこ
と。

C
生命体発生再現化プログラム
［競争的資金として要求］

文部科学省 250 ○ ○

生命体はどのようにして生まれたのか、ま
た細胞はどのような過程を経て分化誘導さ
れるのかを解明し、生命体発生過程をモデ
ル化することによって生命活動を可視的に
理解し、シミュレーション技術により生命体
の発生過程を再現することを目標とし、
・ES細胞等の未分化細胞を用いた実験室
レベルでの細胞分化に関わるデータの収
集
・生命体発生再現化のためのシミュレータ
の試作と実際の細胞分化過程に関する実
験データとの整合によるより精巧なシミュ
レータの開発
を進める。

○シミュレーション技術による生命発生の再現は、世界中の
科学者が目標とする技術開発であり、国際競争の観点からも
大変重要な分野であることは評価できるが、具体的なアプ
ローチが明確でない。
○実現性が乏しいため、計画を見直す必要がある。

○基礎的データを集積し
た上で到達目標を明確に
したプロジェクトにするべ
きである。

ライフ



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
個人の遺伝情報に応じた医療の
実現プロジェクト（第２期） 文部科学省 2,794 ○

個人個人に最適な予防・治療を提供するこ
とを可能とする医療の実現に向け、「個人
の遺伝情報に応じた医療の実現プロジェク
ト」（第１期）の成果である世界最大規模の
バイオバンクに集められた約30万症例の
血液サンプルや臨床情報、約30億にも及
ぶＳＮＰタイピングデータを活用し、疾患関
連遺伝子研究を本格化する。

○第１期で着実に有用性の高い成果が出ており、本プロジェ
クトの重要性・必要性が明確になっている。また、第１期で構
築したバイオバンクを発展的に利用し、医療に貢献するプロ
ジェクトとして大いに評価できる。
○第１期で収集した30万症例を第２期において経時的に追跡
しデータを収集することにより、発がんや糖尿病の悪化等に
関連する指標を発見することも期待される。
○また、国民の健康に影響の大きい疾患に重点化して、疾患
関連遺伝子研究を広く公募して取り組んでいくことは大いに
評価できる。
○成果の活用方策、推進方向も適切に検討･実施されてお
り、国が関与する重要なプロジェクトとして着実に実施する必
要がある。

○日本人と中国等のアジ
ア民族とは遺伝背景が
近いことも踏まえ、この特
質を活かしつつ、特にが
ん、生活習慣病等を中心
に、国際連携も視野に入
れた研究の推進を期待
する。
○個人情報に留意しつ
つ、外部の研究機関が適
切にデータを利活用でき
る仕組みを構築する必要
がある。
○公募など配分システム
の透明性・公平性を確保
すること。

B
サブミリ超高分解能ＰＥＴ-ＭＲＩ
装置開発研究プログラム
［競争的資金として要求］

文部科学省 549 ○ ○

これまでの画像診断装置が持つ数ミリオー
ダーの分解能では把握が困難であった微
細な病巣等を超早期に発見するため、我
が国が世界に誇る独自の光科学技術や電
子工学における高度な技術を基に、サブミ
リ分解能を持つＰＥＴとＭＲＩを組み合わせ
た精密なイメージング装置を開発する。

○独自の技術を活かしたPET-MRIを開発するもので、非常に
先端的かつ重要な課題であり、ターゲットをより明確にして、
効果的、効率的に実施する必要がある。

○分子イメージング研究
との連携・融合を意識し
て進める必要がある。

【よりよく生きる】

ライフ



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

S

新農業展開ゲノムプロジェクト
（革新的遺伝子組換え作物の
開発とそれらの理解促進に向

けた研究）

農林水産省 1,286 ○

食料・環境・エネルギー問題の解決に資す
るため、遺伝子組換え技術を駆使した超多
収イネなど、問題の解決に貢献する画期
的な作物開発を行う。また、開発された作
物の受容を進めるために、消費者の信頼
確保のための管理技術の開発や一般植
物との交雑リスクを低減させる技術開発等
を実施する。さらに、産学官研究者間の連
携強化、国民との対話の促進、研究成果
の戦略的な知財化を実施し、遺伝子組換
え作物の開発・実用化を加速化させる。

○別種の有用遺伝子を導入して新品種を育成する遺伝子組
換え技術は、ライフサイエンス分野だけでなく、地球環境やエ
ネルギー問題等の解決に貢献する国家的に極めて重要な技
術であり、省力栽培や荒廃地での栽培などが可能になる画
期的作物の開発につながる喫緊の研究課題であるため、目
標を明確に設定して積極的に実施すべきである。
○遺伝子組換え作物については、その受容が進んでいない
ために、国内では普及が進んでいない状況にある。遺伝子組
換え作物の普及を図り、研究を加速するためには、国民の理
解を進めることが重要であり、一般の作物との交雑などの遺
伝子組換え作物の生態系への影響を防ぐ研究を推進するこ
とや、国民との双方向コミュニケーションを推進することは、理
解促進に貢献すると期待され、積極的に実施すべきである 。

A

新農業展開ゲノムプロジェクト
（有用な遺伝子を見つけ、それ
らの働きを確かめる研究）

農林水産省 1,630 ○

食料・環境・エネルギー問題の解決に資す
るため、有用遺伝子の単離・同定、染色体
地図上での位置の特定、遺伝子の機能の
解明等を集中的に実施する。

○有効な遺伝子の探索と機能解析に基づく遺伝子組換え技
術を駆使した革新的作物開発は、食料・環境・エネルギー問
題などの解決のために非常に重要である。この技術は日本
にとどまらず、海外への貢献も期待でき、着実に実施すべき
である。

○成果を応用につなげる
ためには、基礎研究をさ
らに推進すべきである。

B

新農業展開ゲノムプロジェクト
（DNAマーカーを活用した革新
的作物開発と遺伝子機能を有
効に活用するための技

術開発）

農林水産省 2,088 ○

食料・環境・エネルギー問題の解決に資す
るため、有用遺伝子を染色体上の目的と
する位置に導入する方法など、遺伝子の
機能を最大限に活用するための技術を開
発する。また、目的とする遺伝子が含まれ
ているかどうかを判別できるDNAマーカー
技術を活用し、イネ・ダイズ・コムギ等につ
いて、実需者や生産現場のニーズが高い
新品種の開発を加速化する。

○染色体上の目的の位置に遺伝子を導入することは、意図
した新品種を迅速に作成するために必要な、極めて重要な技
術開発である。研究推進の重要度は高いが、現状では発展
途上の技術であり、精度向上に向け効果的、効率的に実施
すべきである。
○また、植物を収穫期まで育てることなく早い段階で有用遺
伝子をもつ個体を素早く判別できるＤＮＡマーカー育種法につ
いても、迅速な品種の育成が期待され、効果的、効率的に実
施すべきである。

○イネのDNAマーカー育
種については世界最高
水準の技術を有してお
り、この技術を他の作物
にも適用する必要があ
る。

【よりよく食べる、よりよく暮らす】

ライフ



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
鳥インフルエンザ、ＢＳＥ等の
高精度かつ効率的なリスク管
理技術の開発

農林水産省 1,096 ○

安全で高品質な食料を供給し、鳥インフル
エンザなど人類の脅威となっている感染症
を克服するため、①鳥インフルエンザウイ
ルスの侵入経路の解明とそのことに基づく
伝搬阻止技術の開発、ウイルス検査の迅
速化技術の開発、万一の場合に備えた家
きん用ワクチンに関する研究、変異・増殖
機構の解明を行い、鳥インフルエンザ等の
ウイルス感染症対策技術を高度化させる。
②プリオン蛋白質の性状解明、高感度検
査法の開発の他、肉骨粉等の低コスト不
活化処理のための技術開発を行い、ＢＳＥ
対策技術を高度化させる。③国内での新
興・再興が懸念される人獣共通感染症の
制圧のため、国内発生時の緊急的な病性
鑑定技術や防除技術等を開発する。

○鳥インフルエンザやＢＳＥは、我が国のみならず世界的に
も重要な問題である。
○プリオンタンパクの性状解明など、他の基礎研究事業との
重複を避け、基礎研究成果の有効活用を推進することが期
待される。
○鳥インフルエンザについては病原体の封じ込め、ＢＳＥにつ
いてはプリオンタンパク質の高感度検査法の開発等、プロ
ジェクトのミッションが明確であり、また、国民的必要度が高い
ことから、着実に実施すべきである。

B
生産・流通・加工工程における
体系的な危害要因の特性解
明とリスク低減技術の開発

農林水産省 1,099 ○

農畜水産物の安全性を確保するため、生
産・流通・加工工程の多種多様な危害要因
の特性や挙動、たとえば汚染の原因や実
態などの科学的なデータを収集・解析し、
それに基づくリスクの推定と実現可能な管
理措置の検討・評価を行う。それらに基づ
く基準値設定、リスク低減技術等、具体的
なリスク管理措置の確立を図る。

○農林水産物の安全性に関する関心が高まっており、現実
的に必要な行政研究であるため、効果的、効率的に実施す
べきである。

○必要な研究領域に欠
落が生じると、具体的な
リスク管理マニュアルの
作成が困難となるため、
公募方法に工夫が必要
である。

B 研究成果実用化促進事業 農林水産省 300 ○

消費者や実需者ニーズの高い、安全で高
品質な農林水産物・食品を生産・供給する
ため、研究機関・普及組織・ＪＡなど地域の
関係機関相互の連携の下、既存の研究成
果の中で農業の生産現場での実用化に向
け、解決すべき課題を有するものについ
て、さらに改善を加えて生産現場でより実
践的に活用されるようにする研究を行う。

○成果を掘り起こして現場で使える技術に仕上げるという考
え方は評価できるが、国の研究事業で行うべき事と自治体等
の普及組織が行うべき技術の展開を明確にした上で、効果
的、効率的に実施すべきである。

○対象とする作物種な
ど、研究内容によっては
課題の実施期間（２年
間）を柔軟に設定するこ
と。
○各地農業試験場での
業務として行うべきものと
本事業で行う研究開発と
の仕分けを明確にするこ
と。

ライフ



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（ライフサイエンス）

（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【体制整備】

統合データベースプロジェクト 文部科学省 1,600 1,600 ○

我が国のライフサイエンス関
係のデータベースの利便性の
向上を図るため、データベー
スの統合化及び利活用のた
めの基盤技術開発、人材育
成等を行い、データベースの
統合的活用システムを構築す
る。

○文部科学省、厚生労働省、経済産業省、農林水産省
の４省庁のデータベースの統合を可能とする技術開発
は極めて重要な課題である。
○ＪＳＴバイオインフォマティクスセンター(BIRD)との役
割分担を明確にし、連携して行うことが必要である。
○本システムの構築は、将来の４省庁統合データベー
スの基盤技術となるため、早急に整備すべきものであ
り、着実・効率的に実施する必要がある。

○継続性をいかに担
保するかが重点課題
である。
○JST-BIRDとの連携
について、将来的な
一本化を含めた検討
を行うことが必要であ
る。
○データベースを作
るのみにとどまらず、
常に改訂していくこと
が必要である。

バイオインフォマティクス推進
センター

文部科学省
JST

1,730 1,682 一部○

膨大なゲノム情報等の解析の
格段の効率化・省力化、利用
の高度化等を実現するため、
革新的なゲノム解析ツールの
研究開発等、バイオインフォ
マティクス研究を推進する。

○世界最高水準のライフサイエンス基盤整備を推進す
るため、国内にある代表的な生命情報データベースを
立ち上げ、高度化・標準化を行い、維持してきた実績は
評価できる。
○統合データベースプロジェクトとの役割分担を明確に
し、着実・効率的に実施する必要がある。

○統合データベース
プロジェクトとの連携
について、将来的な
一本化を含めた検討
を行うことが必要であ
る。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

6,499 5,304 一部○ ○

○創薬バイオマーカー探索研究は、創薬分野で我が国
が国際的に優位な位置を得るために重要な研究であ
り、特に、トキシコゲノム研究から発展したトランスクリ
プトーム研究は期待が持てる。バイオマーカーの研究
は、製薬業界や社会からのニーズも高いため、出口へ
の道筋を示しつつ、標的を絞り込み、加速して実施す
べきである。
○一方、ヒトテーラーメイド研究は、投資額に対して成
果が必ずしも十分でなく、また、文部科学省のSNP関係
の事業と整合性を図って事業を行う必要があり、計画
を見直すべきである。
○また、生体内情報伝達分子解析研究についても、他
省で既に行われている糖鎖研究に比べて小規模であ
り、見込まれる成果が小さく、計画の見直しが必要であ
る。
.
○上記以外の施策については以下の理由で着実・効
率的に実施する必要がある。
・生物資源・創薬モデル動物研究事業は、研究者の
ニーズを踏まえ、実施することで創薬や医療技術への
寄与が期待でき、また、モデル動物開発やデータベー
スの作成は、国家事業として非常に有用である。
・次世代ワクチン開発研究は、シーズがなかなか実用
化に結びつかなかった我が国の現状を打破するため
に、標的を絞り込み、新たな視点で実用化を図るもの
で期待でき、また、本研究は厚生労働省が主体的に取
組むべき課題である。
・政策創薬総合研究は、希少疾患やエイズ等に対する
治療薬や治療機器を官民共同で開発しようとするもの
であり、これは国がリードして推進すべき重要な課題で
ある。

○創薬バイオマー
カー探索研究は、参
加している企業の
ニーズを踏まえて研
究計画を絞り込むこ
と。既存の組織に捉
われずに、全国規模
で優れた研究者や研
究機関の参画が必要
である。
○ヒトテーラーメイド
研究では、戦略的に
単なるSNP解析から
バイオマーカー探索
へ発展させるよう努め
ること。
○生体内情報伝達分
子解析研究は、事業
の必要性について見
直すべきである。
○生物資源・創薬モ
デル動物研究事業
は、モデル事業として
の全体像と到達度を
明確にして進めるべ
きである。

世界最高水準のライフサイエ
ンス基盤を構築し、ゲノム情
報を活用した生体機能の解明
によりがんなどの生活習慣病
や難病などを克服し、健康寿
命を延伸する。
・創薬シーズの探索や、医薬
品の評価の迅速化に有用な
創薬バイオマーカー探索研究
を実施する。
・個人の遺伝子レベルにおけ
る差異を踏まえた個別化医療
の実現を目指したヒトテー
ラーメイド研究を実施する。
・糖鎖関連情報の解明や、糖
鎖が関与する生体反応メカニ
ズムを明らかにするための生
体内情報分子解析研究を行
う。
・新規の疾患モデル動物の開
発、それらに関するデータ
ベースの構築のための生物
資源創薬モデル動物研究を
行う。
・対象疾病や投与方法などの
面で画期的なワクチン技術を
開発する次世代ワクチンの研
究を行う。
・希少疾患やエイズ等に対す
る治療薬や治療機器を官民
共同で開発するための政策
創薬総合研究を行う。

創薬基盤推進研究
〔競争的資金〕

厚生労働省

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

農林水産生物ゲノム情報統
合データベースの構築

農林水産省 721 721 ○

イネ、カイコ、ブタ等農林水産
生物のゲノムや遺伝子の情
報等を統合したデータベース
を整備し、大学や民間企業等
の研究者に提供する。また、
他生物のゲノム情報等をもつ
データベース機関である
Genbank, EMBL等とリンクし、
高精度に遺伝子情報の類似
性検索を行うことが出来るシ
ステムを構築する。

○イネやカイコのゲノム研究では、我が国がトップを
走っており、世界をリードできる分野であるため、こうし
た研究分野のゲノム情報の統合化には大変期待が持
てる。
○大学も含め他省庁のデータベースとの統合、連携を
見据えて作成を進めることが必要である。
○農林水産生物のゲノム情報統合データベースについ
ては、品種改良や食品の安全性確保など応用・実用場
面での必要性が増大しており、重要な課題であるた
め、着実・効率的に実施する必要がある。

○統合データベース
の構築のみならず、
データの更新、修正
にも配慮して実施体
制を充実させること。

ナショナルバイオリソースプロ
ジェクト

文部科学省 1,776 1,776 ○

ライフサイエンス研究を支え
るため、実験動植物（マウス
等）や、各種細胞、各種生物
の遺伝子材料等のバイオリ
ソースのうち、国として戦略的
に整備する必要があるものに
ついて体系的に収集、保存
し、提供するための体制の整
備並びにバイオリソースの更
なる品質向上のための開発を
推進する。

○ライフサイエンス研究推進に不可欠な生物遺伝資源
等を世界最高水準のものとして整備・管理し、国内外に
提供することは、世界最高水準のライフサイエンス基盤
構築のために大変重要であり、本プロジェクトの意義は
大きい。
○プロジェクト第２期の開始にあたり、プロジェクトの基
本方針の審議、利用者負担、知的財産との関連、国際
協力体制の構築等について検討する「推進委員会」
や、利用者の立場からの意見を反映するための「運営
委員会委員長会議」を設置したことは評価できる。
○今後も関係府省との連携を十分に視野に入れ、着
実・効率的に実施する必要がある。

バイオリソース事業
文部科学省
理研

3,785 2,393 一部○

我が国のライフサイエンス研
究の総合的推進のため、リ
ソースの中核的機関として、
その基盤構築を図るべく、実
験動物、実験植物、細胞材
料、遺伝子材料、微生物材料
及び関連情報等リソースの収
集・保存・提供事業を実施す
るとともに、関連する技術開
発、人材育成、国際協力等を
行う。

○リソースの中核的機関として、リソースの収集・保存・
提供事業、関連技術開発、人材育成、国際協力におい
てこれまで着実な成果を上げている。
○アジアとの連携強化を図ったことや、整備事業と研
究のバランスについて明確化したことは評価でき、今後
も着実・効率的に実施する必要がある。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【基礎・基盤研究】

ゲノム機能解析等の推進 文部科学省 1,991 2,301 一部○

遺伝子やタンパク質の相互作
用等の集中的解析のデータ
の活用により、細胞からのシ
グナル伝達から転写に至る
ネットワークの解析を行い、各
種疾患、生命現象のシステム
を解明し、革新的な治療法、
創薬等の実現を目指す。

○我が国におけるポストゲノム研究の一翼を担うプロ
ジェクトとして、ヒト全遺伝子の転写制御系の分子間相
互作用（ネットワーク）の解明に向けて、着実・効率的に
実施する必要がある。

ターゲットタンパク研究プログラ
ム
［競争的資金］

文部科学省 5,527 5,527 ○ ○

過去の施策で得られた成果
や基盤を活用しつつ、学術研
究や産業振興に重要なタンパ
ク質を標的とし、それらの構
造・機能解析のための技術開
発と研究を行う。

○昨年度における各方面からの指摘を受け止めて、充
分練った計画となったことを高く評価する。
○推進体制は充実しており、推進書及び課題選定書の
構成・委員選出手続き等は妥当である。
○困難で難しいターゲットの解析に立ち向かうべきであ
り、戦略的な絞込みを実施しながら、着実・効率的に実
施する必要がある。

○評価委員会のコメ
ントを踏まえ着実に実
施すべきである。
○中間評価を実施し
て選択・集中を進める
よう努力すべきであ
る。
○参加者のエフォート
管理を適切に行うこと
が必要である。

植物科学研究事業
文部科学省
理研

1,726 1,599 一部○

植物機能の向上を図り、メタ
ボリックシステムの解明研
究、環境・エネルギー研究、
遺伝子組み換え植物の安全
性評価のためのメタボローム
解析研究を実施する。

○我が国としてのメタボローム研究基盤、ゲノム機能解
析基盤を構築し、植物の量的、質的な生産力向上に関
わる有用遺伝子や代謝産物の探索を推進することは、
諸外国の国家的プロジェクトと競争し対抗するために
必要であり、理研の使命、他機関との役割分担・連携
を一層明確にしながら、着実・効率的に実施する必要
がある。

糖鎖機能活用技術開発
経済産業省
NEDO

1,190 1,190 ○

我が国が強みを持つ糖鎖分
野において、これまでの成果
（「糖鎖合成関連遺伝子」「糖
鎖構造解析装置」「糖鎖合成
装置」を最大限活用し、癌や
感染症などの疾病に関与す
る糖鎖の機能を解析・活用す
るための技術及び基盤を確
立し、糖鎖の産業利用の促進
を図る。

○本事業において疾患に関連する糖鎖を検出するシス
テムの基盤が構築されつつある。今後は臨床サンプル
を用いて、疾患マーカーとなりうる糖鎖を探索する研究
計画である。この分野は、日米における競争の激しい
分野であり、我が国が優位に立つためには、着実・効
率的に実施する必要がある。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

脳科学総合研究事業
文部科学省
理研

10,106 9,191 一部○

我が国の脳科学を総合的に
牽引する中核的研究機関とし
て役割を果たすとともに、分
子から神経回路を経て心に至
る脳の仕組みを解読すると
いった科学の飛躍的進歩をも
らたす研究を推進する。

○脳科学研究の中核として果たしてきたこれまでの成
果は評価できる。脳科学総合研究センターとして脳科
学研究における理研のミッションを明確にしつつ研究を
推進することが必要であり、先端技術を先導することが
一層期待される。
○人材育成についても成果を上げており、目標とする
脳研究の国際的な拠点に向かいつつある。センター長
の強いリーダーシップの下で組織、予算の流動化・重
点化・効率化が十分なされており、着実・効率的に実施
する必要がある。

○選択・集中の観点
からの具体的目標設
定・ミッションの再確
認が必要である。

免疫・アレルギー科学総合研
究事業

文部科学省
理研

3,757 3,456 一部○

アレルギー疾患の原因究明と
治療法開発、がんや感染症
等の免疫メカニズムを基にし
た治療法の開発等、免疫シス
テムの基礎的・総合的解明研
究を推進する。

○花粉症をはじめとするアレルギー疾患、リウマチなど
の自己免疫疾患、臓器移植など、現状でも克服が困難
な免疫疾患は多く、免疫疾患に対する根治療法確立の
ための免疫メカニズムの解明が急務となっており、本
分野における理研の役割が期待されている。
○国際交流ユニットによる共同研究を発展させた形で
チームを設置するなど、外国人研究者の招聘拡大によ
る国際性の向上に向けた取組や、臨床研究連携制度
の構築により厚生労働省との一層の連携を図っている
点は評価でき、今後も着実・効率的に実施する必要が
ある。

発生・再生科学総合研究事業
文部科学省
理研

5,187 4,802 一部○

生命の発生メカニズムの基礎
的原理を追究するとともに、
器官の構築原理の解明、幹
細胞の医学応用を目指した研
究開発を実施する。

○遺伝子・タンパク質の相互作用の解明、ひいては生
命の統合的理解に向けて、細胞同士のネットワーク
や、組織器官レベルでのより高次な構造の制御システ
ムの理解、個体の構築原理の解明が強く求められてお
り、本分野における理研の役割が期待されている。
○基礎的研究にとどまらず医学分野に貢献する成果
が上がっており、今後も着実・効率的に実施する必要
がある。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【よりよく生きる】

橋渡し研究支援推進プログラム
［競争的資金］

文部科学省 2,500 1,500 ○ ○

橋渡し研究の支援機関を拠
点的に整備することにより、
有望な基礎研究の成果を着
実に実用化させ、国民へ医療
として定着させることを目指
す。

○研究シーズを創薬につなげる橋渡し研究には、設備
と人材が整備された拠点が必須であり、そうした拠点
の充実・強化を図ることが必要である。
○その意味で、初年度の予算は、我が国の創薬や医
療機器の開発が、厳しい国際競争の中で優位を占め
ていくためには極めて不十分であった。したがって、各
拠点に対して、橋渡し研究を支援する機能の格段の拡
充を図り、国際競争を勝ち抜く体制整備を行うことが喫
緊の課題である。
○本年４月に各省が共同で定めた、革新的医薬品・医
療機器を創出するための５か年戦略においても、橋渡
し研究の取組の強化が述べられており、省庁連携に留
意しつつ加速して実施すべきである。

○厚生労働省の拠点
との連携を取り実施
すること。

臨床応用基盤研究
〔競争的資金〕

厚生労働省 4,957 4,130 ○ 人 ○

治験を含む臨床試験の拠点
となる医療機関において臨床
研究の基盤の整備を行い、優
れた臨床試験を実施する。治
験の活性化を図るため、治験
に係る普及啓発に関する調
査・研究を行う。また、モデル
事業として医師主導型治験を
実施し、医療機関における治
験計画の策定にかかる課題
や治験環境の整備充実に必
要な課題等の抽出を行う。

○臨床研究や治験を円滑に実施するためには、研究
計画の作成やデータの蓄積・解析などの業務を支援す
る体制整備が不可欠。
○臨床研究支援複合体研究、臨床疫学基盤整備につ
いては、臨床研究・治験を円滑に実施するために必須
である人材や機能をモデル事業として、新たに平成２０
年度から整備するもので、創薬や医療機器開発の出口
を担う厚生労働省の研究事業としても大変期待が持て
る。
○また、THE LANCET など臨床研究の世界的な科学
雑誌に掲載されるような質の高い研究が、我が国では
遅れており、そうした研究を強力に支援していくことが
求められる。
○こうした創薬や医療機器開発の出口にむけての基盤
整備は極めて重要であり、経済産業省や文部科学省と
の連携を図りながら加速して実施すべき。

　
○各省における臨床
橋渡し、臨床研究支
援の役割分担、連携
を十分に活かせる体
制を目指す必要があ
る。

医療機器開発推進研究事業
（ナノメディシン分野を除く）
〔競争的資金〕

厚生労働省 1,219 823 一部○ 人 ○

「生活の質（QOL）の向上、特
に老化等による身体機能の
障害の克服を目指し、身体機
能の解析・補助・代替に資す
る革新的な医療機器の開発
を推進する。医工連携研究推
進基盤研究として、医療機関
における医工連携実施基盤
整備や、人材教育などを行
う。

○医薬連携体制の構築が進んでいるのに対して、医工
連携は大学内でも不足であり、新たに始めることとして
いる医工連携研究推進基盤研究は必要な研究である
と評価できる。
○出口を見据えて、厚生労働省は３省連携（厚生労働
省・文部科学省・経済産業省）をリードする体制を確立
し、着実・効率的に実施する必要がある。

○分子イメージング
の機器開発は、先行
する文部科学省等と
の連携が必要で役割
分担を示す総合的長
期的展望が必要であ
る

ライフ



（金額の単位：百万円）
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概算
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先駆的
取組

競争的
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施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

ゲノム医科学研究事業（遺伝
子多型研究事業）

文部科学省
理研

1,842 1,590 一部○

生活習慣病等に対する創薬
及びオーダーメイド医療の確
立に資するため、ヒトの遺伝
子多型と遺伝子機能の相関
解析による関連遺伝子の探
索や、基盤技術開発研究、統
計解析・技術開発研究を推進
する。

○医療や疾患予防に関連して派生する知的所有権の
確保に向けて、全世界的に疾患遺伝子解析や薬剤応
答性に関連する大規模研究が進められており、我が国
においてもこの分野における研究推進が不可欠であ
る。
○実績を有する遺伝子多型研究センターの再編成等
によって、国費を増額することなく共同研究の拡大、他
機関との連携強化を予定していることは評価でき、着
実・効率的に実施する必要がある。

保健医療分野における基礎
研究推進事業
〔競争的資金〕

厚生労働省
NIIBIO

8,179 8,186 ○

国民の健康の保持増進に役
立つ画期的な医薬品・医療機
器の開発につながる可能性
の高い研究成果を創出し、さ
らに製薬企業等による創薬プ
ロセスに橋渡しする実用化に
向けた研究に対して、競争的
な研究環境を提供する。

○基礎研究成果を、画期的な医薬品・医療機器の開発
に橋渡しするための重要な課題である。審査の透明性
と評価体制の充実をさらに進めつつ、着実に推進する
必要がある。

ライフ
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医薬品等の研究開発に対す
るバイ・ドール委託費

厚生労働省
NIIBIO

1,200 1,200

保健医療の向上に役立つ医
薬品や医療機器の実用化段
階における開発研究などを推
進するため、実用化段階の試
験研究に対して、ベンチャー
企業などに必要な資金を委託
方式で提供している。
研究開発のテーマは、当研究
所が広く公募し技術と事業化
の両面から評価・選定を行
い、優れた研究テーマを応募
したベンチャー企業などにそ
の研究開発を委託し、研究
テーマの評価では、技術面だ
けでなく事業化の可能性につ
いても重視している。委託した
研究の成果については、バ
イ・ドール方式を採用する一
方、委託事業の成果による売
上は、事業の寄与度に応じて
納付する仕組みとしている。

○バイ・ドール委託費はベンチャー育成にとって重要な
資金であることから、着実、効率的に実施する必要が
ある。

ゲノム創薬加速化支援バイオ
基盤技術開発

経済産業省
NEDO

4,940 4,360 ○

創薬ターゲットの絞り込みを
可能とするため、創薬ター
ゲットとして重要な膜タンパク
質やその複合体の構造解析
を可能とする先進的基盤技術
の開発、ヒトES細胞由来の人
体の組織や疾病等のモデル
細胞を創製するための技術
開発、疾患関連遺伝子など特
定の遺伝子のネットワーク解
析を可能とするツールの開発
を行い、ポストゲノム研究の
産業利用が期待される「ゲノ
ム創薬」の加速に向けた基盤
技術の構築を行う。

○薬効を示す化合物の標的タンパク質の同定と薬効メ
カニズムの解明が進み、またコンピューターシミュレー
ションによる活性向上にも成功するなどプロジェクトは
順調に進んでいる。
○世界に先駆けてこれまで解析が困難であった膜タン
パク質の構造解析にも精力的に取り組んでいる。
○薬効メカニズム解明をはじめとする創薬標的探索
は、世界的に競争が激しい分野であることから、本研
究を着実・効率的に実施する必要がある。

ライフ
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新機能抗体創製技術開発
経済産業省
NEDO

1,300 1,190 ○

産業上重要であるが、作成が
困難な膜タンパク質やその複
合体に対して、系統的に特異
性の高い抗体を作成するため
の基盤技術の開発を行う。高
い製造コストが課題となって
いる抗体について、高品質で
低コストな抗体製造を可能と
する基盤技術の高度化に向
け、抗体の分離・精製の基盤
技術の開発を行う。

○薬の作用部位として重要な膜タンパク質の抗原のエ
ピトープ部分（抗体結合部位）の構造、翻訳後修飾、お
よび機能を世界に先駆けて解析しており、順調に結果
が得られている。
○今後、解明した膜タンパク質に対する抗体を作成し、
低コストで高品質な抗体製造を可能にする基盤技術開
発の目標に向けて着実・効率的に実施すべきである。

新興・再興感染症研究拠点形
成プログラム
〔競争的資金〕

文部科学省 2,800 2,750 ○ 外 ○

アジアを中心とした新興・再興
感染症の発生国、あるいは発
生が想定される国に、現地研
究機関との協力の下、海外研
究拠点を設置するとともに、
国内の体制を整備し、感染症
対策を支える基礎研究を集中
的・継続的に進め、知見の集
積・人材育成等を図る。

○引き続き新興・再興感染症研究の重要性は大きく、
また各国において、知財の関係から、ウイルス等病原
体の国外持ち出し制限が厳しくなっていることからも、
海外拠点での感染症研究はより重要性を増している。
○海外研究拠点を拡大したり、理研感染症研究ネット
ワーク支援センターの「新興・再興感染症に関するアジ
アリサーチフォーラム」の開催等を通じて、海外機関と
の連携を図るなど、研究体制を強化している点は評価
でき、今後も着実、効率的に実施すべきである。

エイズ・肝炎・新興再興感染
症研究経費
〔競争的資金〕

厚生労働省 7,071 5,895 ○ ○

近年、エイズや鳥インフルエ
ンザなどの新たに発見された
感染症（新興感染症）や、再
び猛威を振るいつつある感染
症（再興感染症）が注目され
ている。これらの新興・再興感
染症の病原体、感染源、感染
経路、感染力、発症機序につ
いて解明し、迅速な診断法、
治療法等の開発に取り組む。
また、バイオテロ対策に必要
な研究の充実を図る。

○新興・再興感染症対策は、２１世紀における地球規
模の重要課題のひとつであり、国際的な連携をとりつ
つ、着実、効率的に実施する必要がある。

○緊急性の高い感染
症にスピーディーに対
応できるよう事業の執
行に配慮すること。
○ワクチン研究の遅
れがみられるため、
経済産業省などとの
連携が必要と考えら
れる。
○鳥インフルエンザ
に関しては農林水産
省や文部科学省との
情報交換を密にする
必要がある。

ライフ
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革新的ながん治療法等の開発
に向けた研究の推進

文部科学省 765 675 ○

これまでに得られたがん治療
に係る基礎研究の成果を、新
たな免疫療法など次世代の
革新的な診断・治療法の開発
につなげるための研究を推進
する。

○基礎研究の成果を積極的に予防・診断・治療へ応用
し、さらに次世代の革新的な診断・治療法の開発につ
なげるためのトランスレーショナル・リサーチは大変重
要な課題である。
○実施中の事業について、評価の高い課題に重点的
に研究費を配分し、成功例を作ることに重点を置いて
いる点は評価でき、最終年度に適切な成果が得られる
ように着実・効率的に実施する必要がある。

重粒子線がん治療研究
文部科学省
放医研

5,979 5,537 一部○

生活の質(QOL）の維持が可
能で治療効果が高く、その成
果が国際的に注目されている
重粒子線がん治療法の普及
や治療成績のさらなる向上に
向けて、治療の高度化、治療
対象疾患の拡大、新たな照射
法の開発、治療技術の高度
化・標準化に関する研究を実
施。

○重粒子線等を用いた新しい放射線療法などについて
の研究開発は、社会的な要請が高く重要な課題であ
る。
○外部資金の投入や運転経費削減の努力は評価でき
る。
○超難治がんである膵がんの治療に対する知見の蓄
積など、今後のさらなる発展が期待され、着実、効率的
に実施する必要がある。

第３次対がん総合戦略研究
〔競争的資金〕

厚生労働省 7,413 6,178 ○ ○

個人の特性に応じた治療や
創薬に資するよう、我が国に
おける主要疾患の関連遺伝
子の同定等を行うとともに予
防・治療法や創薬につなげる
ための手法を開発する。ま
た、生体機能の解明によりが
んを克服し、健康寿命を延伸
する。

○今年度、がん基本法が施行されたことから、早期発
見、新たな治療法の確立を目指し、文部科学省との役
割分担を明確にしながら研究を推進するべき。
○戦略重点科学技術「標的治療等の革新的がん医療
技術」の推進において、がん医療の均てん化や標準的
治療法の確立のために重要な位置を占める研究であ
り、着実、効率的に実施する必要がある。

○国立がんセンター
が中心になって、デー
タベース化を進め、臨
床研究の推進に貢献
して欲しい。

がん研究助成金 厚生労働省 1,850 1,804

がん対策の企画及び行政を
推進し、並びにがん医療の向
上を図ることを目的とし、予防
から治療にわたる、がん対策
の全領域について昭和38年
度から継続的に行っている研
究事業である。

○コホート研究（追跡研究）は重要であり、継続性が求
められる。本助成を基盤とした日本臨床腫瘍研究グ
ループ(JCOG)は、国際的なレベルに成長してきてお
り、我が国のがん治療EBM（根拠に基づいた医療）発
信の中心となると期待できるので、着実、効率的に実
施する必要がある。

ライフ
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インテリジェント手術機器研究
開発プロジェクト

経済産業省
NEDO

800 700 ○

本事業では、患者ＱＯＬの向
上や、医療従事者の負担軽
減等を目的として、がん細胞
等の位置情報や取り残し情報
を表示させるための固有腫瘍
マーカーの生成・注入技術、
術中の複数の生体情報を迅
速に統合・解析して術前情報
との重畳を行うことができる広
視野・広視域三次元立体表示
技術、触覚を再現するマニュ
ピレーターなどの超精密駆動
機構等の研究開発を行い、手
術中にがん細胞の位置や動
きを正確に診断しながら、最
小限の切除で治療を行うこと
ができる先進医療機器の開
発を行う。

○本研究は、我が国の企業が高い競争力を持つ内視
鏡技術と手術機器を統合・発展し、日本発の診断治療
一体型医療機器を開発しようとするもので、我が国の
医療機器産業の国際競争力強化への貢献が期待され
ており、着実・効率的に実施すべきである。

ライフ
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○循環器疾患等生活習慣病
対策総合研究：生活習慣病対
策に関する総合的な観点から
のエビデンスの構築や実践的
な指針の策定等に資する行
政施策に直結した臨床研究
及び臨床への橋渡し研究を
行う。
○免疫アレルギー疾患等予
防・治療研究：根治的な治療
法が確立されていない免疫ア
レルギー疾患によって多くの
国民が長期的にＱＯＬを損
なっている。そこで疾病の予
防、診断、治療法に関する新
規技術を開発するとともに、
臨床に係る科学的根拠を収
集・分析する。
○難治性疾患克服研究：根本
的な治療法が確立しておら
ず、かつ後遺症を残すおそれ
が少なくない自己免疫疾患や
神経疾患等の不可逆的変性
をきたす難治性疾患に対し
て、病状の進行の阻止、機能
回復・再生を目指した画期的
な診断・治療法の開発を行
い、患者の生活の質の向上を
図る。

○厚生労働省が十分に力を入れるべき課題である。
○前年度、糖尿病患者２５％削減目標にむけ、個々の
研究を活かしつつ大局的な見地から戦略的に研究を
推進すべきという指摘を踏まえ、平成２０年度から始ま
るメタボリックシンドロームの検診・保健指導の効果的
な推進についての研究を行う等、実質的な研究に取り
組んでいることは評価できる。
○循環器疾患、免疫アレルギー疾患、難治性疾患の３
領域はいずれも重要課題として支援すべき施策であ
り、着実、効率的に実施すべきである。

○研究のための研究
ではなく、生活習慣病
２５％削減目標に研
究を展開し得る戦略
が必要。
○難治性疾患に対し
ては、行政としての支
援体制を一段と工夫
する必要がある。
○生活習慣病対策と
して、国民一般に対
する情報の浸透が必
要。
○総花的でなく、優先
順位を明確にした上
で課題を設定するこ
と。

循環器病疾患等生活習慣病
対策総合研究/免疫アレル
ギー疾患等予防・治療研究/
難治性疾患克服研究
〔競争的資金〕

厚生労働省 ○8,113 6,885 ○

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

分子イメージング研究
〔一部、競争的資金〕

文部科学省
理研
放医研

5,241 3,808 ○ 一部○

分子イメージング研究は、高
いポテンシャルの研究シーズ
を有する大学等の研究機関
が理研（創薬候補物質探索拠
点）・放医研（ＰＥＴ疾患診断
研究拠点）と連携して、共同
研究や人材育成を図るなど、
オールジャパンの研究体制で
新規創薬候補物質や新規バ
イオマーカーの創出を目指し
て、文部科学省本省（委託
費）で実施している。その研究
開発を推進するため、理研
（運営費交付金）では、創薬プ
ロセスの革新・高効率化に関
して、放医研（運営費交付金）
では、革新的診断技術の確
立に関して、基盤技術開発や
独自の基礎的研究等を実施
している。

○前年より、関係する研究機関の連携の形が明確に
なってきている点は評価できる。
○期待される研究分野であり、理研と放医研の役割分
担を考慮しつつ、着実・効率的に実施する必要がある。

○関係機関とのさら
なる連携強化に努め
る必要がある。
○拡大運営委員会に
おいて、公募課題の
重複と２機関の連携
等をきちんと計画段
階から評価して効率
的に進めていくことが
必要である。

1,954 ○ ○
こころの健康科学研究
〔競争的資金〕

厚生労働省 2,281

近年、大きな問題となってい
る心の健康問題、精神疾患、
発達障害、ストレス性障害、
神経疾患に対し、最新の知見
に基づいた予防法、治療法等
の開発およびこれらを活用し
た適切な対応を進めるため、
心の健康問題や精神疾患、
神経疾患等に関して、疫学的
調査によるデータの蓄積と解
析を行い、心理・社会学的方
法ならびに分子生物学的手
法および画像診断技術等の
最先端バイオ・メディカル技術
等を活用し、病因・病態の解
明、画期的な予防・診断・治
療法等の研究開発等、最新
の医学的知見を適切に施策
に反映し、国民のニーズを踏
まえた行政課題の解決に資
する研究を推進する。子ども
から高齢者まで健康な日本を
実現を目指す。

○非常に重要な研究課題である一方、困難な研究テー
マの一つであり、長期的に支援していく研究体制の重
要性は明確である。
○精神・神経疾患の病態解明と治療法の開発が重要
課題であり、精神・神経疾患に至る「原因究明」に力を
入れ、戦略的に研究を構築し、着実、効率的に実施す
る必要がある。

○今後は目標を明確
に、それに向かった
研究戦略の策定が必
要である。
○こころの問題は難
しいが、研究課題の
質を十分検討し、重
点化を図った上で、有
効的に資金を投入す
べき。
○｢こころの健康科学
研究｣に相応しいテー
マに採択を絞るべき
である。
○文部科学省の脳科
学総合研究事業との
連携を図ること。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

地域医療基盤開発推進研究
〔競争的資金〕

厚生労働省 1,052 825 ○

医療の安全、質及び、信頼の
確保等を通じた、より質の高
い効率的な医療サービスを提
供。また、ヒューマンエラー等
が発生しやすい部門や手技
に対するヒューマンセンタード
デザインの視点で開発された
IT機器の導入により未然に事
故を防げる体制を目指す。

○今後の高齢者医療のあり方から考えると、IT在宅医
療用具等の開発が急務となってくることが推測され、着
実、効率的に実施する必要がある。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【よりよく食べる、よりよく暮らす】

食品医薬品等リスク分析研究
（食品の安心・安全確保推進
研究）
〔競争的資金〕

厚生労働省 1,752 1,491 ○ ○

と畜場におけるBSE検査用高
感度・迅速検査法、食料・食
品中に存在する食中毒菌等
の迅速一斉検査法等を実用
化する。また、遺伝子組換え
食品の意図せざる新規代謝
物質等の発現等を検証する
手法の確立や、添加物４５０
品目について安全性に関する
科学的知見を整備する。

○遺伝子組換え食品等について、我が国において必
ずしも十分な理解が得られておらず、またリスクコミュ
ニケーションの研究、安全性確保の研究についても十
分な成果が得られていない。そのため、対象人数や場
所等、情報提供手法を研究し、効率的なコミュニケー
ション手法を開発する必要がある。
○世界で研究・開発が進んでいる遺伝子組換え食品に
対応した検知法・検査法を開発することは、国民の信
頼感を得て、着実に遺伝子組換え食品の研究・開発を
推進させるために不可欠な研究である。
○今年に入ってから、国内においては食品製造者にお
ける賞味期限の改ざんや原材料表示の改ざん等の問
題が発生し、また、輸入食品等の安全性に対する不安
が世界中に広まり、我が国においても輸入食品等の安
全性確保のための研究が喫緊の課題となっている。
○カネミ油症患者に対して、健康実態調査と併せて治
療法の開発を行うことは、社会的に喫緊の課題となっ
ている。ダイオキシン経口摂取事例としては、カネミ油
症が世界でも最大規模であることから、我が国におい
てその治療法を目指した研究を進め、国際的にも貢献
していく必要がある。
○こうした食品のリスクマネージメントや食の安全性確
保のための研究は、加速的に取り組む必要がある。

○リスクコミュニケー
ションのための人材
育成を図るべきであ
る。

粗飼料多給による日本型家
畜飼養技術の開発

農林水産省 606 506 ○

消費者や実需者ニーズの高
い安全で高品質な農林水産
物・食品を生産・供給するた
めの技術を開発し、実用化す
るため、稲発酵粗飼料の適応
地域の北進、粗飼料多給時
の生産物品質の確保、水田
用新規飼料作物の開発を行
う。

○最近のバイオ燃料需要等によりトウモロコシの国際
需給が不安定化する中で、中小家畜にも利用可能な
国産穀物飼料の供給システムづくりへの要請が急激に
高まっている。国産飼料自給率の向上を図る上からも
着実、効率的に実施する必要がある。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

担い手の育成に資するＩＴ等を
活用した新しい生産システム
の開発

農林水産省 602 604 ○

ロボットやITを活用し、低コス
ト化技術、省力化技術、多収
化技術等農林水産物生産を
向上させる技術を開発すると
ともに、これらを組み合わせ
て生産現場で活用できる技術
体系を構築するため、機械の
汎用化、資材投入量の低減、
合理的な品種群や耕種法の
導入、さらにはIT（情報技術）
等の先端的な技術の導入に
より、新しい栽培体系の開発
を実施する。

○本事業は低コスト生産システムの構築を目指し、我
が国の高品質農産物の国際競争力の強化にむけても
重要な施策である。
○規模拡大を目指す担い手農業者が、利用可能な省
力的で生産性の高い農業技術体系の早急な提示が求
められていることから、本研究を着実・効率的に実施す
るべきである。

アグリバイオ実用化・産業化
研究

農林水産省 618 618 ○

消費者やニーズが高い農林
水産物・食品（低アレルギー
食品、減塩食品、病気に強い
鶏、低コストな豚生産手段等）
を開発するための技術を確立
するなど、民間企業等による
研究成果の事業化について
の道すじをつける。

○公的研究機関の有するシーズと、民間企業等の実
用化ニーズやノウハウとのマッチングという観点から産
学官連携による共同研究という形で研究開発が進めら
れている。このような産学官の連携及びシーズ・ニーズ
のマッチングによる研究推進体制は近年益々重要性を
増しているところから着実・効率的に実施するべきであ
る。

指定試験事業 農林水産省 973 973 ○

我が国の食料の安定供給に
資するため、主要作物の優良
品種の育成や環境と調和のと
れた農業の推進にかかる基
本的技術、重要な病害虫対
策技術の開発等は、国の責
務として独立行政法人で実施
している。指定試験事業は、
このうち、立地等の理由から
独立行政法人が行い得ない
ものについて、地域の適切な
研究機関等に委託、実施す
る。

○昨年度の指摘に対し、平成１９年度から相対評価に
よる毎年度点検が導入され、それに基づき、事業予算
を増減することとされた。さらに試験地の改廃も含む外
部有識者による中間評価がおこなわれ、評価結果に基
づいた重点化がなされている。
○ニーズに対応し、広域普及性の優れた「きたほなみ」
などの品種や、生態系を攪乱しにくい種特異的な合成
性フェロモンの利用などによる害虫防除など、環境に
配慮した防除技術が開発されている。確実に普及が見
込まれる成果が得られており、今後も着実・効率的に
実施するべきである。

ライフ



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

民間実用化研究促進事業 農林水産省 2,000 1,200

農林水産業・食品産業等にお
ける民間の研究開発を促進
するため、実用化段階の試験
及び研究を民間企業等へ委
託する事業を行う。

○イノベーションの創出を図るためには、長期的・安定
的な資金の供給を通じて、民間の研究開発への投資を
積極的に誘導していく必要があり、平成２０年度におい
ても引き続き本事業の実施を通じて支援が行われるべ
きであることから着実・効率的に実施する必要がある。

アグリ・ゲノム研究の総合的
な推進

農林水産省 589 3,239 ○

動物（昆虫）機能を利用した医
療研究用モデル動物や有用
物質生産技術等を開発する
ため、効率性が確認されてい
るカイコの有用物質生産シス
テム等に着目するとともに医
療用素材等にターゲットを
絞って研究を進める。

○世界トップレベルにある日本のカイコゲノムに関する
知見を活用し、出口を見据えて研究が推進されてい
る。現在のところ順調に進展しているものと考えられ、
着実・効率的に実施するべきである。

微生物機能を活用した環境調
和型製造基盤技術開発

経済産業省
NEDO

1,381 1,381 ○

微生物を活用した革新的な有
用物質生産プロセス（モノ作
り）の開発や、バイオマスを原
料として有用物質を体系的か
つ効率的に生産する技術（バ
イオリファイナリー）や生物反
応の一層の効率化のための
基盤技術を開発するととも
に、微生物を活用した廃水・
廃棄物等の環境バイオ処理
技術を高度化し、省エネル
ギーで環境負荷を低減した循
環型産業システムに資する基
盤技術を開発する。

○微生物機能を活用した生産プロセス（バイオプロセ
ス）の基盤がそろいつつある。しかし、省エネルギー環
境調和型の循環産業システム構築のためには、さらに
技術開発が必要であり、ゲノム情報等これまで蓄積し
てきたバイオ関連技術を実用化に結びつけるため、本
施策を着実・効率的に実施する必要がある。

植物機能を活用した高度モノ
作り基盤技術開発

経済産業省
NEDO

1,658 1,658 ○

植物による工業原料や、高機
能タンパク質等の有用物質生
産（モノ作り）に必要な基盤技
術を開発するとともに、閉鎖
型での高効率な栽培技術の
開発を進め、安心に配慮した
植物機能を活用したモノ作り
技術の基盤を構築する。

○植物機能を活用した物質生産技術は医療用原材
料、試薬、酵素等の有用物質の生産に関する研究にも
応用されつつある。本施策ではモデル植物の研究成果
を実用植物への応用を進めているところであり、着実・
効率的に実施すべきである。

ライフ



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A

グリーンＩＴプロジェクト
①サーバ・ストレージに対する
省エネルギー技術
②ネットワーク機器の電力制
御技術

経済産業省
NEDO

4,800
の内数

○

地球温暖化対策の強化が求められる中
で、ＩＴ機器・システムによる消費電力の大
幅な増大を抑制するため、ネットワーク全
体で効果を発揮する省エネルギー技術を
中心とした、中長期を見据えた研究開発を
推進する。
特に、データセンター等における多数の
サーバ及び多数のストレージに対する省エ
ネルギー技術、情報の量（トラフィック量）
に応じたネットワーク機器の電力制御技術
等の研究開発を実施する。

○世界的に地球環境問題が重視されている中、情報通信分
野における電力消費量は年々増大しており、我が国のディス
プレイ・ストレージ・超高速デバイス等が世界トップを走り続け
るには、情報通信機器の「性能向上」を図るだけでなく、「低
消費電力化」を図ることが必要である。
○この必要性に対し、機器毎の低消費電力化は従来より取り
組まれているものの、多数の機器が繋がれた「システム全
体」の低消費電力化は十分には取り組まれておらず、本施策
にて取り組む、ネットワーク等を含めた情報通信システム全
体の低消費電力化の社会的意義は大きい。
○上記必要性等に鑑み、省エネルギー目標への進捗を確認
しつつ、着実に実施すべきである。

○システム全体及び個別
機器の省エネルギー目
標に対し、本施策による
効果の進捗を確認しつつ
推進することが必要であ
る。
○研究成果を社会に繋
げるため、エネルギー管
理指定工場（データセン
ター、通信事業所を含
む）等における普及を促
す制度的取組とも併せて
進めることが重要であ
る。

B
グリーンＩＴプロジェクト
③有機ELを用いたディスプレ
イ技術

経済産業省
NEDO

4,800
の内数

○

地球温暖化対策の強化が求められる中
で、IT機器・システムによる消費電力の大
幅な増大を抑制するため、ネットワーク全
体で効果を発揮する省エネルギー技術を
中心とした、中長期を見据えた研究開発を
推進する。
特に、有機EL（エレクトロルミネセンス）を
用いたディスプレイ技術等の研究開発を実
施する。

○世界的に地球環境問題が重視されている中、情報通信分
野における電力消費量は年々増大しており、我が国のディス
プレイ・ストレージ・超高速デバイス等が世界トップを走り続け
るには、情報通信機器の「性能向上」を図るだけでなく、「低
消費電力化」を図ることが必要である。
○有機ELは、ディスプレイの低消費電力化のために重要な
要素技術であるが、その一方で、本施策にて中心的に取り組
む、ネットワーク等を含めた情報通信システム全体の低消費
電力化に対する位置付けは十分に明確ではない。
○その必要性は認めるが、ネットワーク全体における有機EL
を用いたディスプレイによる低消費電力化の効果を明確に
し、効果的、効率的に実施すべきである。

○システム全体及び個別
機器の省エネルギー目
標に対し、研究開発によ
る効果向上の進捗を確
認しつつ推進することが
必要である。

B
次世代デバイス設計技術の開
発

経済産業省
NEDO

300 ○

半導体デバイスの製造者（デバイスメー
カー）と使用者（製品メーカー）の間におけ
る、仕様等に関する理解・要求の曖昧さを
防ぐため、UML（Unified Modeling
Language; プログラム設計図の汎用的な表
記法の一つ）を基本とする仕様記述技術を
構築する。また、デバイスを実際に製作し
なくても、仕様の記述内容によりデバイス
の動作状況等を確認できる技術を開発す
る。

○次世代半導体の国際競争を勝ち抜くには、半導体デバイ
スの製造者（デバイスメーカー）と使用者（製品メーカー）の間
の伝達を強化し、特に使用者側の希望条件を製造者側へ的
確に伝える仕組みは重要である。
○その一方で、仕様記述様式に関する議論は十分になされ
ておらず、本施策にて構築される「UML」という記述様式につ
いて、その優位性は十分に明確ではない。
○その社会的必要性は認められるが、UMLの優位性を活か
す方策を明確化し、効果的、効率的に実施すべきである。

○UMLの優位性を活か
す方策を明確化すること
が必要である。
○使用者（製品メーカー）
側の欲する具体的条件
を取り入れやすくする仕
組みをつくることが必要
である。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（情報通信）

【デバイス】

情報



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
ドリームチップ開発プロジェクト
①基盤（立体半導体デバイス
技術の開発）

経済産業省
NEDO

1,500
の内数

○

情報の量が爆発的に増大する社会のニー
ズに対応すべく、半導体集積回路（チップ）
の多機能化・超小型化・超低消費電力化
等を図るため、立体構造の新機能半導体
デバイス（ドリーム・チップ）を開発する。
特に、基盤技術となる「立体半導体デバイ
ス技術」を開発する。

○半導体デバイス技術は、情報通信産業のみならず、あらゆ
る産業を下支えする基盤技術で、近年は韓国・台湾等も含め
た開発競争が激化している。次世代半導体の国際競争を勝
ち抜くには、従来より我が国でも取り組んでいる「半導体デバ
イス作製過程における微細加工技術」に加え、新たな研究開
発の軸として「半導体集積回路（チップ）の立体構造化」が重
要で、既に欧米等ではこのための研究に着手してきている。
○このような重要性及び諸外国の状況に対し、特に複数種類
のデバイスによる立体構造化の基盤技術開発を、我が国で
初めて政策として推進する本施策の意義は極めて大きい。
○上記必要性等に鑑み、本施策による基盤技術が社会ニー
ズに対応するデバイス開発へ結び付くよう配慮しつつ、着実
に実施すべきである。

○立体半導体デバイス
技術の開発で得られた基
盤としての成果を、応用
デバイスの開発へ結び付
けやすくする仕組みをつ
くることが必要である。

B

ドリームチップ開発プロジェクト
②応用（複数周波数対応通信
デバイス、回路の書き換えが
可能な立体半導体デバイスの
開発）

経済産業省
NEDO

1,500
の内数

○

情報の量が爆発的に増大する社会のニー
ズに対応すべく、半導体集積回路（チップ）
の多機能化・超小型化・超低消費電力化
等を図るため、立体構造の新機能半導体
デバイス（ドリーム・チップ）を開発する。
特に、社会ニーズに対応する応用デバイス
として、携帯電話等に用いる「複数周波数
対応通信デバイス」、医療分野等で求めら
れる「回路の書き換えが可能な立体半導
体デバイス（FPGA）」を開発する。

○次世代半導体の国際競争を勝ち抜くには、従来より取り組
んでいる「半導体デバイス作製過程における微細加工技術」
に加え、新たな研究開発の軸として「半導体集積回路（チッ
プ）の立体構造化」が重要である。
○その一方で、半導体デバイスの立体構造化技術は開発途
上でもあり、本施策で挙げられている立体構造の応用デバイ
スの、社会ニーズへの対応は十分に明確ではない。
○その社会的必要性は認められるが、応用デバイスの具体
的な社会ニーズを精査した上で、効果的、効率的に実施すべ
きである。

○社会のニーズをより具
体的に精査し、作製すべ
き応用デバイス及びその
要素技術を検証しながら
開発することが必要であ
る。

A
次世代回路アーキテクチャ技
術開発事業

経済産業省
NEDO

500 ○

大学等での優秀な人材による革新的な半
導体デバイス開発を促進するため、革新
的な発想による半導体デバイス技術の提
案を募集し、そのデバイスの設計を支援す
るとともに、従来は大手メーカーしか使用
できなかった量産規模の大型ライン（基板
の直径：300mm級）を用いて、少量でも試
作・評価する。

○半導体デバイス技術は、情報通信産業のみならず、あらゆ
る産業を下支えする基盤技術で、近年は韓国・台湾等も含め
た開発競争が激化している。次世代半導体の国際競争を勝
ち抜く設計・製造技術を構築するためには、大学やベン
チャー企業等の小規模な組織でも、革新的なデバイスの提案
を試作へ結び付けられるシステムが必要である。
○この必要性に対し、大学等を対象とした半導体デバイスの
試作ラインについては、量産規模でないものは既存だが、量
産規模の大型ラインを小規模組織でも使用可能とする本施
策の社会的意義は大きく、産学連携の観点でも有用である。
○上記必要性に鑑み、大学等の要望を含めた、既存の試作
ラインとの切り分け及び連携方策を明確にし、着実に実施す
べきである。

○大学の大規模集積シ
ステム設計教育センター
（VDEC）等の試作システ
ムとの密接な連携を図る
ことが必要である。
○最先端の環境を構築・
維持するため、人材・設
備確保の具体的方策に
ついて、実施主体以外も
交えた連携・検討が必要
である。

情報



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A

e-サイエンス実現のためのシ
ステム統合・連携ソフトウェア
の研究開発
［競争的資金として要求］

文部科学省 750 ○ ○

研究室レベルのPCクラスタ、大学・研究機
関等のスーパーコンピュータ、次世代スー
パーコンピュータといった様々な種類のコ
ンピュータを、ユーザがニーズに応じてスト
レスなく利活用するための研究開発基盤を
構築するため、以下のソフトウェアを開発
する。
(1)様々な種類のコンピュータにおいて、
ユーザがプログラムを改変せずに各環境
で最適に計算を実行するために必要なシ
ステムソフトウェア（コンパイラ、ライブラリ
等）
(2)研究室のPCクラスタや大学・研究機関
のスーパーコンピュータ等において、デー
タ共有やコンピュータの効率的な活用等を
可能とするグリッドソフトウェア

○宇宙、環境、生命、新素材といった基礎研究分野から航空
機、自動車、建築といった産業分野まで、ほとんどの分野で
大型コンピュータの活用は不可欠な研究手段となってきてお
り、コンピュータの専門家ではない多くの研究者に、如何に容
易に大規模なコンピュータの利用環境を提供できるか否か
が、研究競争力の確保に向けて非常に重要な鍵となってい
る。
○上記の観点から、我が国ではスーパーコンピュータの開発
にも注力してきているが、本研究開発成果が、コンピュータ分
野以外の幅広い研究者にとっても真に利用しやすいものとな
れば、その効果は、スーパーコンピュータ等の利用促進、利
用分野の拡大に直結するものであり、我が国全体の研究開
発の発展に大きな貢献をするものとなる。
○そのために、実際のユーザの視点を加えた研究となるよ
う、研究、評価体制・手法に工夫し、特に利用促進の視点か
ら高い成果があげられるよう、着実に実施すべきである。

○今後、本研究成果が
広く利用しやすいものとし
ていくためには、コン
ピュータの専門家や有識
者による外部評価だけで
なく、シリアス・ユーザに
よる実利用評価までを含
めた開発・評価体制の確
立が必要である。

C
社会基盤WEBアプリケーション
構築技術の研究開発
［競争的資金として要求］

文部科学省 200 ○

電子商取引サービス等に求められる安全・
安心なWEBアプリケーションをより効率的
に作成するために以下の研究開発を行う。
(1)ユーザーの誤使用などある一定のルー
ルに合致しない利用を制限する技術など
安心・安全なWEBアプリケーションの開発
に必要な要素技術の研究開発
(2)これらの要素技術と先端的なセキュリ
ティ技術の統合による安心・安全なWEBア
プリケーション開発基盤の構築

○電子商取引等の利用が年々拡がる中で、安全・安心な
WEBサービスの普及は重要な課題となってきている。また、
法令等の制約をソフトウェアロジックに転写し安心・安全に資
するというチャレンジングな研究開発である。
○しかし、その一方で、このような難しい研究を実際に社会に
利用される成果としていくために必要な要求条件や成果の展
開方策等が十分に明確になっていない。また、既に一部同様
の機能を有するOASIS等における標準化との違いが不明確
であり、また、その効用が不明確である。
○国民の安全・安心に直結する技術開発との本研究の趣旨
に鑑み、対象とするユーザの誤使用の範囲等本成果に対す
る具体的な要求条件やその展開方策等に、より具体性を持
たせるよう、計画を見直す必要がある。

【ソフトウェア】

情報



（金額の単位：百万円）
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競争的
資金
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A
ＩＴ投資効率向上のための共
通基盤開発プロジェクト

経済産業省 1,500 ○

組込みソフトウェアの企業間競争の中核と
なる差別化領域の研究開発において、我
が国の強みをより発揮するための戦略的
商品開発を促進すべく、基盤領域である共
通領域の共同研究開発等を行う。具体的
には、幅広い製品に搭載可能な組込みソ
フトウェアについて着目し、CPUアーキテク
チャを始めとするハードウェア機能の動作
の差異を吸収するインターフェース技術の
開発、また既存の組込みソフトウェアを補
完する仕組みとしてソフトウェア開発の基
盤となる基本開発支援システム(マルチコ
アプログラミング支援ソフト等)の開発を行
う。

○プログラムサイズの拡大、ライフサイクルの短縮化等によ
り、年々企業の開発コスト負担が拡大する中で、我が国の得
意分野である組込みソフト分野での国際競争力維持のため
には、差別化領域強化に向けた戦略的視点からの施策が非
常に重要になってきている。
○一方で、ソフトウェア業界は微細な部分まで含め独自化（比
較競争）に拘泥しがちであることから、本施策の成果が産業
界に展開できれば、企業の国際競争力強化の観点で直接的
な成果を挙げられるものと期待できる。
○組込みソフトウェアの競争力強化という社会的必要性と業
界の特質にも鑑み、国が率先しフラグシップ化を図る等、産
業界への展開に向けたサポート体制までを考慮して、着実に
実施すべきである。

○業界への導入の視点
に立った評価体制、評価
軸を明確化して取り組む
必要がある。

情報
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S
新世代ネットワーク基盤技術
に関する研究開発

総務省
NICT

2,218 ○

次世代IPネットワークの次の世代を見据え
た新たなネットワークアーキテクチャ（設計
原理）の開発・検証を進めるとともに、以下
の研究開発を推進する。
①情報の伝達効率や故障時の自動復旧を
可能とする「ダイナミックネットワーク」の要
素技術、②通信速度や品質を自由自在に
設定可能とする「仮想化技術」

○IPネットワークの後継となる新世代ネットワークアーキテク
チャの検討は、この技術分野での米国支配の現状を打破す
る観点からも世界各国でも注目され始められてきている中、
我が国が国際標準化等において先導的な立場を確保できる
よう開発を推進することは、ネットワーク産業分野における国
際競争力復活の観点から非常に重要な戦略的課題である。
しかしながら、この分野の研究は、全く新しい基本原理を構築
し、それを中心に革新的な要素技術結集させていくという総
合的研究であり、到底民間企業だけでは対応できない課題で
ある。
○このような状況から、国が中心となって革新的なアーキテク
チャ研究に注力できるよう開発目標を戦略的に設定し、主要
要素技術の研究開発を推進することが必要であり、その重要
性は高く、「使いやすく、安心・安全なネットワーク」が実現され
るよう、より具体的な取組が期待される。
○また、このプロジェクトの成果を一層高めるためには、研究
開発過程で、国際標準化にも対応できる人材を多く育てるこ
とができるようにすることが不可欠である。
○さらに、国際標準への貢献にあたっては一国による主導権
のみならず常に世界動向を見据え、国際連携も視野に入れ
た柔軟で効果的な体制・戦略を構築するべきである。
○上記必要性に鑑み、新世代ネットワークの国際標準等に貢
献し、研究開発を通してネットワーク分野における国際的な人
材育成ができるように配慮しつつ、積極的に実施すべきであ
る。

B
地上/衛星共用携帯電話シス
テム技術の研究開発

総務省
17,397
の内数

○

災害時における携帯基地局の障害や、山
岳・沿海等において孤立した住民等の通
信を確保するため、超大型アンテナを有す
る衛星を介して携帯電話と直接通信可能
とするよう、電波のビーム配置/整形制御
管理技術、電力/周波数制御管理技術等
の研究開発を行う。
これにより、地上通信設備等の影響を受け
ず、住民一人ひとりに災害関連情報を提
供するとともに、自治体等の救助・安否確
認等の円滑な実施を可能とする。

○大規模・広域災害時等における情報伝達手段の確保は、
安全・安心の観点からは意義のある施策である。
○その一方で、防災用途を除けば、本技術成果の主たる利
用分野である民間ビジネス化の面で利用用途、ニーズや緊
急性が十分明確になっていない。
○したがって、開発技術成果の将来的な実利用・普及展開の
観点から、一般ビジネス利用ニーズも踏まえた開発目標を設
定し、将来的なサービス展開方策等を明確にしつつ、効果
的、効率的に実施すべきである。

○流通する情報をどのよ
うな形（コンテンツ）として
配信するべきかについ
て、関係府省庁と具体的
かつ密に連携するべきで
ある。

【ネットワーク】

情報
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B
小容量・大量データ伝送に適
した次世代ネットワーク制御・
管理技術の研究開発

総務省 400

次世代ネットワーク（NGN）上では、高精細
映像等の大容量データ伝送のみならず、
電子タグ等から発生する小容量かつ大量
のデータを効率的に伝送する必要がある
ため、この基盤技術を研究開発する。具体
的には、「小容量・大量データ高効率通信
技術」、「分散管理型IDアドレスマッピング
技術」、「協調型多重アクセス管理技術」の
3つの要素技術について研究開発を行う。

○本施策の目標の一つにあるように、電子タグ等から発生す
る小容量だが大量のデータの効率的伝送技術を開発するこ
とは、次世代ネットワーク（NGN）上でユビキタスネットワーク
を利用し、多様なサービスを展開するために必須であり、意
義のあるものと認められる。
○一方、個別の要素技術をとりまとめて実際に動作させるま
でのアーキテクチャ（動作原理）構築の手法が明確になって
いない。また、既に研究開発が進んでいるユビキタスネット
ワーク関連領域の研究と、どう連携するのかが十分に説明さ
れていない。
○したがって、ユビキタスネットワークにおける多様なサービ
ス展開のために必要性は認められるものの、全体のアーキテ
クチャの具体的な構成に関する開発目標や、他の関連研究
との連携体制を明確にし、効果的、効率的に実施すべきであ
る。

○ユビキタスネットワーク
領域等、他の施策との連
携を密に取るべきであ
る。

B
船舶用レーダー通信技術の研
究開発

総務省
17,397
の内数

多くの船舶が設置しているレーダーに通信
機能を持たせることにより、船舶事故の削
減に大きく貢献し、世界のレーダー技術分
野の牽引に資するための研究開発を行う。
具体的には、「アンテナの時間的・空間的
同期技術」、「レーダーパルスに通信を重
畳するための多重化技術」の研究開発を
推進する。これにより、既存のレーダー周
波数帯域の中で通信を行うこととを可能と
し、周波数の有効利用を図る。

○海洋国家としての日本にとって船舶航行の安全・安心の確
保は重要であり、船舶レーダーに通信機能を追加する技術の
開発はこの目的に資すると考えられる。
○一方、船舶衝突事故の削減のために、本技術開発のよう
なレーダーを高機能化するアプローチが最善の方法であるの
かどうか、また、その場合、開発終了後に、国策としてどのよ
うな形で導入を図っていくのかといった点について、関係省庁
と十分調整しておく必要があるが、まだその検討が十分では
ない。
○したがって、本施策の推進に当たっては、特に国土交通省
等関係機関と緊密に連携を取り、研究開発以外の手法も含
め、他のアプローチとの比較検証などを十分行い、効果的、
効率的に実施すべきである。

○技術開発のみにとどま
らず、関連省庁と連携し
て法制定する等、開発技
術が十分利活用されるよ
う具体的な戦略を考える
べきである。

情報



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
ユビキタス・プラットフォーム技
術の研究開発

総務省 2,190 ○

我が国が直面する少子高齢化等の様々な
生活課題の解決支援や、企業等の一層の
生産性向上等を実現するため、電子タグ・
センサー等によるユビキタスネット技術を
駆使し、端末及びシステムの研究開発並
びに利用環境の整備を推進する。
具体的には、以下の取組を実施する。
①電子タグやセンサーを活用したサービス
を携帯電話等で簡単に利用できる「ユビキ
タス端末技術」や、利用者が必要とする
サービスをいつでもどこでも利用可能とす
る「ユビキタスサービスプラットフォーム技
術」の基本設計・試作
②位置情報を容易に特定するための空間
コードの体系化、本人確認（ID）共通利用
基盤の確立に向けた実証実験の検討及び
基礎実験

○人の能力を補う支援技術が生活の隅々へ広がる「ユビキタ
スネット社会」を実現するには、あらゆる人やモノが電子タグ・
センサー等を介して繋がり、多様な情報の容易な検索・活用・
発信を可能とするユビキタスネットワーク技術の確立が不可
欠である。また、一つの要素技術を様々な使途へ適用できる
ようにする「共通基盤化（プラットフォーム化）」は、研究開発
の効率向上を図るだけでなく、多様な生活支援技術の実現の
ために必要な取組である。
○これらの重要性・必要性に鑑み、本施策で取り組む携帯電
話等と融合させた「普及しやすい」電子タグ端末や、サービス
の共通基盤化等の開発の政策的意義は大きく、研究開発の
みならず、「IT新改革戦略」における重点分野「デジタル・ディ
バイド（情報通信技術の利用者格差）のないインフラ整備」に
も資するものである。さらに、「科学技術連携施策群」等を通
じ、他府省（文部科学省、経済産業省、国土交通省等）による
成果を結実させる上でも重要な取組である。
○上記必要性等に鑑み、ネットワーク領域における取組とも
十分な連携を図りつつ、着実に実施すべきである。

○ネットワーク領域の関
連施策との連携を図って
いくことが必要である。
○科学技術連携施策群
「ユビキタスネットワーク」
において、平成19年度終
了予定の関連施策では
他府省との連携強化に
積極的に取り組んでい
る。本施策においても、
他府省の成果を活用す
るなど積極的な連携が大
切である。

B
安心・安全確保機能を備えた
防災情報通信技術の研究開
発

総務省 300

平常時は子供や高齢者等の見守りシステ
ム、大規模災害発生等の非常時は被災状
況の収集・分析等のシステムという、異な
るシステムを統一的に制御するための研
究開発及び実証実験を行う。また、人の動
きに関する情報を地図上にわかりやすく表
示する技術の研究開発及び実証実験を行
う。

○安全・安心な社会実現のため、防災は、電子タグ等を用い
たユビキタスネットワーク技術の重要な応用の一つである。
○その一方で、新たな防災システムの導入には、既存の防災
システムとの十分な連携が必要であるが、本施策ではその連
携方策が不明確である上、安全・安心のための機能がごく一
部に限られている。
○その社会的必要性は認めるが、「安心・安全」を真に実現
できる取組を精査するとともに、関係府省及び地方自治体等
との調整を十分に図り、効果的、効率的に実施すべきであ
る。

○「安心・安全」を真に実
現できる取組の精査が必
要である。
○見守りシステムと被災
情報収集・分析システム
という応用を効果的に組
み合わせる方策につい
て、具体的に検討するこ
とが必要である。

【ユビキタス】

情報



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
超高臨場感映像システムの研
究開発

総務省
NICT

480 ○

次世代の放送サービスの実現に向け、以
下の研究開発を実施する。
①超高精細映像符号化技術として、現行
のHDTV（ハイビジョン）放送の32倍の情報
量を持つスーパーハイビジョン（SHV）、お
よび、その映像を放送衛星で伝送するため
の圧縮符号化技術等
②SHV対応スケーラブル符号化技術とし
て、SHV映像について、利用回線容量や表
示端末の性能等の条件に応じ、受信側で
再生する解像度を柔軟に選択、復号可能
にするためのスケーラブル符号化技術
③立体映像技術として、ホログラフィ素子
による立体映像表示のために必要な画素
の精細度、光学条件等の要求条件の検討
ならびに、これら条件を満足する画素を表
示できる立体映像表示装置の開発

○既に実用となったHDTVの跡を継ぐ新放送方式の実現に向
けた取組は世界中で関心が高まっているところ、この分野で
の急速に力をつけてきている韓国、中国、台湾等新興国との
中で、HDTV開発で築き上げた放送分野での我が国の技術
優位性や国際産業競争力を確保するためには重要な施策で
ある。
○特に放送方式としての確立を目指すSHV開発については、
これまで我が国は、技術優位性だけでは国際普及に十分な
成果を上げられなかった反省に立って、国際連携等新たな視
点を加えて、研究開発だけでなく国際標準化や将来の国際普
及に向けた取組を着実に実施すべきである。
○なお、さらに長期的研究課題としている立体テレビの研究
開発については、究極の映像技術の開発としての意義は認
められるものの、利用イメージやそのために必要な技術目標
についてまだ十分明確になっていない点もある。従って、立体
映像技術の実現については、成果の利用展開に向けた長期
戦略を更に十分精査しつつ推進すべきである。

○HDTVに次ぐ新しい放
送方式としての規格化だ
けでなく、将来の国際普
及に向け、研究開発の段
階から国際連携体制を
作る等、その実現に向け
て産官挙げて戦略的に
取り組むべきである。
○STV、また、それに続く
立体映像技術は、最終
的に放送として活用され
るにまでは長期的準備が
必要となることから、それ
以前の段階での他分野
での活用用途、方策等に
ついて検討すべきであ
る。

B

膨大なサイバー情報の収集・
分析を可能とするウェブ解析
技術の研究開発
［競争的資金として要求］

文部科学省 300 ○ ○

大規模かつ多様なサイバー情報を収集・
分析し、有益な情報の抽出を可能とする以
下のような要素技術の研究開発を行う。
(１)我が国最大規模のウェブアーカイブ基
盤の構築
(2)膨大かつ多様なサイバー情報の収集を
高効率・高頻度で行う大規模詳細時系列
クローリング（自動収集）手法
(3)サイバー情報の構造・時系列分析を基
に社会事象・事件の背景・原因・相互関係
の把握・分析とその対処を導く先進的なサ
イバー空間情報解析基盤技術

○ネットによる情報化社会が発展拡大する中で、経済のみな
らず犯罪や児童教育問題など情報の動きにより新たな社会
世相や問題が形作られるようになってきており、これらの問題
の原因等を分析し、解決していくためには、まず、その動向
（動静）を把握することが重要であり、本研究開発の意義は大
きい。
○一方、本研究の成果は、将来民間企業等によりマーケティ
ング分析に活用されるものとの説明があったところ、将来の
利活用ニーズの分析と、社会現象をどこまで解析できるかと
の関係の明確化が必要である。
○したがって、本施策については、技術性能だけでなく、将来
の民間での利活用展開に向けた成果目標の明確化を図りつ
つ、効果的、効率的に実施すべきである。

○本研究成果をしっかり
と実利用につなげるため
には、プロジェクト終了後
のコンテンツアーカイブ
の民間等への技術移転
を踏まえた研究開発体制
を検討しつつ推進すべき
である。
○科学技術連携施策群
「情報の巨大集積化と利
活用基盤技術開発」にて
フォローアップしてゆくべ
き施策である。

【コンテンツ】

情報



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（情報通信）

（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

先導的ＩＴスペシャリスト育成
推進プログラム

文部科学省 948 798 ○ 人

本事業は、企業等で先導的
役割を担い得る実力を備えた
ソフトウェア分野や、昨今増加
している情報セキュリティ問題
に対応できるセキュリティ分野
における「先導的ＩＴスペシャリ
スト」を育成する拠点の形成
を支援・推進するものである。
大学院に人材育成拠点を形
成し、理論と実践力を兼ね備
え、かつ、先見性と独創性を
併せ持つ高度IT人材の育成
を実現する。
平成20年度においては、平成
18・19年度に選定した拠点へ
の継続支援とともに、各拠点
で多様な教育プログラムの開
発・実施を通じて得られた成
果について、より効果的・効率
的な普及・展開及び教材等を
更に洗練するための事業を実
施する。

○高等学校までの教育の中で、一貫したIT教育を推進
し、大学教育をより高いレベルから始めることができる
基盤を形成し、産業界から真に求められるIT人材を確
保することは、喫緊の課題である。加えて、情報通信分
野の多くの領域では、様々な技術ノウハウが高齢者人
材に蓄積されたまま技術移転ができていない状況にあ
るが、これらの人材を、人材育成、特に学校教育（主に
高等教育）で積極的に有効活用を図る観点でも大いに
期待されるところである。
○このような状況にあって、本プロジェクトは、人材育
成を、若年層から先端研究実施の場面までトータルに
考え、次々と人材を供給できる総合的な仕組みを作り
上げることを目指すもので、その重要性は大きく、着
実・効率的に実施すべきである。

○本プロジェクトの具
体的成果となる、「完
成度の高い教育プロ
グラムの開発」及び
「社会において真に活
用される人材の育成」
に関しては、評価が
難しいことから、その
成果が次の施策展開
に着実につないでい
けるよう、プロジェクト
の成功・失敗をどのよ
うにはかるのかを具
体的にしておく必要が
ある。

【人材育成】

情報



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【デバイス】

半導体アプリケーションチップ
プロジェクト

経済産業省
NEDO

1,680 1,978 ○

IT化の進展、IT利活用の高度
化を支え、あらゆる機器に組
み込まれている半導体の低
消費電力化を図るため、情報
通信機器、特に、情報家電
（車載を含む）の低消費電力
化、高度化（多機能化、高性
能化、小型軽量化、セキュリ
ティ向上）を実現できる半導体
アプリケーションチップ技術の
開発を行う。

○次世代半導体の国際競争を勝ち抜くには、半導体集
積回路（チップ）を作製するための微細加工等の要素
技術だけでなく、そのチップの応用（アプリケーション）を
見据えた研究開発も必要である。
○この必要性に対し、本施策は、その半導体集積回路
（チップ）の新たな応用を創出する取組であり、我が国
の半導体産業が広がっていく上での意義が大きい。
○上記必要性等に鑑み、戦略に対する成果を精査しつ
つ、着実・効率的に実施すべきである。

○これまで提案公募
方式により得られた
成果が、どの程度
テーマ選定時の戦略
どおりであったかを精
査し、最終年度（平成
21年度）へ結び付け
ることが必要である。

○

○半導体デバイス技術は、情報通信産業のみならず、
あらゆる産業を下支えする基盤技術で、近年は韓国・
台湾等も含めた開発競争が激化している。
○このような状況の中、本施策にて取り組んでいる、半
導体デバイスの作製過程（プロセス）における微細加工
技術は、次世代半導体の国際競争を勝ち抜く先端的基
盤技術であり、我が国の科学技術政策として取り組む
べき重要な技術である。
○上記必要性等に鑑み、平成22年度のプロジェクト終
了に向け、着実・効率的に実施すべきである。

○MIRAIプロジェクト
終了後（平成23年度
以降）も我が国の半
導体産業が発展し続
けることを見据え、企
業における開発を含
めた全体像を明確化
した上で評価を実施
し、反映させていくこ
とが必要である。
○産業界への技術移
転は着実に進んでお
り、引き続き、強い
リーダーシップの下で
産業界との連携を一
層強めていくことが大
切である。

情報家電を含む半導体利用
製品の高速・大容量化及び低
消費電力化等を可能とする、
配線幅が45ナノメートル（ナノ
は10億分の1）以下の半導体
デバイスの実現に必要な極限
微細化技術や、光配線技術
及びカーボンナノチューブ
（CNT）材料による高信頼性
の配線技術、EUV（極端紫外
線）露光システムで用いるマ
スクの製造技術、SoC
（System on Chip, システムの
主要機能を搭載したチップ）
製造プロセスにおける高度制
御技術、マスク設計から描
画・検査を総合的に最適化す
る技術、デバイス特性ばらつ
き評価技術等の、既存技術の
限界の超越が期待される先
端的基盤技術の研究を行う。

ＭＩＲＡＩプロジェクト
経済産業省
NEDO

5,600 6,200

情報



（金額の単位：百万円）
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次世代プロセスフレンドリー設
計技術開発

経済産業省
NEDO

941 941 ○

IT化の進展、IT利活用の高度
化を支え、あらゆる機器に組
み込まれている半導体の低
消費電力化を図るため、配線
幅が45ナノメートル以下の半
導体製品に求められるSoC
（System on Chip, システムの
主要機能を搭載したチップ）
設計技術を開発する。具体的
には、製造工程を考慮した効
率の良い設計技術(Design
For Manufacturing)を中核とし
た設計、製造全体最適を確保
する全く新しいSoC製造フ
ローを開発する。

○半導体デバイス技術は、情報通信産業のみならず、
あらゆる産業を下支えする基盤技術で、近年は韓国・
台湾等も含めた開発競争が激化している。
○このような状況の中、次世代半導体の国際競争を勝
ち抜くには、本施策にて取り組む、製造工程を考慮した
効率の良い設計技術等の開発が必要である。
○上記必要性等に鑑み、着実・効率的に実施すべきで
ある。

スピントロニクス不揮発性機
能技術プロジェクト

経済産業省
NEDO

650 650 ○

将来のエレクトロニクスにとっ
ての中核的な基盤技術として
のスピントロニクス技術（電子
の電荷ではなく、電子の自転
＝「スピン」を利用するまったく
新しいエレクトロニクス技術）
を確立するため、強磁性体ナ
ノ構造体におけるスピンの制
御・利用基盤技術を開発し、
我が国が世界に誇るシーズ
技術を核として、産学官の共
同研究体制を構築し、将来の
中核的エレクトロニクス技術
における我が国の優位性の
確保を図る。

○我が国のストレージ技術及び超高速デバイス技術は
国際的にトップレベルであるが、近年は諸外国による
追い上げが激しく、その国際優位性が侵されつつあ
る。
○このような状況の中、ストレージ・超高速デバイスが
世界トップを走り続けるには、本施策にて取り組むスピ
ントロニクス技術が、中核技術の一つとして必要であ
る。
○上記必要性等に鑑み、着実・効率的に実施すべきで
ある。
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次世代大型低消費電力ディス
プレイ基盤技術開発

経済産業省
NEDO

1,235 1,235 ○

薄型ディスプレイテレビにおい
て、大型・高精細・高性能等
の消費者ニーズを反映して１
台当たりの消費電力が急増し
ている問題に対し、低消費電
力化を実現するための次世
代の大型液晶及び大型プラ
ズマディスプレイに関する研
究開発を行う。具体的には、
液晶ディスプレイに関しては、
高効率バックライト、高移動度
シリコン及び低抵抗配線等に
よる薄膜トランジスタのプロセ
ス、低消費電力型の画像処
理エンジン等に係る技術の開
発を行い、プラズマディスプレ
イに関しては、高効率セル構
造による新放電モード、超低
電圧駆動等に係る技術の開
発を行う。

○我が国のディスプレイ技術は国際的にトップレベルで
あるが、近年は諸外国による追い上げが激しく、その
国際優位性が侵されつつある。
○このような状況の中、我が国のディスプレイが世界
トップを走り続けるには、民間主導でも取り組まれる「高
精細化」等だけでなく、本施策にて取り組む、大型ディ
スプレイの「低消費電力化」の基盤技術が、中核技術
の一つとして必要である。
○上記必要性等に鑑み、着実・効率的に実施すべきで
ある。

高機能・超低消費電力コン
ピューティングのためのデバ
イス・システム基盤技術の研
究開発
〔競争的資金〕

文部科学省 900 525 ○ ○

革新的な高機能・低消費電力
デバイスにより、高機能コン
ピューティングを実現させる技
術基盤を確立するため、以下
のブレークスルーが必要な技
術について一体的に研究開
発を実施する。
①次世代高機能・低消費電力
スピンデバイス
②超高速大容量ストレージシ
ステム

○社会における情報の量が増大し、情報通信機器の
消費電力も増大し続ける中、世界トップを走り続けるた
めのストレージ及び超高速デバイスの中核技術として、
高機能化、低消費電力化は重要な課題である。
○本施策は、高機能・低消費電力なスピンデバイスと、
高機能（超高速・大容量）なストレージの研究開発であ
り、高機能・低消費電力化の要請に応えるものである。
○上記必要性等に鑑み、これまでのストレージ・超高速
デバイスに関する研究成果を参考にしつつ、着実・効
率的に実施すべきである。

○経済産業省による
施策「大容量光スト
レージ技術の開発」
（平成14～18年度）の
成果を十分に参考と
し、推進することが必
要である。
○スピンデバイスとス
トレージシステムとい
う2つの副課題を有機
的に連携させ、より高
い成果へ結び付ける
ための方策を、外部
有識者も含めた場で
検討・確認することが
必要である。
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【ロボット】

次世代ロボット知能化技術開
発プロジェクト

経済産業省
NEDO

1,900 1,900 ○

我が国産業の生産性を向上
し、少子高齢化社会における
国民生活の質を高める観点
から、次世代ロボットが高度
な作業を行う上で必要な、高
性能で実用的なモジュール型
の知能化技術及びシステム
統合化技術を関係府省の連
携の下で実施する。
モジュールの要素技術として
は、外部環境を意味付けする
技術（知る）、知的機能を発揮
する技術（考える）、人とロ
ボットが効率的に情報をやり
取りする技術（教える）等を開
発する。

○急速に少子高齢化が進行する我が国にとって、ロ
ボット技術による新たな労働力の創出、また、これによ
り高齢者の社会参加を支援し、子育てが安心・快適に
行えるような持続的発展可能（サステイナブル）なライ
フスタイルの確立が強く求められている。このような状
況にあって、社会生活の中にあって高度な知的作業に
従事できるロボット実現には、ハード面だけでなく、ロ
ボットの行動をより人にとって親和的なものとし、信頼
性の高いものにするためのインタラクション技術を備え
た知能化のための技術基盤の開発が不可欠である。
○本プロジェクトは上記の視点に立って、次世代ロボッ
トにおける知能化技術における基盤モジュール化を目
指すもので、今後、研究機関ごとの取組だけでは負担
の大きいこの分野の研究開発を促進する観点でその
必要性は高く、着実・効果的に推進すべきである。
○また、本プロジェクトで開発される知能モジュール
は、今後海外に向けても幅広く利活用可能なソフトウェ
ア資産となるものであり、世界的な開発動向にも十分
配慮しつつ進める必要がある。
○さらに、本プロジェクトの推進に当たっては、いくつか
の実施機関に分割して進められることもあり、全体的に
満足の行く結果を得るためには、研究リーダの強い指
導の下、実施機関が緊密な連携をとりながら、着実・効
率的に実施すべきである。

○今後、科学技術連
携施策群「次世代ロ
ボット　-共通基盤プ
ラットフォーム技術の
確立-」においてフォ
ローアップすべき施策
である。
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【ソフトウェア】

オープンソフトウェア利用促進
事業

経済産業省
IPA

650 703 ○

オープンソフトウェア普及のた
めに以下の各施策を実施す
る。
(1)オープンスタンダード導入
のための関連技術開発とし
て、政府調達に不可欠な信頼
性向上、互換性確保技術の
開発等を実施
(2)オープンな標準の普及
(3)OSS(オープンソースソフト
ウェア)サポートに係る人材育
成
(4)OSSコミュニティ（日本発言
語Rubyなど）の活性化
(5)普及啓蒙活動

○我が国のソフトウェア分野強化のために必要な施策
であり、オープンスタンダードの普及に向けた取り組み
を今後も進めるべきである。
○上記の必要性に応えるためには、将来的な電子政
府等での利用を念頭に入れつつ、計画を立てて進めて
ゆく必要がある。
○上記必要性に鑑み、本施策については、開発リソー
スが発散しないよう、工程の優先順位を定めたプライオ
リティリストを作成、定期的に更新することに留意しつ
つ、電子政府等におけるドキュメント交換等の相互接
続性確保にむけた取組を、着実・効率的に実施すべき
である。

産学連携ソフトウェア工学実
践
①実践事業
②実践拠点

経済産業省
IPA

2,800 2,200 一部○

ソフトウェアの不具合に関連
したトラブルに対応するため
に、エンタープライズ系及び組
込み系分野におけるソフト
ウェアの「信頼性」及び「生産
性」を可視化するとともにそれ
らを向上させるツールや手法
の開発、普及、啓発及び実証
をする。そして、信頼性を高め
るソフト開発手法を実際の組
込みソフト開発に適用し評価
を行う。また、IPA・ソフトウェア
エンジニアリングセンター
（SEC）において産学官連携に
よる体制の整備を行う。

○我が国にとって、組込みソフトウェア分野における信
頼性の高いソフトウェアは必要性、緊急性も高く、社会
的意義は大きい。
○上記の必要性、緊急性に応えるためには、研究成果
の標準化戦略を進めてゆくことが必要であり、そのため
に戦略をよく練り、体制を構築した上で、機動的に進め
てゆくことが不可欠である。
○上記必要性等に鑑み、本施策については、標準化
戦略について検討を十分に行いつつ、着実・効率的に
実施すべきである。

○組込みソフトウェア
の適用範囲を自動車
分野に限定せず、他
の分野への展開も視
野に入れて、研究開
発を進めるべきであ
る。
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セキュア・プラットフォームプロ
ジェクト

経済産業省 995 995 ○

サーバ市場では、仮想化技術
を利用するセキュアなサーバ
（VM）への期待が高まってい
る。特定のVMによる寡占化を
防ぎ、ユーザの選択肢を増や
すためにOSSを活用し、一つ
のサーバ上で複数の異なる
OS環境を安全に管理運用で
きる技術（セキュア・プラット
フォーム）を開発する。これに
より、特定のソフトウェアへの
過度な依存が生じることを未
然に防ぎ、競争環境を維持
し、ユーザの実質的な選択肢
を増加させる。

○サーバ上の複雑化するアプリケーションを安全に統
合化するためにVM技術は有効であり、ベースとなる
オープンソースVMソフトウェアに安全性の高い機能を
組込みつつ、日本独自の技術を産学官の連携の下で
開発を行う意義は大きい。
○かかる状況の下、本施策では平成19年度より、国内
外の産業界、学術界等の広い分野から人材を集める
ため、開発コンソーシアムを立ち上げ、コンソーシアム
で研究開発の意見交換を進めており、着実・効率的に
実施すべきである。

【ネットワーク】

フォトニックネットワーク技術
に関する研究開発

総務省
NICT

3,948 3,465 ○

急速に進展するブロードバン
ド環境や映像等のコンテンツ
利用の拡大に対応したネット
ワークの大容量化・高機能化
を「光」技術研究開発として産
学官を結集して進める。2010
年までにペタビット級ネット
ワーク構成技術の確立、2015
年までにオール光ネットワー
ク構成技術の確立を目指すと
ともに、国際標準化も見据え
以下の課題を戦略的に推進
する。①超大容量光ノード技
術、②光波長ユーティリティ技
術、③光波長アクセス技術、
④集積化アクティブ光アクセ
スシステム技術、⑤ユニバー
サルリンク技術、⑥全光ネット
ワーク基盤技術、⑦極限光
ネットワークシステム技術

○情報爆発とも言われる本格的情報社会を支えるため
には、超大容量高速ネットワーク基盤の構築が不可欠
であり、このためには、ネットワークの全ての要素で光
化を図るフォトニックネットワーク技術は欠かすことので
きない基盤技術となるものである。このため、欧米はも
とより韓国、中国でも国家戦略として研究に取り組み始
めている。
○このような状況にあって、現時点では、我が国は光
素子の研究開発分野において世界トップレベルである
が、この地位を今後とも維持し続けるためには、国家戦
略として国を挙げて取り組み、強みある分野をさらに進
展させていく努力が必要がある。
○また、オール光通信の実現は低消費電力化にもつな
がるもので、環境問題にも大いに貢献できる研究課題
でもあるため、世界に先行する開発が期待される。
○さらに国際標準化へ向けて、従来の手法だけでなく、
欧米の戦略にも倣って、実効の上がる具体的方策を検
討し取り組むべきである。
○上記のような周辺状況の変化や戦略的重要性の増
大にも鑑み、本施策については、世界に先行して成果
が挙げられるよう、更に加速して推進すべきである。
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未利用周波数帯への無線シ
ステムの移行促進に向けた
基盤技術の研究開発

総務省
17,397
の内数

2,845 ○

他の周波数帯に比べ利用が
進まない未利用周波数帯
（30GHz超）の利用を促進する
よう環境を整備し、周波数逼
迫状況の緩和に資するため
に、以下の研究開発を実施す
る。
①山間僻地等のブロードバン
ド通信技術、②離島等への超
長距離通信技術、③無線装
置の小型化・低廉化等、より
簡易な無線システム構築技
術、④電力効率や秘匿性の
高いブロードバンド通信用ア
ンテナ技術、⑤ミリ波帯ブロー
ドバンド通信用超高速ベース
バンド信号処理技術、⑥高速
デジタル回路との集積実装を
可能とする機器雑音抑制技
術

○我が国の情報通信基盤として不可欠なブロードバン
ド移動通信のさらなる発展高度化のためには、新たな
周波数資源の開発が不可欠である。一方で、移動通信
等による利用者の急増により、周波数の逼迫状況は更
に厳しい状況となってきており、これを緩和するには、
未利用周波数帯の開拓が必須である。
○本施策は、現時点で最も期待される周波数帯である
ミリ波帯の利用につなげるための主要要素技術を開発
するものであり、重要性の高い施策である。
○特に、本施策で推進されているCMOSによるミリ波デ
バイスの実現は、ミリ波の利活用へ有望なブレークス
ルーとなり得る。ここまでの研究開発は順調に進んで
おり、当初予定通り開発を達成するものと認められるた
め、今後も着実・効率的に実施すべきである。

○本施策の成果の活
用について、他の測
定装置などの展開に
向けた具体的な取組
が期待される。

移動通信システムにおける周
波数の高度利用に向けた要
素技術の研究開発

総務省
17,397
の内数

4,241 ○

6GHz以下の周波数帯域にお
いて深刻な電波の逼迫状況
が生じている中、電波を高度
に利用するために、以下の各
要素技術の研究開発を実施
する。
①多様な移動通信方式を制
御して柔軟な電波の利用を可
能とする基地局－端末間協
調技術、②第4世代移動通信
システムの実現に向けたス
ループット高速化技術、③安
全運転を支援する車車間通
信の実現に向けた周波数高
度利用技術

○携帯電話等に代表される移動通信は、国民の社会
生活手段としてでなく、新たな産業基盤としても益々そ
の重要性が高まってきており、4GやITSといったシステ
ムでは、世界各国が主導権をとろうと熾烈な研究開
発、標準化競争をしている。このような状況にあって、こ
れらの分野で、我が国がリードすることは、これまで、
国際市場の中でので失地挽回を図る上でも、非常に戦
略性の高い取組である。
○また、新たな電波利用を促し、周波数資源をより有
効に活用していくという観点からも、その政策的意義は
大きいものと認められる。
○一方で、無線システムは、国際展開に向けて、確実
に国際標準化等の面でしっかりした成果を挙げること
が不可欠であり、より戦略的な取組が求められる。
○本施策の研究開発に関してみれば、おおむね順調
に推移し、成果も着実に上げてきているものと認められ
ることから、今後は、その国際展開に向けた戦略的取
組とも併せて、着実・効率的に実施すべきである。

○国際標準へ具体的
な貢献ができるよう、
官民のみならず国際
的連携も視野に入れ
た戦略を一層進める
べきである。
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次世代ネットワーク基盤技術
に関する研究開発

総務省
NICT

3,101 3,052 ○

ユビキタスネットワーク社会の
基盤となるオールパケット型
の次世代ネットワークを早期
に実現するため、その基盤と
なる技術の研究開発を総合
的に実施する。
具体的には以下の研究開発
を実施する。
①次世代ネットワーク共通基
盤技術の研究開発、②次世
代ネットワーク基幹網制御技
術の研究開発、③高品質ユニ
バーサルアクセス技術の研究
開発

○IPを基盤とするオールパケット型による次世代ネット
ワーク（NGN）の実現が間近に迫る中、情報量が急速
に拡大し、新たなネットワーク利用が拡大する中で、こ
れが従来の通信網に代わるものとして真に信頼でき、
また、新たなサービス等への拡張性のあるものとする
ことは、国民生活にも直結する重要な課題である。
○また、これらの技術は、我が国のみ成らず、今後IP
化を進めようとする発展途上国等にとっても関心が高
く、我が国の国際プレゼンスを挙げ、引いては、国際競
争力強化に繋げるものとして、その戦略的意義は大き
い。
○本施策のこれまでの取組により、これらの要素技術
の開発に関しては、世界でも最先端グループにいると
判断され、また、国際展開を睨んだ戦略的取組も行わ
れているなど、順調に推移しており、今後も着実・効率
的に実施すべきである。

○特許や論文を着実
に増やすよう更なる
努力が望まれる。

次世代バックボーンに関する
研究開発

総務省 1,800 1,619 ○

今後のアクセス網（加入者回
線網）からの通信量（トラヒッ
ク）の急増等に対応し得るよ
う、インターネットのバック
ボーン（基幹中継網）を強化
することが必要であり、個々
の通信事業者では対応しきれ
ないインターネット網全体に係
る技術に関する以下の研究
開発・実証実験を実施する。
①トラヒックの東京一極集中
を是正し、地域に閉じたトラ
ヒックの交換管理・制御等も
可能にする分散型バックボー
ン技術、②複数事業者間のト
ラヒック制御や品質保証技
術、③異常なトラヒックの検
出・制御技術

○今や我が国の通信サービスの中核基盤ともなってき
ているインターネットの基幹通信網の障害は、非常に
大きな社会問題ともなるものであり、このような状況に
あって、その安定運用のための諸技術の開発は、喫緊
の課題となってきている。
○本施策のこれまでの取組みにより、2009年以降この
成果を取り入れた制御サーバ等の開発される見通しと
なっているなど、順調に高い成果を収めてきていると認
められる。
○また、本施策では、IETF等国際標準化に向けた取組
みも積極的に行われてきており、この点も含め、今後も
着実・効率的に実施すべきである。

情報



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

次世代高効率ネットワークデ
バイス技術開発

経済産業省
NEDO

1,159 1,159 ○

ネットワークで伝送されるデー
タ量の爆発的増加に伴い、関
連機器の消費エネルギーが
増大している中で、ネットワー
ク全体の消費電力量の抑制
という喫緊の課題に対応する
ため、消費エネルギーの低減
に大きく貢献するルータ・ス
イッチの高速化のための研究
開発を実施する。また、機器
そのものの消費エネルギーを
低減するための、光技術、超
電導技術等の研究開発を実
施する。

○情報化社会の急速な進展に伴い、情報通信機器の
消費エネルギーは増大し続けている。
○このような状況の中、大量の情報を瞬時に伝え、誰
もが便利・快適に利用できる次世代ネットワークを構築
するには、本施策にて取り組む、ネットワークにおける
消費エネルギーの低減が必要である。
○上記必要性等に鑑み、着実・効率的に実施すべきで
ある。

【ユビキタス】

自律移動支援プロジェクトの
推進経費

国土交通省 692 701 ○

ユビキタスネットワーク技術を
活用し、利用者が携帯情報端
末を用いて各所に設置された
無線マーカーや赤外線マー
カー、電子タグ等から場所情
報を取得することで、利用者
が必要とする「安全で安心な
移動経路」、「最適な交通手
段」、「目的地及び周辺情報」
等について音声、文字等によ
り、リアルタイムに情報提供す
るシステムを構築する。

○高齢化社会の急速な進展、生活環境格差の拡大と
いった問題が深刻化してきている中で、それらを解決す
るため、人の能力を補い生活を支援するユビキタス
ネットワーク利用技術として、本施策にて取り組む、い
つでも、どこでも、誰でもが移動に必要な情報を入手で
きるシステムの早期実現が強く望まれている。
○このような社会的要請等に鑑み、着実・効率的に実
施すべきである。

○科学技術連携施策
群「ユビキタスネット
ワーク」において、他
府省（総務省等）との
連携強化に積極的に
取り組んでいる。引き
続き、積極的な連携
を図ることが大切であ
る。

情報



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【コンテンツ】

情報大航海プロジェクト 経済産業省 5,000 4,570 ○

多種多様な大量の情報の中
から必要な情報を簡便、的
確、かつ安心して検索・解析
するための技術（「次世代検
索・解析技術」）を、これらの
技術を用いた事業を実証しな
がら開発することにより、将来
のＩＴ化社会における安心・安
全で豊かな社会・生活基盤
（プラットフォーム）の構築を目
指す。

○我が国が世界をリードすべき分野であり、今後も推
進してゆく意義のある施策である。
○上記の必要性に応えるため、コンサルティング会社
の指導力が発揮して強固な評価体制を構築するだけ
でなく、コア技術として何を出してゆくかについて、引き
続き検討してゆくことが不可欠である。
○上記必要性等に鑑み、本施策については、今まで以
上に体制を強化しつつ、各施策テーマが発散してゆか
ないよう常に留意するだけでなく、研究成果の出し方に
ついても十分検討して、着実・効率的に実施すべきで
ある。

○科学技術連携施策
群「情報の巨大集積
化と利活用基盤技術
開発」で定期的にフォ
ローアップしている施
策である。

【セキュリティ】

情報漏えい対策技術に関す
る研究開発

総務省 1,700 1,000 ○

自動転送型ファイル共有ソフ
トの利用などによる情報漏え
いについて、その予防・対策
を高度化、容易化する技術を
開発する。特に平成20年度か
らは、事前に対策が講じられ
ないまま漏えいした情報の流
出停止及び新たなファイル共
有ソフトの出現把握に関する
技術開発、ネットワークを介し
た認証を安全に行うための技
術開発に新たに着手する。そ
れによって、情報システム、ソ
フトウェア又はネットワークに
関して新たな脅威に対応した
情報セキュリティに係る被害
を未然に防止する技術及び、
被害が発生した場合にも被害
を局限化することで、我が国
の情報セキュリティ確保を図
る。

○我が国における電子政府等の政策はICTを基盤とし
て構築されており、情報漏えい対策技術は重要かつ緊
縛の課題である。
○上記の緊急性に応えるためには、情報漏えい対策
技術の標準化を進めてゆくことが重要であり、そのため
には常に他の標準化提案と比較検討しつつ、標準化の
効果的な推進を行うよう留意することが必要である。
○上記必要性等に鑑み、本施策に関しては、国際的競
争の中で標準化戦略を、着実・効率的に実施すべきで
ある。

○実施にあたって、情
報漏えいのモデル
ケース（規模、被害の
程度等）を構築しつつ
対策技術の研究開発
を進めるべきである。

情報



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

コンピュータセキュリティ早期
警戒体制の整備事業

経済産業省
IPA

2,180 1,826 一部○

不正アクセスなどの抑止・拡
大防止、脆弱性の分析などを
行うため、また、新たな脅威と
して認識されつつあるボットの
感染防止、駆除及び被害の
局所化等を実現するため、以
下の技術開発等を実施する。
(1)常に最新のコンピュータ
ウィルス、脆弱性などの情報
の把握・調査・分析
(2)インターネット定点観測シ
ステムによるリアルタイム観
測・監視
(3)ボット検体の分析体制の整
備と収集された検体の分析に
よる感染防止策の作成
(4)ボット駆除ツールの改修配
布。

○我が国にとって、セキュリティ対策技術は重要かつ、
今後も重要性の増してゆく分野である。
○上記の緊急性に応えるためには、目の前の問題へ
の対応に限らず、常に先を見通しながら施策を進める
ことが重要である。
○上記必要性等に鑑み、5年後に何が達成できるかを
明確にしつつ、着実・効率的に実施するべきである。

○情報セキュリティ人
材の育成について
も、さらに検討を進め
るべきである。さら
に、IPA以外の受け皿
についても検討を進
めるべきである。

スパムメールやフィッシング等
サイバー攻撃の停止に向け
た試行

総務省 900 884 ○

ボットプログラムに感染した
PCで構築されるボットネット
は、悪意の第三者に意のまま
に操られ、DDoS攻撃、不正ア
クセス、フィッシング等のサイ
バー攻撃を引き起こすため、
早急に対応すべき問題となっ
ている。このボットプログラム
を収集・分析・解析するシステ
ムを構築し、削除するソフト
ウェアを作成し、一般ユーザ
に対し配布・適用を行う。

○不正アクセスや情報漏えい等のサイバー攻撃は
年々高度化しており、スパムメールの送信、DDoS攻
撃、PC内部の機密情報漏えいなどの多くは、ボットウイ
ルスに感染したPC群であるボットネットを利用して行わ
れている。
○かかる状況において、ボットプログラムに感染したPC
への対策は、DDoS攻撃、不正アクセス、フィッシング等
などのインターネットを上の脅威を防ぐために重要か
つ、早急に対応すべき課題であり、着実・効率的に実
施する必要がある。

情報



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

企業・個人の情報セキュリティ
対策事業

経済産業省
IPA

1,482 1,482 ○

情報セキュリティの組織的な
体制整備に係る組織的対策
と情報セキュリティの問題に
対する研究開発等の技術的
対策を推進する。具体的には
以下の技術開発・施策等を実
施する。
①情報セキュリティ技術につ
いての適切な評価とその評価
技術の開発
②障害が発生したり情報が漏
洩した場合でも、ある程度の
安全性を確保できる技術や自
分の管理下を離れた情報に
ついても検出・無効化できる
技術等の開発
③電子署名の利用促進と電
子政府で使用する電子政府
推奨暗号の安全性の監視
④情報セキュリティ監査の利
用促進等

○インターネットの進展に伴い、一企業等のセキュリ
ティ対策の不備は社会全体のセキュリティー低下につ
ながることから、包括的な企業・個人の情報セキュリ
ティ対策の必要性がある。
○かかる状況における、企業・個人の情報セキュリティ
対策事業は安全なIT社会の実現に極めて重要な施策
あり、かつ、社会的重要性も高い。
○よって、今後も情報セキュリティに係る根本的な問題
解決等を図るための研究開発を、着実・効率的に実施
する必要がある。

【その他】

戦略的情報通信研究開発推
進制度
〔競争的資金〕

総務省 3,400 2,950 ○

競争的な研究開発環境の形
成により、情報通信技術にお
けるイノベーションの種の創
出と結実、研究者のレベル
アップ及び世界をリードする知
的資産の創出を図るため、総
務省が設定した戦略的な目
標を実現するための独創性・
新規性に富む研究開発を推
進する。
平成20年度は、イノベーション
の中核を担う「若手研究者」
の育成を重点的に強化する。

○情報通信分野の政策方針の実現に向けた独創的な
研究の推進に加え、研究人材育成や地域振興としての
役割も大きく、重要性の高いプログラムである。
○また、その推進に当たり、来年度は若手研究者や女
性研究者の育成、地域イノベーションの強化に重点を
置くなど、時宜にあった取組み内容になっている点は
評価できる。
○一方で、情報通信分野は、他分野と比較して、その
進展が速いことから、戦略方針と研究開発目標のマッ
チングについて、2～3年ごとの定期的な見直しを実施
し、社会ニーズや世界的な情勢と整合を図りつつ、着
実・効率的に実施すべきである。

○人材育成等の目的
も持った長期的なプロ
グラムとなることは理
解されるも、一定の期
限を切って（個々の研
究成果だけではなく）
プログラムを取り巻く
環境変化などを考慮
して、その必要性・有
効性についての総括
を行い、その在り方に
ついて見直しを行って
いくことが必要であ
る。

情報



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

民間基盤技術研究促進制度
〔競争的資金〕

総務省
NICT

6,500 6,500 ○

民間において行われる通信・
放送基盤技術に関する試験
研究を促進するため、民間か
ら幅広く試験研究課題を公募
し、優れた課題について、当
該試験研究を政府等以外の
者に委託して行う。

○中小企業等の研究開発の促進支援としての社会的
意義は高い。また、情報通信分野は、小規模のベン
チャー企業等による革新技術の創造が高く期待される
分野であることにも鑑み、地域の中小企業・ベンチャー
等に向けた施策展開を行ってきている点については評
価できる。
○一方で、リターン確保を前提とするプログラムの性格
でありながら、投資に対して納付が少ないなど、費用対
効果の点では十分な効果が挙げられていない面も見
受けられる。本来リスクの大きい研究開発に対するも
のであり、やむを得ない点もあるが、その改善に向け、
適宜計画の見直し等を行っていく必要がある。

○地域産業振興等の
目的も持った長期的
なプログラムであるこ
とは理解されるも、一
定の期限を切って
（個々の研究成果だ
けではなく）プログラ
ムを取り巻く環境変化
などを考慮して、その
必要性・有効性につ
いての総括を行い、
その在り方について
見直しを行っていくこ
とが必要である。

情報



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
内湾域における里海・アピー
ルポイント強化プロジェクト

国土交通省 13 ○

閉鎖性内湾の再生行動計画の成果を評価
するために、アピールポイントという評価地
点が抽出されている。専門家が地元自治
体と協力してアピールポイントのあり方に
ついて整理を進め、その評価手法の確立
をすすめ、湾全体の環境対策と、地域の水
辺環境対策の関連を示す概念モデルを構
築する。さらに、市民が主体的に参加でき
る活動メニューの構築を通して、総合沿岸
域管理としての全国海の再生プロジェクト
を推進する。

○アピールポイントにおける評価手法の実効性を確立するに
は、専門家の参加を求め、生物モニタリングと環境モニタリン
グのそれぞれの手法を現場の状況を踏まえて、バランスよく
検討しなければならない。
○アピールポイントを活用するには、市民参加のメニュー作り
が必要であり、地域ニーズの取り込み、地元自治体との協力
方策を立て、関係各省との連携を図る必要がある。
○アピールポイントで得た研究成果を、沿岸域・内湾の再生
に効果のある施策に結びつける方策を立てた後、効果的、効
率的に実施すべきである。

B 環境ナノ粒子環境影響調査 環境省 10 ○

フラーレン様化合物、カーボンナノチュー
ブ、金属・金属化合物微粒子等、近年技術
開発が進んでいるナノ粒子については環
境・生体中の動態等に関する知見が不足
している。これらの物質は、今後大規模に
商品化され、環境中にも排出が見込まれ
ることから、その動態、有害性、環境リスク
に関する知見を早急に整備する必要があ
る。平成２０年度は、金属・金属化合物微
粒子の水生環境への影響を評価するため
試験や、その他のナノ粒子について環境
中での挙動を解明する手法に関する検討
を行う。

○ナノ粒子の環境中における挙動の把握、環境からの曝露
量の定量的把握、ナノ粒子の魚類等への影響など調査項目
は多く、それらの優先順位を明確にしつつ調査研究を進める
べきである。
○医工、農医連携など学際的研究が必要な調査研究課題で
あることを留意し、関係各省との連携を図るべきである。
○ナノ粒子による影響は解明が求められる課題の一つでは
あるが、従来の有害化学物質とは異なる物性等の特徴に焦
点を当て、調査研究を効果的、効率的に実施すべきである。

【化学物質リスク・安全管理研究領域】

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（環境）

【水・物質循環と流域圏研究領域】

環境



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B

海洋資源の利用促進に向け
た基盤ツール開発プログラム
（うち　海洋生物資源分野）
（競争的資金）

文部科学省 100 ○ ○

近年の地球温暖化による水温上昇や海洋
酸性化等の海洋物理・化学環境の変化
が、プランクトンなどの低次海洋生態系に
与える影響を評価し予測することが早急に
求められている。本施策では我が国周辺
海域表層におけるプランクトン等の低次生
産予測モデルを、「21世紀気候変動予測革
新プログラム」の成果などを活用しつつ構
築することにより、地球温暖化等の地球規
模での環境変動が水産資源に与える影響
の解明を進め、将来の水産資源の適切な
保全管理を可能とすることを目指す。

○地球温暖化適応策の研究として重要であり実施すべき課
題である。
○地球温暖化がプランクトンなど低次生態系に与える影響の
予測は、魚類等の高次生態系の生産性を予測する上で重要
であり、シミュレーション等で得た予測結果を対策に生かす手
法等の開発を至急推進すべきである。
○新規性のある研究開発課題について関係各省と連携をさ
らに強化し、効果的、効率的に実施すべきである。

A
農業に有用な生物多様性の
指標および評価手法の開発

農林水産省 326 ○

「農林水産省生物多様性戦略」（本年７月
公表）に基づき、生物多様性保全に関連し
た施策の効果を定量的に把握する指標及
び評価手法の開発を行う。農法・農業技術
等の効果を現場レベルで調査・評価するた
めに、国民にわかりやすく、国際的にも理
解される、農業に有用な生物多様性の｢指
標｣及び簡便な｢評価手法｣を開発する。

○我が国の生物多様性の状況を様々の観点から把握しつ
つ、我が国の独自性を発揮するかたちで研究開発を推進す
べきである。
○気候変動研究との連携を図ることが期待される。
○重要な研究課題であり、農業と生物多様性保全の両立を
踏まえた指標の開発を目指し、効果的でわかりやすい政策を
推進する一環として、着実に実施すべきである。

A
エコイノベーション推進・革新
的技術開発プログラム（競争
的資金）

経済産業省 1,000 ○

エコイノベーション（機能重視から環境重
視・人間重視の技術革新・社会革新として
のイノベーション）を実現するために、ビジ
ネスモデル・社会システムの変革に挑戦す
るアイディア及びCO2削減効果が高い革新
的な地球温暖化対策技術開発を広く公募
し、多段階選抜方式等で評価・支援を行
う。プログラムは①エコイノベーション・チャ
レンジ型、②革新的温暖化対策技術型　で
構成され、多くのシーズを選抜し、さらにそ
の中から効率的、効果的なテーマを選定し
フィジビリィティ調査を実施する。

○「イノベーション２５」で謳うエコイノベーションの実現や、気
候変動問題の克服のため2050年の温室効果ガス排出半減
達成を目指す施策であり、社会システム変革を指向した多様
な提案の応募が期待されるものの、施策の趣旨が反映され
るよう制度設計を行うべきである。
○「エコイノベーション・チャレンジ型」「革新的温暖化対策技
術型」ともに審査の要件は示されているものの、提案のどの
部分がイノベーションの実現に貢献しうるかを客観的に評価
し、シーズの選抜が行われることが強く望まれる。
○シーズからフィジビリィティ調査への移行の段階では、提案
の実現可能性を厳格に審査すべきである。
○事業の趣旨に鑑み、研究者、事業者、生活者の連携が図
れる事業となるよう留意し、事業を着実に実施すべきである。

【その他】

【生態系管理研究領域】

環境



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（環境）

（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【気候変動研究領域】

２１世紀気候変動予測革新プ
ログラム

文部科学省 2,813 2,313 ○

確度の高い温暖化予測情報
を信頼度情報と併せて提供す
るとともに、温暖化の影響とし
て近年特に社会的関心が高く
懸念される極端現象（台風、
豪雨等）に関する解析を行
い、予測情報の自然災害分
野の影響評価への適用を図
る。平成２０年度以降は、大
規模な森林減少等の土地利
用変化が温暖化の進行に及
ぼす影響を解明する研究及
びアジア地域における自然災
害の詳細な影響評価予測研
究を強化して推進する。

温暖化の影響評価と予測の研究を、観測との連携を図
りつつ、着実に実施すべきである。

地球環境変動予測のための
基礎的なプロセスモデル開発
研究

文部科学省
JAMSTEC

1,705 1,721 ○

地球環境変動のメカニズム解
明と将来予測の実現を目指
し、炭素循環、水循環、大気
組成、陸域生態系の各要素
毎に地球環境プロセスモデル
を開発し、要素毎の現象とプ
ロセスについて基礎的研究を
行う。現在、生態系モデルの
検証のためのデータベースの
構築及び様々なモデルの検
証を強化し、フィールドサイト
においてデータの取得を開始
し、モデルと現場データの比
較検討を開始している。

○空間分解能はある程度粗くても、社会的にインパクト
の大きい熱波・干ばつ、豪雨・洪水などの極端現象をプ
ロセス・モデルとして表現・再現・予測できるように推進
を図るべきである。
○気候モデルに関するプログラムは複数あることから、
明確な切り分けが必要である。本プログラムにおいて
独自に達成可能な目標を持つことが重要である。
○生態系のサブプロセスモデルを内包することで、正
確な予測の可能性が高まるか検討されたい。また地球
システム統合モデル、炭素循環フィードバックを考慮し
たモデルの導入など、精度向上への寄与を検討するべ
きである。
○多数（1000人以上）の研究者が関与しており、また予
算の投入規模も大きいが、情報の共有は図られている
か、投入資源量に見合った成果が上がっているか等、
フォローアップしつつ着実に実施すべきものである。

環境



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

全球規模から地域スケールま
での短期の気候変動シミュ
レーション研究

文部科学省
JAMSTEC

1,075 1,075 ○

「地球シミュレータ」を安定的
かつ効率的に運用しつつ、地
球科学分野（大気・海洋）、計
算機科学分野及び気候変動
予測に不可欠なシミュレー
ション手法を高精度化・高速
化する技術とそれを用いた予
測技術を開発する。平成２０
年度は「局地域-都市域の気
象シミュレーション」「都市型
集中豪雨・ヒートアイランド現
象シミュレーション」「雲・大気
連結階層シミュレーション」が
主な実施概要である。

○関係各省との連携を考慮しつつ、仕分けも明確に行
い、重複なき研究推進が図られるべきである。特に地
球シミュレータを運用した学術研究と、施策の実施研究
との仕分けを明らかにすることが必要とされる。
○短期・小スケールの現象と長期・大規模のイベントと
の関連付けを積極的に行うべきである。
○社会のニーズは大きく、社会に還元できる成果が上
がる運用が望まれる。また現象解明や予測のみなら
ず、対策技術開発との連携を確実にしつつ、着実に実
施すべきである。

地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和および
適応技術の開発

農林水産省 650 276 ○

農林水産生態系における炭
素循環モデルの構築、温室効
果ガス排出削減技術の開発
等の温暖化の緩和策につい
て調査研究を実施するととも
に、温暖化が将来の農林水
産業に与える影響を的確に予
測する。また、高温障害等へ
の適応策研究を実施する。

○IPCC第4次評価報告書を踏まえ、将来の地球温暖化
の進行が農林水産業等に与える影響の内容・程度や
その時期を、より高い精度で将来予測する技術を開発
し、それに基づいた地球温暖化適応策を開発すること
は至急推進すべき重要な政策である。
○地球温暖化の影響は農作物の高温障害ばかりでな
く、病害虫問題や森林への影響をはじめとして極めて
多様であり、総合的かつ長期的な視野に立って研究開
発を進めることが期待される。
○本事業では、平成２０年度から従来の気候変動緩和
策に加えて、将来の食糧生産確保の観点からも緊急に
取り組むべき課題である、気候変動の農林水産業への
影響評価と適応策の調査研究に新たに取り組むことと
しており、加速すべきである。

環境



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

地球環境研究総合推進費
〔競争的資金〕

環境省 3,810 2,960 一部○ ○

『地球環境保全に関する関係
閣僚会議』が毎年度策定する
「地球環境保全調査研究等総
合推進計画」との整合性を図
り、学際的・国際的な観点か
ら、地球環境保全のための研
究を総合的に推進する。

○昨年度の優先順位付けでの指摘を踏まえ、最近の
研究情勢に合致するよう研究分野を再編して環境政策
の上の行政ニーズを明確化し、また、環境省の競争的
研究資金「環境技術開発等推進費」と公募期間を統一
し、公募分野の違いを明確化した。
○ＩＰＣＣ評価報告書の日本人執筆者の約半数が本研
究費制度に関与し、また、本研究費制度のもとで実施
している「脱温暖化２０５０プロジェクト」の成果は、公
式・非公式に国際交渉にインプットされ、我が国の地球
温暖化研究を支援する基幹の政策となっている。
○「イノベーション２５」と「２１世紀環境立国戦略」に貢
献する課題として、低炭素社会の姿をわかりやすく提
示する「低炭素社会研究特別募集枠」、および気候変
動への適応に焦点を当てた「適応策研究高度化特別
募集枠」を創設し、気候変動が社会に与える影響と対
応策の研究を推進することとしており、加速すべきであ
る。

地球温暖化対策技術開発事
業

環境省 3,709 3,302
一部
○

○

温室効果ガス６％削減約束の
達成とその後の持続的な排
出削減を可能とする、エネル
ギー起源CO2排出削減のた
めの新たな対策技術の導入
普及を促進するため、広く民
間企業、公的機関、大学等に
対して公募し、基盤的な温暖
化対策技術を開発・実用化す
る。特に平成２０年度より、
「バイオマスエネルギー等戦
略的温暖化対策技術開発」を
委託事業として開始する。

○研究ニーズは高く、研究の拡充や加速の提案もされ
ているが、一方で他省プロジェクトとの連携、情報交換
や知見・技術情報の交流も図られるべきである。
○バイオマスエネルギーの導入・普及の為には社会シ
ステム（規制・法律）、特に関連法規の見直しや弾力的
運用が求められるので、これまでのグッドプラクティスを
参考にした府省連携の一層の推進を図りつつ着実に
実施べきである。

環境



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

衛星による地球環境観測
環境省
ＮＩＥＳ

743 715 ○

温室効果ガス観測衛星
（GOSAT）の観測データを処
理するための手法開発、及び
打ち上げ後の観測データの定
常処理・解析するシステムの
開発を行う。平成２０年度は、
システムの開発（プログラミン
グ、テストラン、参照用テータ
ベース整備）と衛星打ち上げ
後の運用を模擬した情報の送
受信からデータプロセッシン
グ・データのユーザ引渡しま
での一貫した、いわゆるend-
to-end試験、及び検証作業準
備を行う。

○二酸化炭素ばかりでなく温暖化の寄与率が大きいメ
タンの観測も可能であることがこの衛星の重要性を高
めている。観測達成の可能性を重視し、重要性を社会
にアピールすることも必要である。
○打ち上げ後、確実な運用を行い、目標のデータを取
得することが重要であるので、運用体制を至急完備す
るべきである。データの利活用については国内研究に
資するよう、関連研究機関との有機的な連携を図る必
要がある。
○地球温暖化の動態把握や予測研究の加速が国際的
に求められているなか、利用価値の高い情報が得られ
ることから本施策を着実に実施すべきである。

温暖化ガスの観測は
衛星のみならず、地
上におけるモニタリン
グなども非常に重要
であり、両者が連携し
て精度の高いデータ
を長期にわたり得るこ
とが重要である。温暖
化への寄与率がCO2
に次いで高いメタンの
観測も重要である。

【水・物質循環と流域圏研究領域】

流域圏から地球規模までの
様々なスケールにおける水・
熱・物質循環観測研究

文部科学省
JAMSTEC

707 677 ○

　アジア・太平洋域の海洋・陸
面の熱源域・冷源域等におい
て、様々な時間スケール（日
変化から経年変動まで）で海
洋・陸面・大気の観測を行い、
水循環についての知見を蓄
積するとともに、その物理過
程を解明する。平成２０年度
以降は、アジア地域との連携
をより強めるため、参画してい
るＩＰＹ(国際極年、2007-2008
年)に対応した北極域流域観
測、およびＡＭＹ（アジアモン
スーン年、2008年）に対応した
熱帯域における冬期大陸寒
気に伴う豪雨のメカニズム解
明に関し、当初予定より強く
推し進める。

○地球規模水問題の科学的基礎知見を与えるのに重
要な施策であり、近年頻発する熱波、干ばつの予測が
可能となるよう、本施策による水・熱循環観測と気候・
気象モデルとの連携によりそれらが予測可能になるよ
う、推進を図る必要がある。またダイポール、エルニー
ニョ現象の解明が図られることを期待する。
○アジア太平洋地域を集中して行うことは我が国の貢
献として重要である。一方で、インド洋の観測など他の
地域との関係において、連携できるような観測システム
の確立も必要である。あるいは異なるスケール間での
連携を明確にするべきである。
○観測の継続は重要であり、個別の観測を寄せ集めで
はなく、長期的取り組みや他研究機関との連携の形成
など研究基盤の充実が必要である。中心となる熱帯の
課題に適切な資源配分を行うべきである。
○観測による気候現象の解明が中心であるが、対策
技術との連携を図りつつ、着実に実施すべきである。

環境



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【化学物質リスク・安全管理研究領域】

厚生労働科学研究費補助金
化学物質リスク研究事業（競
争的資金）

厚生労働省 1,618 1,348 一部○ ○

化学物質の迅速かつ効率的
な評価手法、特にメタボロー
ム研究や吸入暴露や胎児期
暴露による化学物質影響を評
価する手法の開発、生体に発
現する有害性を体系的・総合
的に評価する手法の開発研
究を強化する。ナノマテリアル
の毒性発現に影響する因子
を体系的に把握し、製品から
の暴露による有害性評価に
資する研究を重点的に推進
する。また近年、化学物質に
情動認知異常の発現という新
たな毒性の存在が示唆され、
被害予防の観点から、この毒
性の評価手法の開発に資す
る研究に着手する。

関係各府省との連携を図りつつ着実に実施すべきであ
る。

【３Ｒ技術研究領域】

廃棄物処理等科学研究費補
助金
〔競争的資金〕

環境省 1,861 1,261 一部○ ○

循環型社会の形成に資する
施策の推進及び技術水準の
向上、廃棄物の安全かつ適
正な処理を図るため、廃棄物
対策に関する研究・技術開発
を行う。　平成２０年度は、資
源循環に適した生産・消費シ
ステムの設計、廃棄物系バイ
オマスエネルギーの利活用推
進のための研究や緊急的課
題であるアスベスト処理技術
の開発等とともに、バイオマス
特別枠を設ける。

今後ともバイオマス利活用研究領域の施策との連携を
考慮しつつ、着実に実施すべきである。

環境



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【バイオマス利活用研究領域】

地域バイオマス熱利用フィー
ルドテスト事業

経済産業省 1,904 1,904 ○

バイオマス熱利用システムを
実際に設置の上、運転データ
の収集・分析を行い、システ
ムの高性能化あるいは改良
に資するデータを取得し、より
汎用性の高い地産地消型バ
イオマス熱利用システムの確
立を目指す。平成２０年度は
本事業を通じて得られた熱利
用システムの運転データ等に
ついて「バイオマスエネル
ギー導入支援データベース」
を構築し、各事業における成
果の連携を図る。

○関係各省との連携を図りつつ、社会システムや制度
改革も視野に入れ、導入の促進を図ることが期待され
る。
○実証事業の選定にあたっては、政策への効果を検
討し、戦略的に行う必要がある。
○地球温暖化対策としての費用対効果を評価しつつ、
着実に実施すべきである。

【その他】

環境技術開発等推進費
〔競争的資金〕

環境省 1,600 881 一部○ ○

公害の防止・自然環境の保全
等に資する研究・技術開発の
推進を図ることを目的に、緊
急に開発すべき環境技術分
野を特定して当該分野に係る
研究・開発課題を公募し、研
究等に要する費用を支援する
ことにより、環境研究・技術開
発の推進を図る。平成20年度
より、行政主導の研究開発を
行うことをさらに推し進めるた
め、トップダウン型の「戦略指
定領域」を創設する。

施策に対応した競争的研究資金として事業が推進され
るべく着実に実施すべきである。

環境



施策名 所管 施策の概要

次世代軽水炉等技術開発費補助事業 経済産業省

今後、国内における原子力発電所の新規建設需要は当面低迷する一方、２０３０年頃からは大規模な代替炉建設需要が見込まれており、我が国原
子力産業の技術・人材を維持・向上していくことが喫緊の課題となっている。他方、世界的な原子力回帰や国際協調が進む中、米国、中国をはじめと
する海外市場はさらに拡大する方向である。このような状況を踏まえ、国内の代替炉建設需要に対応でき、世界標準を獲得し得る高い安全性と経済
性、信頼性等を有する次世代軽水炉の技術開発を行う。

水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発
経済産業省
NEDO

水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び当該技術を
飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近
の関連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の確立を目指す。

環境調和型製鉄プロセス技術開発
経済産業省
NEDO

二酸化炭素濃度が高い高炉ガスから二酸化炭素を分離するために世界最高レベルの吸収再生特性を持つ吸収液開発と製鉄ガスでは世界初の
30t/D規模での実証検証を行うとともに、製鉄所内の未利用廃熱を利用し、エネルギー消費量を削減しつつ、二酸化炭素分離・回収等を行う製鉄プ
ロセスを開発する。さらにコークス製造時に発生する高温の副生ガス（コークス炉ガス）をガス改質することにより水素を増幅し、その水素をコークス
の一部代替として鉄鉱石（酸化鉄）を還元するプロセス、二酸化炭素を除去した高炉ガスを再び高炉に戻す等のプロセスにより二酸化炭素の発生量
を削減する製鉄プロセスを開発する。

新エネルギー技術研究開発（太陽光・風力）
経済産業省
NEDO

２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、エネルギー転換分野における従来技術の高度化を推進するとともに、２０１０年度以降の中長期的
観点に立ち、非シリコン系太陽電池の開発・普及、シリコンの皮膜化による薄型太陽電池の開発など総合的な新エネルギー次世代技術の開発を積
極的に支援する。

固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発
経済産業省
NEDO

自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（PEFC）の実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開
発を行うとともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。

石炭生産・利用技術振興のうち多目的石炭ガス
化製造技術開発

経済産業省
NEDO

石炭ガス化炉の信頼性向上・適応炭種の拡大と並行して、二酸化炭素の分離・回収システム確立のための技術を開発する。

二酸化炭素地中貯留技術研究開発 経済産業省
二酸化炭素の大気中への排出を大幅に削減するため、火力発電所等の排出源からの二酸化炭素を分離・回収し、地中帯水層（地下1000m程度）へ
貯留する技術を開発する。

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発
(次世代自動車、系統連系円滑化)

経済産業省
NEDO

新エネルギー（太陽光、風力発電）の出力安定化やハイブリッド自動車・電気自動車・燃料電池自動車等の新世代自動車を普及させるため、キーテ
クノロジーである蓄電の低コスト化と高性能化を目指し、産官学の連携の下、集中的に研究開発を行う。

高速増殖炉サイクル技術
・高速増殖炉サイクル実用化研究開発
・高速増殖原型炉「もんじゅ」
・高速実験炉「常陽」
・ＭＯＸ燃料製造技術開発
・発電用新型炉等技術開発委託費
（国家基幹技術）

文部科学省
経済産業省

長期的なエネルギー安定供給や高レベル放射性廃棄物の低減に貢献が期待される高速増殖炉サイクル技術の実用化に向けた研究開発を実施す
る。
具体的には、
・高速増殖炉サイクル実用施設に採用する革新技術の成立性を評価するための研究開発
・高速増殖原型炉「もんじゅ」の運転による発電プラントとしての信頼性の実証やナトリウム取扱技術の確立
・高速実験炉「常陽」を用いた高速増殖炉用燃料の高燃焼度化試験の実施、燃料等の照射試験データの取得
・「もんじゅ」や「常陽」へのＭＯＸ燃料供給を通じた燃料製造技術および関連

環境分野関連施策（２０５０年温室効果ガス排出半減「クールアース５０」に向けた革新的技術開発）　（エネルギー分野における施策の中から環境分野関連施策として再掲）

環境分野関連施策



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
気体分子センシングのための
ナノ分子材料

文部科学省
ＮＩＭＳ

505 ○

空気中に漂う極微量の有毒ガスや爆発危
険物などの有害化学物質・ナノ粒子・ウイ
ルス・大気飛散分子などを検知できる超高
性能センサ分子およびシステムの開発は、
豊かで安全・安心な社会の実現・確保に大
きく貢献すると期待できる。従来技術であ
る物理センサは、化学物質に対する選択
性が低く、ppbレベル以下の極低濃度領域
において、気相の認識対象を高選択的、お
よび高感度で検出するシステムは未だ確
立されていない。これらの問題を解決する
昆虫の嗅覚システムに匹敵する高選択性
と高感度センシングシステムを開発する。

○本施策は、インフルエンザウイルスや有害危険物資等の
気体分子を昆虫の嗅覚システムに匹敵する高感度で検出で
きるセンシング材料の開発を目指しており、「安全安心な社
会」実現のために重要である。既存技術に対する優位性も期
待できる。

○ウイルス、ナノ粒子、大気飛散分子と対象物質は多岐に亘
るが、開発にあたってはセンサ対象物質を絞り込んでしっか
りと定め、認識対象を高選択的かつ高感度で検出するセンシ
ング成功例を示すことが重要である。また、センシング材料開
発だけでなく、実用化に向けて検出システム、装置開発など
システム化まで見据えた開発が必要であり、効果的、効率的
に推進すべきである。

○気体分子センシングの
ためのナノ分子材料開発
だけに留まらず、開発さ
れたセンシング材料を利
用した実用システム開発
までを見据えて、企業等
との連携を図るべきであ
る。

B
レーザプローブによる構造部
材の非接触材質劣化評価技
術

文部科学省
ＮＩＭＳ

261 ○

社会インフラの安全性を確保するために、
損傷発生前の材質劣化状態を評価可能と
する新しい非破壊評価技術を確立し、既存
技術では対応できなかった環境や部位に
対しても遠隔からのモニタリングを可能と
する非接触型レーザプローブによる超音波
送受信技術の高度化を実現する。原子レ
ベルの組織・物性モデリングと波動シミュ
レーションとを融合させた解析手法を開発
し、損傷前組織変化を同定し、材料試験
データベースと応答信号との対応付けを行
い、原子･ナノレベルからの余寿命評価の
基礎を確立する。

○社会インフラの安全性が揺らいでいる現在においては、構
造体の信頼性評価技術の確立を目指す本施策は重要であ
り、社会的要請に即した課題である。

○本レーザプローブ法を信頼性評価法として確立するには克
服すべき課題が多く挑戦的な目標であり、構造材料に対する
基礎的な研究データの蓄積とその理論的な裏付けが必要で
ある。ＮＩＭＳには既に多くのクリープ寿命評価データが蓄積さ
れており、過去の研究成果が有効に活用されることが期待で
きることから、効果的、効率的に実施すべきである。

○施策推進にあたって
は、適宜妥当な技術目標
をロードマップにおけるマ
イルストーンとして明確化
することが重要である。

A
高信頼性、高性能を兼ね備え
た全固体リチウムイオン電池

文部科学省
ＮＩＭＳ

286 ○

リチウム電池は、携帯電話やノートPCなど
の携帯情報機器等で広範囲に使用され高
度情報化社会に必要不可欠なデバイスで
あるが、高エネルギー密度化はほぼ限界
であり、また電解質に用いられている有機
溶媒の可燃性に起因する課題は未解決の
ままである。その抜本的な解決策として、
電解質にイオン伝導性のセラミックス（不燃
性固体電解質）を用い全固体化し、また出
力特性を決定する界面抵抗をさらに低減
する方策を確立するとともに、金属硫化物
などから電気化学的にその場形成される
金属ナノドメインを用いた高容量負極を開
発することによりエネルギー密度の向上を
達成する。

○リチウムイオン電池は携帯情報機器等において不可欠の
デバイスであり日本は当分野で技術的優位性を確保している
が、その安全性の問題は日本の優位性を揺るがす緊急かつ
重要課題となっている。本施策はその問題の根本的解決を
目指した戦略的探索研究として位置づけられ非常に重要で
ある。

○本施策は独自に開発された技術に基づいており、その技
術的優位性が認められる。また、全固体化電池の完成は多
大な社会インパクトを与えると期待できる。

○電池形成のための諸技術開発には、ＮＩＭＳが材料科学的
な立場で基礎的なところから大きく貢献することが期待できる
ものであり、着実に実施すべき施策である。

○本施策を強力に推進
するため、固体電池とし
ての基本問題、材料科学
的問題について大学・独
法などと連携を図ること
が重要である。また、実
用化を見据えた企業との
連携促進も重要である。

○固体電池としての実用
化に繋がるロードマップ
を作成し、正極、負極材
の研究と共に、容量の向
上など性能、特性の改良
を進めていくことが重要
である。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（ナノテクノロジー・材料）

【材料領域】

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
サステナブルハイパーコンポ
ジット技術の開発

経済産業省
ＮＥＤＯ

360 ○

自動車などの車両の大幅軽量化により運
輸部門等で消費されるエネルギーの大幅
低減を図るため、熱可塑性樹脂を用いた
新たな炭素繊維複合材料（サステナブル
ハイパーコンポジット）を開発する。具体的
には、炭素繊維と熱可塑性樹脂との新た
な活性化界面制御技術を開発することに
より炭素繊維複合材料の高強度化を実現
し、また熱可塑性ＣＦＲＰ成形加工技術を
開発することにより金属並みの成形加工
技術を確立する。

○炭素繊維素材に関して日本は高い技術ポテンシャルを有
し、諸外国に対して技術的優位性を保持している。本施策
は、最先端の繊維素材の優れた特性を活かした新たな炭素
繊維複合材料の開発を目指しており、様々な応用製品が期
待できる。施策の目標が明確であり緊急性も高く、技術的優
位性も認められ非常に重要な施策である。

○更に、開発された新たな炭素繊維複合材料を用い自動車
等の部材軽量化を行うことによって、運輸部門におけるエネ
ルギー消費量の大幅な削減や構造体の成形サイクル削減な
どの経済波及効果が期待される。着実に実施すべきである。

○本施策で開発される炭
素繊維複合材料の実用
化には同時にリサイクル
も必要になるため、リサ
イクル技術開発も並行し
て推進すべきである。ま
た、他材料（鉄、アルミ）と
の比較で利点を持つため
の力学的特性や価格面
などでの定量的な目標値
を示すべきである。

○技術開発の進展に従
い順次、その時点で達成
された特性、コストを踏ま
えた適応先もマイルス
トーンとして示しながら推
進すべきである。

B 革新的膜分離技術開発 経済産業省 300

分離膜方式により原水（河川等）中に含ま
れている微量の有害物質、微生物等を除
去する水処理技術において、①革新的分
離膜に適用可能なナノテクノロジー等新技
術を活用した素材の開発、②新素材による
革新的分離膜の形成技術の開発、③革新
的分離膜のキャラクタリゼーション（挙動・
細孔等の計測）技術の開発、④革新的分
離膜を水処理装置に適用するための技術
開発、などを行うことにより、高効率な分離
技術を開発する。

○本施策は、世界的課題解決のための原水浄化技術開発と
してカーボンナノチューブや高分子ナノ空孔などのナノ構造を
活用した革新的な分離膜の開発を目指しており、重要であ
る。また基礎的な研究としても評価できる。

○逆浸透膜による原水浄化技術において日本は技術的優位
性を保持しており、本施策は環境技術による国際貢献の一環
として位置付けることができ、将来的にも重要である。

○到達目標が挑戦的であり、まず特殊用途に限定した小規
模実用化を目指すことを検討すべきであり、効果的、効率的
に推進すべきである。

○実用化に向けて、既存
の逆浸透膜に対する耐
久性、機能性等の優位
性を早期に示すことが必
要である。

○エネルギー消費削減
効果と分離膜製造コスト
の見通しなどの費用対効
果、および経済波及効果
や社会的寄与について
検討すべきである。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
繊維配向性を制御した革新的
生体組織再生材料

文部科学省
ＮＩＭＳ

425 ○

生体組織の中でも繊維組織構造は自己再
生能力が乏しく、その再生機能を高める手
段はないので、これらの組織を効率よく再
生させるための細胞の足場材料または生
体材料の開発が望まれている。本プロジェ
クトでは、生体に存在する繊維模倣構造を
再現させ、人体機能の代替・身体の中で細
胞を適正に成長させる生体材料を創出す
る。高分子素材のナノ複合化･官能基修飾
を行い、強磁場中での相互作用（核形成・
成長）・自己組織化（化学結合）を制御した
材料創製技術を開発する。細胞成長因子
と組み合わせることで早期機能回復を目
指す。また、医学系機関・素材メーカと連携
し、これら材料の神経細胞・線維芽細胞･
内皮細胞･ケラトサイトなどの時系列的な
細胞機能を解明し、生物学的安全性・有効
性を実証する。

○強磁場を利用してのコラーゲン線維の配向性制御による良
好な再生足場材料の開発について新規性があり高く評価で
きる。強磁場による配向性制御に関しても技術的優位性が認
められる。本施策は、材料研究開発に加え強磁場施設を持
つＮＩＭＳの強みを活かした研究プロジェクトであり、非常に重
要である。

○本施策により高付加価値の生体材料の開発・実用化され
ることにより、医療材料の殆どを海外からの輸入に頼ってい
る日本の当分野の国際競争力強化に繋がるものと期待でき
ることから、効果的、効率的に実施すべきである。

○方向性が明確である
が、臨床応用分野の研
究者との連携を初期より
組み込み、生体に対する
安全性などに早期に取り
組むべきである。

○生体内での配向性制
御された再生足場材料
への磁場負荷効果など
についても検討すべきで
ある。

Ｃ
光を用いた植物・海藻類の収
量増加プログラム

文部科学省 100 ○

現在、地球規模で起こっている温暖化によ
る砂漠化現象、気象変動による洪水や熱
波の発生、環境汚染による耕地の減少に
加え、世界的な人口増加により、今後、限
られた食物資源を確保するためのコストが
増大すると危惧される。食料自給率の低い
我が国において、安定的かつ持続的な食
料供給システムの構築は喫緊の課題であ
る。収量増加を目指して発光ダイオードや
レーザー光等の最先端の光を用いた植
物・海藻類の成長促進に関する研究を実
施し、食料自給システムの構築に貢献す
る。

○本施策が日本における食糧問題解決のために効果的であ
るか否かについては明確ではない。また、光操作による植
物・海藻類の成長速度向上のメカニズム解明は有意義であ
るが、他の分野でも安全安心な食料の安定的栽培の研究で
光に関する研究は含まれており、他研究課題との重複を排除
すべきである。

○植物の光合成メカニズム解明のための基礎的基盤的研究
としての位置づけは妥当であり重要であるが、施策の目標や
予算規模など大幅な計画の見直しが必要である。

○食料問題の解決という
視点だけでなく、バイオマ
ス、バイオ燃料を目指し
た基盤技術としての位置
付け等も検討すべきであ
る。

【ナノバイオテクノロジー・生体材料領域】

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

Ａ
光・量子科学技術分野におけ
る基盤技術開発のためのネッ
トワーク型研究拠点の構築

文部科学省 1,900 ○ ○

ナノテクノロジー・材料をはじめとする重点
科学技術分野や産業分野におけるニーズ
と光・量子ビーム研究のシーズとの融合・
連携を図るため、ネットワーク型の研究拠
点を構築し、新しい光源・ビーム源等の研
究開発を実施するとともに、最先端の光・
量子ビームを活用した新しい分析・計測手
法等を確立する。また、このような最先端
の研究開発に若手研究者等の積極的な参
加を求めることにより、次世代の光・量子
科学技術を担う若手人材等の育成を図
る。

○光・量子科学技術分野は、ナノテクノロジー・材料、ライフサ
イエンス、情報通信等の重点科学技術分野を先導するキー
テクノロジーであり、今後研究開発すべき未踏領域の広い分
野であることから、諸外国においても戦略的に研究開発が進
められている。我が国は、当分野の要素技術において国際的
な優位性を有しており、この優位性を活かし、光・量子科学技
術を戦略的に推進していく必要性は非常に高い。

○国内における光・量子科学技術分野のポテンシャルを結集
し、他分野のニーズと本分野のシーズとの有機的連携を図る
ことにより、次世代光源・ビーム源、計測法等を研究開発する
ことが可能となり、その結果、新しい関連産業技術力向上が
期待できるので、本施策は非常に重要である。また、ネット
ワーク型研究拠点として競争公募することにより、大学、独法
間の自主的な連携を促進する効果も期待できる。

○本施策が取り組むべき研究対象、課題については、事前
評価など十分に検討されている。以上のことから、着実に推
進すべき施策である。

○開発対象とする基盤技
術の重要性や利用、応
用の社会的ニーズにつ
いて広く産業界、大学、
独法から意見を求め、技
術開発の具体的目標、
予想される成果をより明
確に示すべきである。

○ネットワークを効果的・
効率的に運営するため
に、ＰＤ，ＰＯに十分なマ
ネジメント権限を付与す
るなど運営体制に工夫が
必要である。

○量子ビームに関しては
文科省「先端研究施設共
用イノベーション創出事
業」との連携体制の構築
が必要である。

B
革新的プロセスナノ計測基盤
技術

経済産業省
ＮＥＤＯ

800 ○

ナノテク製造プロセスにおける分離分散、
配列化､界面形成、形態変化などの動的変
化をナノレベルで観測するため、製造プロ
セス中に生じる現象の、
①動的計測技術・機器（例：チップ増強ラマ
ン分光計測、X線回折、走査型電子顕微鏡
等）
②シミュレーション技術（例：分子配向シ
ミュレーション、分散シミュレーション等）
③上記技術を補完する静的計測技術・機
器
の開発を行う。

○従来ブラックボックスとなっている製造・生産プロセスを科
学的に解明するため、ナノレベルの計測技術を用いるという
のは新しい視点であり、その必要性は高く評価できる。

○特にニーズが多く、波及効果の大きい製造・生産プロセス
を計測する技術の開発が重要である。対象となるプロセスを
支配する各種要因を抽出して、どのような汎用小型高性能計
測機器が求められているのかを精査する必要がある。また、
動的プロセス計測およびシミュレーション技術等において従
来技術活用に加えて、新しい測定技術・測定手法等の発展
が期待できることから、効果的・効率的に実施すべきである。

○実施計画においては、
企業の現場における技
術的要求・時間的制約が
計測技術開発とうまくマッ
チングするよう､明確なシ
ナリオに基づいて全体計
画をしっかりと運営すべ
きである。

○測定機器の技術開発
の実施にあたっては、文
科省「先端計測分析技
術・機器開発事業」にお
ける関連事業と連携を図
るべきである。

【ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域】

ナノ・材料



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（ナノテクノロジー・材料）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【ナノエレクトロニクス領域】

ナノエレクトロニクス半導体新
材料・新構造技術開発－うち
新材料・新構造ナノ電子デバ
イス

経済産業省
ＮＥＤＯ

1,000 500 ○

10年後を見据えた将来の集
積回路システムとしてシリコン
CMOS構造の理論的・工学的
限界を超える革新的なエレク
トロニクス技術の創出のた
め、「新材料」やナノレベルの
「新構造」制御により発揮され
る「新機能」・「超高機能」を実
現するための基盤技術の研
究開発を行う。

○１０年後に予想されている、現在の延長線上のシリコ
ンデバイス技術の限界を突破するため“More Moore”
のシーズの確立を目指す取り組みが世界的に行われ
ており、我が国も遅れることなく積極的に取り組む必要
があり、着実・効率的に実施すべき施策である。

○「ナノエレクトロニク
ス戦略合同委員会」
が立ち上がるなど、文
部科学省との連携が
開始しているが、より
強力に推進すべきで
ある。

○ＭＩＲＡＩプロジェクト
など情報通信関連施
策との役割分担は加
工細線幅等で明確に
されているが、今後も
引き続き課題選択に
ついて重複しないよう
十分に配慮すべきで
ある。

ナノエレクトロニクス半導体新
材料・新構造技術開発－うち
窒化物系化合物半導体基板・
エピタキシャル成長技術の開
発

経済産業省
ＮＥＤＯ

660 500 ○

今後の高周波デバイスやパ
ワーデバイスを実現する材料
として期待される窒化物半導
体において、大型高品質窒化
物半導体単結晶基板の作製
および無欠陥ヘテロ接合構造
を実現するため、高品質、高
導電性制御されたエピタキ
シャル成長法の確立を行う。

○本分野においては「ナノエレクトロニクス戦略合同委
員会」が立ち上がるなど、文科省との連携の強化により
強力に推進されている。ＧａＮ，ＡｌＮなどの窒化物系半
導体は格子欠陥が多いなど実用化には課題も多い
が、日本は光デバイス用など世界のトップレベルにあ
る。現在の技術的優位性を保つためには、本施策は重
要である。着実・効率的に実施すべき施策である。

○「ナノエレクトロニク
ス戦略合同委員会」
が立ち上がるなど、文
部科学省との連携も
開始しているが、本分
野についてはより強
力に推進すべきであ
る。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【材料領域】

ナノテクノロジー・材料を中心
とした融合新興分野研究開発
（元素戦略）

文部科学省 2,440 2,140 ○ ○

希少元素は、その希少性、偏
在性、さらに、近年の需要逼
迫などから、供給に大きな不
安定要素を抱えている。我が
国は、希少元素資源は極め
て限られているが、材料研究
の長年にわたる蓄積を有して
おり、希少元素に頼らない高
機能材料の開発に優位性を
保っている。本施策は、材料
特性を決定する物質材料の
構成元素の機能発現のメカニ
ズムを科学的に解明すること
を足がかりに、希少元素・有
害元素のユビキダス元素での
代替や使用量の大幅削減な
どを研究テーマとした「元素戦
略」として政策的に研究開発
を推進する。殊に、環境エネ
ルギー問題への取り組みが
喫緊の課題としてその重要性
が益々高まっており、元素戦
略として集中的に取り組む。

○産業応用で重要な材料機能を担う希少資源元素は先端
産業における使用量増加およびその供給源偏在や中国を
始めとする新興国における需要急伸に伴い近年価格が急
騰している。燃料電池やハイブリッド自動車に不可欠な高保
磁力磁石など、環境エネルギー問題の解決に重要な先端技
術製品においては、いずれも高性能を獲得するために白金
等の希少元素を使用しており材料特性を決定的に左右する
希少元素の確保は日本のみならず世界的に極めて重要か
つ緊急の課題となっている。本施策はその解決を目指した
極めて重要な戦略的施策であり社会的ニーズが非常に高
い。より挑戦的な資源・環境・エネルギー問題解決に資する
課題を採択することが重要である。

○これまでのナノテクノロジー研究で育成された材料の構造
と機能の発現のメカニズムを解明する知見を応用に向けて
進めるために適切なプログラムであり、様々な分野の横断
的なプロジェクトとしても評価できる。実用化を見据えた産業
界からの評価を取り入ることも必要である。

○基礎分野と応用分野の融合を目指した経産省との有機的
な連携と分担がなされている。また学協会との情報交換に
努めておりプロジェクトの立案、実施が適切に行われてい
る。優秀な研究者・研究アイデアを幅広く取り込むよう、積極
的に学協会・研究者コミュニティへのアピール・発信が必要
である。これらのことから加速して推進すべきである。

希少金属代替材料開発プロ
ジェクト

経済産業省
ＮＥＤＯ

1,400 1,100 ○

希少金属は、特殊用途におい
て希有な機能を発揮する一方
で、その希少性・偏在性・代替
困難性から、市場メカニズム
が有効に機能せず、その需給
逼迫が経済成長の制約要因
となると懸念される。近年飛
躍的に向上した「コンピュータ
による材料設計」、「ナノテク
による微細構造制御」など最
先端技術を用いることで、イン
ジウム（Ｉｎ）、ディスプロシウム
（Ｄｙ）、タングステン（Ｗ）の希
少金属元素の使用原単位を
低減ができる製造技術を確立
する。

○近年世界的に喫緊の課題となっている希少金属資
源問題に関して解決方策を探るため、日本に強みのあ
るナノテクノロジー・材料分野研究を活用にすることに
より代替材料開発を行うことは非常に重要であり、高く
評価できる。

○文科省「元素戦略」との連携により、強力に推進さ
れ、プロジェクトが開始したところである。着実・効率的
に実施すべき施策である。

○文科省「元素戦略」
との連携により、共同
公募など新たな試み
が行われ高く評価で
きる。より強力に推進
すべきである。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）
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競争的
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鉄鋼材料の革新的高強度・高
機能化基盤研究開発

経済産業省
ＮＥＤＯ

1,200 825 ○

高強度鋼、高機能鋼の実用
化拡大の基盤となる (１)高級
鋼厚板溶接部の信頼性と寿
命を大幅に向上する溶接施
工技術及び鉄鋼材料技術、
(２)機械構造部材の強度、寿
命、加工性等を飛躍的に向上
する最適傾斜機能創製鍛造
技術、の開発を行う。

○社会インフラの安全性への不安が拡がるなか、本施
策の重要性は増しており、社会の要請に即した施策で
ある。

○昨年度の総合科学技術会議の留意事項に対応し、
実用化を目指した溶接技術および鍛造技術に特化して
いる。着実・効率的に実施すべき施策である。

○当分野では日本は
トップレベルであるが
中国、韓国をはじめ
新興国の追い上げが
激しく、現在の技術的
優位性を保つために
は、本施策は重要で
あり強力に推進すべ
きである。

【ナノバイオテクノロジー・生体材料領域】

分子イメージング機器研究開
発プロジェクト（うち　がん診断
用イメージング機器の実用
化）

経済産業省
ＮＥＤＯ

1,200の
内数

1,200の
内数

○

生体内の遺伝子やタンパク
質、酵素などの分子の動き・
機能を観測する分子イメージ
ング技術を診断と治療に応用
するため、疾患に特異的な生
体分子の動き等を可視化して
画像化する装置の研究開発
を行う。具体的には（１）生活
習慣病超早期診断眼底イメー
ジング機器研究開発、（２）悪
性腫瘍等治療支援分子イメー
ジング機器研究開発、を行
う。

○先進医療のコアとなる基盤技術であり推進すべき課
題であるだけに分子イメージング機器の分野は競争が
激しくわが国が必ずしも国際的優位性を保っていると
は言い難い。現状の要素技術と出口となる製品の目標
性能の両方についてグローバルなベンチマークを行
い、本施策の産業インパクトとそれに到る道筋を明確
にする必要がある。

○昨年の総合科学技術会議の評価を踏まえ、新たな
手法として「光３Ｄ分子イメージング機器先導研究」を導
入している点は評価できるが、装置開発とソフト開発、
臨床応用等の役割分担と連携体制に配慮することが
必要であることから、着実・効率的に実施すべき施策で
ある。

○最終目標を意識し
たテーマの進め方に
配慮すべきである。製
品化を見据えた産学
連携体制の強化が必
要である。

○分子プローブの開
発に化学療法剤で得
られる遺伝子学的情
報の活用に関する配
慮が必要である。

○文部科学省「先端
融合領域イノベーショ
ン創出拠点の形成」
事業との連携を考慮
する必要がある。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

医療機器開発推進研究事業
（ナノメディシン分野）

厚生労働省 2,119 1,937 ○ ○

ナノテクノロジーにおける超微
細技術の医学への応用によ
る非侵襲・低侵襲を目指した
医療機器等の研究・開発を推
進し、患者にとって、より安
全・安心な医療技術提供の実
現を図る。具体的には、（１）
超微細画像技術の医療への
応用、（２）低侵襲・非侵襲医
療機器の開発、（３）患者の超
早期診断・治療システムの開
発、を行う。

○本施策は、ナノテクノロジーの医学への応用による
非侵襲を目指した医療機器開発であり、高度医療を国
民に提供するための非常に重要な施策である。経済産
業省とのマッチングファンドも評価できる。

○プロジェクト全体の方向性を明確にした上で健康安
心の推進、健康安全の確保のための具体的な実用化
の道筋作りの検討が必要であり、着実・効率的に実施
すべき施策である。

○機器開発、診断技
術についての臨床応
用までの道筋作りが
最も重要である。プロ
ジェクト全体の方向性
を明らかにした上で、
実際の臨床応用への
展開に向けて、開発
機器分野を重要度・
進捗状況等に応じて
選択する必要があ
る。ロードマップの参
照や海外ベンチマー
クの検討が求められ
る。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【ナノバイオテクノロジー・生体材料領域】

先端研究施設共用イノベー
ション創出事業（ナノテクノロ
ジー・ネットワーク、量子ビー
ム施設横断利用）

文部科学省 2,443 1,800 ○

ナノテクノロジー・ネットワーク
においては、大学及び研究開
発独法において整備されてい
るナノテクノロジー関係の優
れた研究施設・設備を、産業
界を含めた外部の利用に公
開することで、ナノテクノロ
ジー研究基盤を全国的に確
立し、研究分野間の融合を促
進するとともに、産業応用とイ
ノベーションを進めることを目
的とする。殊に、若手研究者
に先端的な研究機器を使用し
て自律的な研究を行う条件を
整備することにより、若手研
究者の支援および人材育成
を推進する。

○ナノテクノロジーを推進するため、技術面、研究設備
の有効利用の観点から支援する非常に重要な施策で
ある。

○地域連携、産学官連携推進の観点からも重要であ
る。若手研究者育成や民間利用の促進等に改善がな
されており高く評価できる。

○限られた予算で良く企画し課金制度導入も含め運用
管理システム、サポートシステムの充実に工夫が見ら
れ、長期的な観点からの継続的支援が必要であり、着
実・効率的に実施すべき施策である。

○先端研究施設を共用
することにより、研究者
の交流が盛んになり具
体的成果に結びつくよう
予め成果目標を設定し
効果的な運営に努める
べきである。新規要素
である量子ビーム施設
横断利用に関して産業
利用推進に配慮し運営
すべきである。
○施策の実績を数値
ベースで評価する工夫
が必要である。研究の
進捗状況を評価し主要
成果を分かり易い形で
発信するべきである。ま
たは利用状況がモニタ
できるシステムの確立
などが重要である
○課金制度の充実や運
営の効率化などの工夫
がより一層必要である。
ベンチャーや中小企業
の優遇策も必要であ
る。

ナノマテリアルの社会受容の
ための基盤技術の開発

文部科学省
ＮＩＭＳ

722 722 ○

2011年までに、ナノ粒子の特
性やリスクの評価手法、管理
手法を確立する。これに加
え、リスク管理に必要な制度
的課題､標準化やリスクガバ
ナンスのような産業的課題、
および倫理や教育のような社
会的課題を解決することによ
り、新しい科学技術であるナノ
テクノロジーの社会受容を促
進する。

○ ナノマテリアルの社会的な受容を促進するため、フ
ラーレンナノファイバーを標準物質の中心として選定し
評価方法と標準化を包括的に実施しており、世界的に
みても先導的なプロジェクトである。

○ 国内の大学、独法との連携だけでなく、海外の研究
機関とも協力体制を構築しており評価できる。着実・効
率的に実施すべき施策である。

○ナノテクノ製品の拡
がりと共に本施策の
重要性が増しており、
強力に推進すべきで
ある。

○国内外の研究機関
との連携推進が重要
である。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

先端光科学研究
文部科学省
理研

1,075 882 ○

理化学研究所における光科
学研究のポテンシャルを活か
して軟Ｘ線アト秒パルスレー
ザーや近接場ナノ光源、テラ
ヘルツ光源等の未踏領域の
独創的な光源開発利用に関
する基盤技術を開拓し、大学
および他機関と連携して生体
分子の機能とダイナミクスの
解明にあたり、生命科学・物
質科学の発展に資する基盤
技術の確立を図る。

○軟Ｘ線アト秒パルスレーザ、近接場光技術、テラヘル
ツ光源などの光科学研究技術ポテンシャルを発展させ
ながら、生命科学や物質科学に寄与するものであり、
科学分野のみならず産業分野を支える基盤技術として
期待される。研究実績は世界トップレベルを保持してい
る。

○当初の計画通り順調に計画が実施されている。ロー
ドマップも明確で光科学研究を世界的にリードすること
が期待できる。

○昨年優先順位付けにおける指摘を反映し、プロジェ
クト間の連携が推進されており評価できることから、着
実・効率的に実施すべき施策である。

○生物応用に向けた
研究への注力は高く
評価できる。今後、利
用技術の拡大や応用
展開に向けて努力す
べきである。
○個別分野での技術
開発の進捗状況は良
好であるので、それぞ
れの技術が具体的成
果に結びつくことが極
めて重要である。その
ための産官学連携体
制構築が必要であ
る。レベルの高い先
端研究から社会イノ
ベーション創出や新
産業育成が期待され
る。
○成果を国民に分か
り易く十分に発信する
べきである。

ナノテク・先端部材実用化研
究開発（ナノテクチャレンジ）

経済産業省
ＮＥＤＯ

2,170 2,170 ○

大学等が保有する革新的な技
術を民間の商品開発技術等と
マッチングさせ実用化支援研究
を行うことにより、ナノテクノロ
ジーを産業化するための基盤的
技術を確立する。具体的には、
（１）ステージⅠ（先導的研究開
発）においては、最終目標とする
特性の目処がつくサンプルの作
製技術を確立、（２）ステージⅡ
（実用化研究開発）においては、
ステージⅠで確立した技術をさら
に発展させ、最終目標の特性を
有するサンプルをラボレベルで
提供できる技術を確立する。

○大学等が保有する革新的な技術を民間の技術開発
とマッチングさせてナノテクノロジーの産業化のための
基盤的技術を確立するものである。ナノテクノロジー・
材料分野の成果を活用し社会への出口を意識した研
究開発を政策誘導するプログラムスキームとして優れ
ており、分野融合、実用化を積極的に促進しており高く
評価される。以上のことから、着実・効率的に実施すべ
き施策である。

○川上・川下の垂直
連携を行うことで優れ
た大学研究所等の研
究開発成果を速やか
に実用化へと加速さ
せるスキームであり、
早期に具体的実用化
などの成功例を上げ
ることが必要である。

○ステージＩからス
テージＩＩへの絞り込み
に際しては実用化を
視野に入れた企業の
参画を今後も推進す
べきである。ステージＩ
で終了する課題につ
いても研究成果を蓄
積し他研究課題への
利用などに役立てる
べきである。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

異分野異業種融合ナノテク・
先端部材実用化研究開発

経済産業省
ＮＥＤＯ

2,800 1,800 ○

全体概要は、上記と同様であ
るが、本予算部分について
は、「ナノバイオ」、「ナノ環境」
「ナノＩＴ」といった異業種垂直
連携と異分野融合に関する施
策である。

○大学が保有する革新的な技術を民間の技術開発と
マッチングさせてナノテクノロジーの産業化のための基
盤的技術を確立するものである。ナノテクノロジー・材
料分野の成果を活用し社会への出口を意識した研究
開発を政策誘導するプログラムスキームとして優れて
おり、分野融合、実用化を積極的に促進しており高く評
価される。

○ 異分野・異業種融合が積極的になされ極めて重要
な施策であり、医工連携などのプロジェクトが採択され
ており成果が期待される。着実・効率的に実施すべき
施策である。

○異業種垂直連携と
異分野融合を行うこと
で優れた大学・研究
所等の研究開発成果
が従来技術の延長で
は予測できない出口
に繋がる可能性があ
り期待できる。優れた
具体的成果例を示す
ことが重要である。

○戦略的に重要な分
野への積極的応募を
促す選考マネージメ
ントについて検討が
必要である。優秀な
人材を集める求心力
を高める努力が必要
である。

ナノ・材料



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

S
次世代軽水炉等技術開発費
補助事業

経済産業省 1,498 ○

今後、国内における原子力発電所の新規
建設需要は当面低迷する一方、２０３０年
頃からは大規模な代替炉建設需要が見込
まれており、我が国原子力産業の技術・人
材を維持・向上していくことが喫緊の課題と
なっている。他方、世界的な原子力回帰や
国際協調が進む中、米国、中国をはじめと
する海外市場はさらに拡大する方向であ
る。このような状況を踏まえ、国内の代替
炉建設需要に対応でき、世界標準を獲得
し得る高い安全性と経済性、信頼性等を有
する次世代軽水炉の技術開発を行う。

○我が国にとって世界をリードできる次世代軽水炉技術は、
将来の原子力発電所のリプレースや国際競争力の観点から
も極めて重要な技術であり、クールアース５０の革新的技術
開発の一つに位置づけられている。特に、免震技術の採用や
稼働率向上と安全性を同時に向上させるコンセプトは国民の
安心・安全や地球温暖化対策に資する重要な要素である。発
電容量の検討については、電力需要の不確実性や海外市場
も念頭に置いて柔軟性を持たせるとともに、世界標準を獲得
するという理念のもと、民間事業者の国際展開も念頭におい
て、本事業を積極的に実施すべきである。

B
高速炉再処理回収ウラン等除
染技術開発

経済産業省 1,000

プロセス技術の基礎試験（溶媒抽出法）な
どの高除染プロセスに関する研究開発とマ
テリアルバランス・製品諸元の算出、経済
性の検討を踏まえた移行シナリオの策定と
再処理工学の枠組み構築のための検討を
実施する。

○エネルギー資源の乏しい我が国において、使用済み燃料
を再処理し、回収されるウランやプルトニウムを高速増殖炉
で有効利用する高速増殖炉サイクル技術の確立はエネル
ギーセキュリティの観点から極めて重要であり、２０５０年頃か
らの軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへ移行していく
５０年以上の期間において、既存の燃料サイクル施設を活用
し、軽水炉へ燃料供給を可能にする除染技術は我が国にとっ
て重要な技術開発である。高速増殖炉サイクル技術の開発
スケジュールとの整合性を明確にし、効果的・効率的に実施
すべきである。

○本技術開発による知
見の蓄積は、原子力委
員会における２０１０年頃
からの第二再処理工場
に係る検討に貢献し、我
が国の将来の再処理技
術を決める上で重要であ
る。

A
原子力基礎基盤戦略研究イニ
シアティブ
［競争的資金として要求］

文部科学省 1,000 ○

政策ニーズを明確にし、より戦略的なテー
マ・プログラムを設定するとともに、大学や
民間等にも開かれた新たな競争的資金を
制度化する。具体的には、次の３つの研究
プログラムを設定し、競争的な環境の下、
基礎的・基盤的研究を推進する。
①戦略的原子力共同研究プログラム：国と
して重点化すべき、戦略的なテーマの下、
複数の機関の連携による共同研究プログ
ラム
②研究炉・ホットラボ等活用研究プログラ
ム：施設数の減少が続く研究炉及び核燃
料系ホットラボ等を効率的・有効的に活用
するための研究プログラム
③若手原子力研究プログラム：将来の原
子力研究の基盤を支える若手研究者を対
象とした研究プログラム

○我が国における原子力分野の基礎的・基盤的研究を支え
維持するための施策として重要であり、特に研究炉やホットラ
ボ等の老朽化した施設の有効的かつ効率的な活用は必要性
が高い。また、昨年度の指摘事項を踏まえ、競争的資金制度
への移行ならびに戦略的研究プログラムの実施については、
十分な対応がなされている。他の競争的資金制度や人材育
成施策との位置付けをより明確にした上で、着実に実施すべ
きである。

○目的・方針に沿った公
募になっているか確認を
行うとともに、研究成果に
ついては情報発信の充
実に努め、社会への還元
を図っていくなどフォロー
を適切に行う必要があ
る。
○特に大学のような施設
については設備の老朽
化が深刻になっているた
め、ハード面の支援につ
いても充分に手当するこ
とが重要である。

【原子力エネルギーの利用の推進】

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（エネルギー）

エネルギー



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
固体酸化物形燃料電池システ
ム要素技術開発

経済産業省
NEDO

1,400 ○

　固体酸化物形燃料電池（SOFC)について
は、発電効率が高い、高価な白金触媒を
必要としない等の特徴を有しており、特に
分散型電源として高い期待が寄せられて
いる。しかし、将来的に導入普及するため
には、耐久性・信頼性の向上、低コスト化、
実用性の向上が必要である。そのため、低
コスト化のための材料開発や高出力セル
スタックの開発、劣化要因の解明に向けた
基礎研究を実施する。　固体酸化物形燃
料電池実証研究事業において実環境下で
抽出した信頼性・耐久性等に係る研究課
題を本技術開発事業へフィードバックする
ことで、市場投入に必要なSOFCシステム
の基礎・要素技術の確立を図る。

○燃料電池の中で最も発電効率が期待できる固体酸化物形
燃料電池の開発は重要である。しかしながらセル形式が多種
多様なため、その特質を考慮した研究開発目標・スケジュー
ルをより明確に設定し、これまでの事業の成果を最大限に活
かし、「固体酸化物形燃料電池実証研究」との連携を密にし
ながら、着実に実施すべきである。

○将来的には、大容量の
発電システムとして成立
する可能性もあることか
ら、石炭ガス化発電の事
業等の進捗状況も念頭
に置いて、研究開発を進
める必要がある。

B
水素製造・輸送・貯蔵システム
等技術開発

経済産業省
NEDO

2,000 ○

　水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機
器やシステムの信頼性・耐久性向上、低コ
スト化、性能向上等実用化検証や要素技
術開発、及び当該技術を飛躍的に進展さ
せることができる革新的技術開発や調査
研究などを行い、その成果を産業界に提
供することにより、水素エネルギー初期導
入間近の関連機器製造・普及技術として
完成させ、水素社会の真の実現に必要な
基盤技術の確立を目指す。

○水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの信
頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等を目的とした本事
業は水素社会の構築に向けた施策の一つとして重要である。
しかしながら、実用化検証と要素技術・革新的技術開発が混
在していることから、多大な研究成果が得られるよう適切なマ
ネジメントを行い、本事業を効果的・効率的に実施すべきであ
る。

○水素利用・燃料電池全
体のロードマップの中で
の、本プロジェクトが担う
位置付けを明確にし、周
辺技術の進展にあわせ
た進捗管理が重要であ
る。
○水素利用・燃料電池は
多くのプロジェクトが長期
にわたって進められてき
ているが、将来の水素社
会の構築という視点から
の戦略的なビジョンも検
討すべきである。

B
将来型燃料高度利用技術開
発

経済産業省 600

　省エネ、二酸化炭素削減効果が見込ま
れる燃料電池自動車の燃料である高純度
（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済
的に供給することは重要である。石油は、
その長所として豊富な水素供給余力と安
価な水素製造技術及び全国に展開した災
害に強いガソリンスタンドを保有している。
これら石油の長所を活かした水素供給シ
ステムの確立により、水素社会の早期実
現に貢献するものである。本事業では、製
油所からの高純度水素供給技術開発とガ
ソリンスタンドを拠点とする高純度水素製
造技術開発を行う。

○石油は豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術を有す
るとともに、全国に展開した災害に強いガソリンスタンドのイ
ンフラが整備されており、その特長を活かした水素供給シス
テムの確立は重要である。明確な開発課題を設定し、進捗状
況の評価を適宜行いながら効果的・効率的に実施すべきであ
る。

○最も重要な開発要素で
ある触媒製造技術につい
て重点的に研究を進め、
早期に実現可能性を見
極める必要がある。
○これまでの研究成果を
最大限に活かし、民間の
技術開発努力を最大限
発揮できる仕組みを構築
することが重要である。

【水素／燃料電池】

エネルギー



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
先進超々臨界圧火力発電実
用化要素技術開発費補助金

経済産業省 200

火力発電所からの二酸化炭素削減要求に
対して、信頼性と経済性を両立しながら発
電効率に優れた先進超々臨界圧汽力発電
システムを実現する。

○経年石炭火力発電所のリプレースを見据え、発電効率の
向上と既存資産の有効利用を両立できる本技術開発は重要
な施策である。研究開発に当たっては、まず実現可能性の検
討や要素研究から進め、進捗状況を確認をしながら、効果
的・効率的に実施すべきである。

○他のクリーンコールテ
クノロジーである石炭ガ
ス化複合発電（ＩＧＣＣ、ＩＧ
ＦＣ等）と経済性や環境性
等の定量的な比較・評価
を実施することが必要で
ある。
○中心的な研究課題、定
量的な開発目標を明確
にしたロードマップを策定
する必要がある。

A

イットリウム系超電導電力機
器技術開発のうち線材開発と
高温超電導電力貯蔵装置の
技術開発

経済産業省
NEDO

2,300 ○

　低コストで大容量の電力供給が期待でき
るイットリウム系超電導線材の経済性向上
（コスト１／１０）と信頼性向上（歩留まり１０
倍）の両立をはかる技術開発と高温超電
導電力貯蔵装置（ＳＭＥＳ）の開発を行う。

○超電導技術はＭＲＩ（磁気共鳴画像診断装置）やモーターな
ど用途が多岐にわたり、産業のすそ野が広い重要な技術で
ある。線材の製造技術向上と性能向上の技術は密接に関連
し、今後の応用機器開発の基盤となるため、相互の進捗状況
を確認することが必要である。研究成果の社会還元という観
点から、高温超電導電力貯蔵装置の開発を着実に実施すべ
きである。

○海外の研究開発動向
や標準化活動にも留意し
て進めるべきである。
○他の電力貯蔵システム
と経済性・環境性等につ
いて評価・分析を行い、Ｓ
ＭＥＳの開発にあたって
は明確な性能目標と開
発スケジュールを策定
し、各段階における進捗
の確認を実施しながら進
めるべきである。

B

イットリウム系超電導電力機
器技術開発のうち高温超電導
ケーブルと高温超電導変圧器
の技術開発

経済産業省
NEDO

3,700

　低コストで大容量の電力供給が期待でき
るイットリウム系超電導線材を用いた高温
超電導ケーブル、高温超電導変圧器の開
発を行う。

○超電導技術はＭＲＩ（磁気共鳴画像診断装置）やモーターな
ど用途が多岐にわたり、産業のすそ野が広い重要な技術で
ある。プロジェクト内の連携を強化し、綿密な協力や情報共有
を図ることが重要であり、線材開発など共通基盤技術開発の
進捗状況を踏まえつつ、研究成果の社会還元という観点か
ら、応用機器開発を効果的・効率的に実施すべきである。

○他の応用機器と経済
性や環境性等について、
評価・分析を行い、応用
機器の開発にあたっては
各機器毎に明確な性能
目標と開発スケジュール
を策定し、各段階におけ
る進捗の確認を実施しな
がら進めるべきである。

【電力貯蔵　及び　電力供給システム】

【化石燃料の開発・利用の推進】

エネルギー



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
環境調和型製鉄プロセス技術
開発

経済産業省
NEDO

600 ○

二酸化炭素濃度が高い高炉ガスから二酸
化炭素を分離するために世界最高レベル
の吸収再生特性を持つ吸収液開発と製鉄
ガスでは世界初の30t/D規模での実証検
証を行うとともに、製鉄所内の未利用廃熱
を利用し、エネルギー消費量を削減しつ
つ、二酸化炭素分離・回収等を行う製鉄プ
ロセスを開発する。さらにコークス製造時
に発生する高温の副生ガス（コークス炉ガ
ス）をガス改質することにより水素を増幅
し、その水素をコークスの一部代替として
鉄鉱石（酸化鉄）を還元するプロセス、二酸
化炭素を除去した高炉ガスを再び高炉に
戻す等のプロセスにより二酸化炭素の発
生量を削減する製鉄プロセスを開発する。

○鉄鋼業は我が国製造業の二酸化炭素排出量の約４割を占
めるため、製鉄用高炉ガスからの二酸化炭素削減はポスト京
都の枠組み構築にとっての我が国のイニシアティブ発揮のた
めにも重要な対策であり、クールアース５０の革新的技術開
発の一つに位置づけられている。我が国独自の革新的製鉄
プロセスを目指した施策であり、提案で示された業界内連携
体制の下に研究課題をより明確にしたロードマップを作成し、
研究開発に当たっては、実現可能性の検討や要素研究から
進め、進捗状況を確認をしながら着実に実施すべきである。

○２０５０年までの製鉄所
を建替えする現実的なシ
ナリオの妥当性について
も検証を行いながら、進
める必要がある。
○１０年間の長期のプロ
ジェクトであり、推進体制
についても十分な検討が
必要である。

B
革新的ガラス溶融プロセス技
術開発

経済産業省
NEDO

400 ○

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラ
ス原料をガラス化することにより、極めて効
率的にガラスを気中で溶解（インフライトメ
ルティング法）し省エネに資する革新的ガ
ラス溶融プロセス技術を開発する。具体的
には、①インフライトメルティング法により、
原料を溶解する技術、②カレットをガラス原
料として利用するための高効率で加熱する
技術、③カレット融液とインフライトメルティ
ング法による原料の融液とを高速で混合
する技術を開発する。

○製造工程・時間が１／１０に短縮され、製造エネルギーが
従来の１／３に大幅削減される本技術開発は、エネルギー多
消費産業であるガラス産業の国際競争力を維持し、地球温
暖化対策にも大きく貢献するため、環境と経済の両立を実現
する重要な技術開発である。産学官連携の下、瞬時にガラス
原料をガラス化する世界初の革新的な技術開発を効果的・効
率的に実施すべきである。

○ガラス製造の研究開発
は建築用ガラスのみなら
ず液晶ディスプレイや太
陽電池用基板など応用
範囲が広く、重要である。
○これまでのNEDOの先
導研究の成果を最大限
活用し、進める必要があ
る。

【省エネ型素材製造プロセス技術】

エネルギー



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（エネルギー）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【原子力エネルギーの利用の推進】

ＩＴＥＲ計画（建設段階）の推進 文部科学省 12,158 5,382 ○

世界の人口の半分以上を占
める国々が参加する国際プロ
ジェクトであるＩＴＥＲ計画にお
いて実験炉ＩＴＥＲを用いて燃
焼プラズマを実現し、統合さ
れた核融合工学技術の有効
性の実証、および将来の核融
合炉のための工学機器の試
験を行うため、我が国が調達
を分担する装置・機器を開発
及び製作する。さらに、ＩＴＥＲ
の建設・運転等を行うＩＴＥＲ国
際核融合エネルギー機構へ
研究者等を派遣し、建設・研
究活動に参画する。また、日
欧協力により、ＩＴＥＲを支援・
補完し、原型炉に向けた技術
基盤を構築するための研究
開発プロジェクトである幅広い
アプローチを我が国において
実施する。

○２０１６年度中のＩＴＥＲ完成・運転開始を目指して国
際的に合意されたスケジュールに基づき、実施してい
る本事業は重要である。長期間にわたるプロジェクトで
あり、我が国独自のロードマップを作成し、知的財産等
にも留意しながら引き続き、日本が主体性を発揮しリー
ダーシップをとることを念頭におきながら、着実に実施
すべきである。

○ＪＴ－６０の位置付
けと役割を明確にす
る必要がある。
○材料、計測等の原
子力分野の研究と共
通基盤を持つものが
多いため、本事業だ
けで独立するのでは
なく、成果の共有を念
頭において進める必
要がある。

原子力システム研究開発事
業
［競争的資金］

文部科学省 6,307 5,205 ○

発電に資する革新的原子力
システム（原子炉、再処理、燃
料製造）の実現に資するた
め、「競争的研究資金制度」を
適用した公募事業を実施す
る。「特別推進分野」と「基盤
研究開発分野」の募集枠のう
ち、「特別推進分野」では文部
科学省が評価した有望な革
新的原子力システム候補に
対して実用化を目途とした技
術体系の整備を見据えた枢
要な研究開発を実施する。
「基盤研究開発分野」では「特
別推進分野」の候補となる革
新的な技術及びそれらを支え
る共通基盤技術を創出する研
究開発を実施する。また若手
研究者を対象とした研究開発
も実施する。

○原子力システムに係る革新的な技術およびそれらを
支える共通基盤技術を創出する本施策は重要である。
高速増殖炉サイクル技術の研究開発など革新的な原
子力システムの実現に向けて、競争的資金制度の長
所を生かした施策として着実に実施すべきである。

○大学、独立行政法
人、民間が相互にポ
テンシャルを生かし、
日本の総力を結集し
て原子力エンジニアリ
ング開発の基盤的な
事業になるよう、革新
的な研究や基礎基盤
研究の割合を適切に
配分することが重要
である。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

高レベル放射性廃棄物処分
研究開発

文部科学省
JAEA

8,997 8,937 ○

我が国の高レベル放射性廃
棄物の地層処分事業と安全
規制を円滑に進めるため、深
地層の研究施設（瑞浪；結晶
質岩、幌延；堆積岩）、地層処
分基盤研究施設、地層処分
放射化学研究施設等を活用
し、深地層の科学的研究、実
測データの着実な蓄積と地層
処分技術の信頼性向上と安
全評価手法の高度化に向け
た研究開発を行う。

○我が国にとって、高レベル放射性廃棄物を安全に処
分する技術開発は安心・安全な社会の実現に極めて
重要である。関係各所との連携を密にし、国民に対し
て、事業の必要性や安全性に関する広聴・広報活動を
より一層強化し、着実に実施すべきである。

○長期にわたるモニ
タリングや分析を必要
とする事業であるが、
安全性や信頼性を確
保するための判断基
準の標準化、安全評
価手法などの具体的
なプロセスなどの実
施手法を実際の廃棄
物処分に必要な時期
に間に合うよう、早急
に確立する必要があ
る。
○超長期的な維持、
運用を必要とするシ
ステムの実現には事
前の環境評価、枠組
みなど、ソフト的な手
法や技術の確立が必
要であり、統合的なソ
フト的基盤研究も同
時に進めることが必
要である。

地層処分技術調査等事業 経済産業省 3,876 3,376 ○

平成20年代前半の概要調査
やそれに続く精密調査に資す
ることを念頭に、地上からの
地質環境の調査技術、人工
バリア等の定置技術や長期
健全評価等の工学技術、安
全評価技術等の高度化開発
を行うとともに、ＴＲＵ（超ウラ
ン元素）廃棄物の地層処分技
術について高レベルとの併置
処分の可能性も念頭に、処
理・処分技術の高度化開発を
行う。

○我が国にとって、安全に放射性廃棄物を地層処分す
る技術開発は安心・安全な社会の実現に極めて重要で
ある。関係各所との連携を密にし、国民に対して、事業
の必要性や安全性に関する広聴・広報活動をより一層
強化し、着実に実施すべきである。

○地層処分に係る研
究開発の中で重複、
無駄、陳腐化等が発
生しないようにするた
めには調整が非常に
重要であり、地層処
分基盤研究開発調整
会議については透明
性を確保した上で、調
整機能を高めるべき
である。
○沿岸域調査技術開
発とＴＲＵ廃棄物処分
関連技術を分担して
いるが、安全規制や
社会安全等の実用化
への取組を重視して
進めるべきである。

エネルギー



（金額の単位：百万円）
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革新的実用原子力技術開発
費補助金
［競争的資金］

経済産業省 1,600 902 ○

原子力発電及び核燃料サイ
クルに関する革新的基盤技
術であって実用化につながる
ものを提案公募方式により発
掘し、将来の原子力技術の多
様化を図るとともに、産業界
からのニーズを踏まえて大学
等が実施する原子力を支える
基盤技術分野の研究活動を
支援し、将来の原子力人材の
育成を図る。

○本施策は原子力分野の基盤を支える重要な事業で
ある。原子力人材の育成に関しては長期的に取り組む
べき課題であり、文部科学省や産業界等と連携しなが
ら具体的な手法を検討した上で、着実に実施すべきで
ある。

○中小型炉の研究開
発など新しいテーマを
リードする仕組みが
必要である。
○国際協力技術分野
については、我が国
の高速増殖炉サイク
ル技術開発と整合性
をとることが必要であ
る。

全炉心混合酸化物燃料原子
炉施設技術開発費補助金

経済産業省 3,500 3,400

既存の原子力発電所に比べ
約3倍のプルトニウムを利用
することができる全炉心混合
酸化物燃料原子炉（フルMOX
炉）の開発に必要な技術開発
を行うとともに、実機プラント
で特性確認を行い、技術の確
立を図る。

○フルMOX炉の開発・実用化はプルトニウム利用計画
の柔軟性を広げることから、我が国の核燃料サイクル
政策推進上、重要な研究開発であり、当初のスケ
ジュール通り着実に実施すべきである。

遠心法ウラン濃縮事業推進
費補助金

経済産業省 1,200 911

核燃料サイクル上重要なウラ
ン濃縮の中枢である遠心分
離機について、現行遠心分離
機のリプレースを念頭に世界
最高水準の性能を有するな
ど、国際的に比肩し得る経済
性と性能を有する新型遠心分
離機を開発する。

○濃縮ウランの安定供給や核燃料サイクルの自主性
を向上させる本施策は重要であり、当初のスケジュー
ル通り着実に実施すべきである。

エネルギー



（金額の単位：百万円）
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【再生可能エネルギー等の利用】

新エネルギー技術研究開発
（太陽光・風力）

経済産業省
NEDO

5,300 3,290
一部
○

２０１０年度の新エネルギー導
入目標達成に向け、エネル
ギー転換分野における従来
技術の高度化を推進するとと
もに、２０１０年度以降の中長
期的観点に立ち、非シリコン
系太陽電池の開発・普及、シ
リコンの皮膜化による薄型太
陽電池の開発など総合的な
新エネルギー次世代技術の
開発を積極的に支援する。

○再生可能エネルギーの普及・拡大は地球温暖化対
策として極めて重要であり、特に高効率で低コストな革
新的太陽光利用技術はクールアース５０の革新的技術
開発の一つに位置づけられている。次世代技術の課
題、特に材料開発などの基礎・基盤研究の推進にあ
たっては、積極的に文部科学省や大学と連携をとり、
普及促進への制度整備や標準化等も検討しながら、今
後も我が国が世界をリードし続けるためにも、国際研究
拠点を整備することが重要である。技術開発スケ
ジュールと実用化、普及のロードマップとの対応を明確
にし、「新エネルギー技術フィールドテスト事業」との連
携を密にし、加速して実施すべきである。

新エネルギー技術フィールド
テスト事業（太陽・風力）

経済産業省
NEDO

7,209 8,920

新技術を活用した太陽光発電
及び太陽熱利用システムを産
業・公共施設に導入し、シス
テムの有効性を検証する。ま
た、風力発電については、高
所の風況データの収集・解析
を行うことで、風車立地に必
要な詳細な風力エネルギー
等の各種データをNEDOと共
同研究事業者で収集し、導入
普及に有用な資料の取りまと
めを行う。

○再生可能エネルギーの普及・拡大は地球温暖化対
策として極めて重要である。公募・採択にあたっては透
明性を確保するとともに導入結果を定量的に分析し、
データベースの整備・公開を行い、導入促進につなげ
る努力をしつつ、着実に実施すべきである。

○単なる普及のため
の補助金とならない
ように「新エネルギー
技術開発」との連携を
密にして実施する必
要がある。
○導入効果の定量的
な分析や評価等の評
価手法に関する検討
も並行して進め、デー
タベースの整備や公
開を行い、導入促進
につなげる努力も必
要である。

エネルギー



（金額の単位：百万円）
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【水素／燃料電池】

固体高分子形燃料電池実用
化戦略的技術開発

経済産業省
NEDO

7,000 5,130 ○

自動車用、家庭・業務用等に
利用される固体高分子形燃
料電池（PEFC）の実用化・普
及に向け、要素技術、システ
ム化技術及び次世代技術等
の開発を行うとともに、共通的
な課題解決に向けた研究開
発の体制の構築を図る。

○固体高分子形燃料電池の利用形態、実用化時期を
考えると本事業は極めて重要な施策であり、クール
アース５０の革新的技術開発の一つに位置づけられて
いる。短期で成果を出す課題と長期的な取組が必要な
課題の選別をするなどの適切なマネジメントを行うこと
が重要である。材料分野での革新的研究開発におい
ては、基礎・基盤研究に立ち返ったブレークスルーを期
待するためにも、ナノテクノロジー・材料分野との連携
を一層強化した研究拠点を整備し、加速して実施すべ
きである。

燃料電池先端科学研究事業
経済産業省
NEDO

1,000 996 ○

燃料電池の基本的反応メカニ
ズムについての根本的な理
解を深めるために、高度な科
学的知見を要する現象解析
及びそのための研究体制の
整備を行い、現状の技術開発
における壁を打破するための
知見を蓄積する。

○燃料電池に関する最先端の基礎基盤研究は重要で
ある。そのためには、研究人材の質の確保が重要であ
り、産学官の連携を一層強化し、人材育成や人材交流
の強化のための施策も検討しつつ、着実に実施すべき
である。

○我が国の先端的な
実験装置を用いて世
界をリードする基礎
データの取得を行い、
ひいては実験装置の
改良等へのフィード
バックへつなげること
が重要である。
○将来的には国際シ
ンポジウムでの基調
講演を行えるよう、真
に国際的に先導して
いる研究センターとな
ることが重要である。

水素先端科学基礎研究事業
経済産業省
NEDO

1,800 1,665 ○

水素の輸送や貯蔵に必須な
材料に関し、水素脆化等の基
本原理の解明及び対策の検
討を中心とした高度な科学的
知見を要する先端的研究を、
国内外の研究者を結集し行う
ことにより、水素をより安全・
簡便に利用するための技術
基盤を確立する。

○水素をより安全に利用するための技術基盤を確立す
る本施策は重要な事業である。そのためには、目的を
明確化した研究施設の下、成果を共有できるような研
究連携体制を構築し、水素脆化等の劣化メカニズム解
明の学術的研究だけに終わることなく、ニーズ対応の
解決策も提案できるようにマネジメントを検討した上で、
着実に実施すべきである。

○大学の中に研究独
法の施設をつくる新し
い試みに期待してお
り、プロジェクト終了
後の運用について検
討しておく必要があ
る。

エネルギー
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水素社会構築共通基盤整備
事業

経済産業省
NEDO

2,010 2,550 ○

試験・評価手法の確立、国際
標準の確立、規制の再点検を
三位一体で進めることにより、
研究開発の成果を迅速に初
期需要創出につなげる環境を
整備、国際マーケットを視野
に入れた燃料電池の普及・促
進を総合的に推進する。

○海外市場も念頭においた燃料電池の普及促進を支
援する国際標準化の確立は重要である。しかしなが
ら、性能評価や国際標準の確立のためのデータ取得に
ついてはシミュレーション技術の活用やメーカからの
データ提供等による効率化を図ることも可能であるた
め、燃料電池自動車の飛躍的な性能向上に資する高
圧充填（７０ＭＰａ）の安全性・信頼性向上に係る研究開
発に注力し、減速して実施すべきである。

新利用形態燃料電池技術開
発

経済産業省
NEDO

440 309 ○

燃料電池の新利用形態の早
期実用化・普及を図るため、
安全・環境基準の設定・国際
標準化、規制緩和に資する試
験データの取得、試験法の開
発を行うとともに、出力密度、
耐久性、コスト、環境性等の
性能向上のための研究開発
を行う。

○燃料電池を活用した小型の機器開発の実用化と周
辺機器に関する規格・標準化の研究開発は重要では
あるが、機器開発については市場調査の実施と開発機
器のメリットおよび課題を整理する必要があり、減速し
て実施すべきである。

○小型の機器開発と
標準化研究開発との
関連性・必要性・位置
付け等を明確にする
必要がある。

固体酸化物形燃料電池実証
研究

経済産業省
NEDO

900 765 ○

発電効率が高く、分散型電源
として期待される固体酸化物
形燃料電池の研究開発・実用
化の促進のため、耐久性を始
めとしたデータの取得・課題
抽出等のための実証を実施
する。

○本事業に参加するシステムメーカーに偏りが生じな
いように留意しつつ、実証試験によって得られた課題
が「固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発」に
フィードバックされるよう、連携を密にして着実に実施す
べきである。

定置用燃料電池大規模実証
事業

経済産業省
NEDO

2,800 3,420 ○

一定条件以上の定置用燃料
電池コジェネレーション(熱電
併給)システムの実用化開発
を支援するため、量産技術の
確立と実用段階に必要なデー
タ収集を行う大規模実証を実
施する。

○コージェネレーションシステムとしての性能を公平に
判断するためには、様々な需要パターンや地域へ設置
し、データを取得・評価することが重要であることを念頭
において、着実に実施すべきである。

水素貯蔵材料先端基盤研究
事業

経済産業省
NEDO

1,000 757 ○

国内外の研究機関の連携の
下、高圧水素貯蔵に比べより
コンパクトかつ効率的な水素
貯蔵を可能とする水素貯蔵材
料の性能向上に必要な条件
等を明らかにすることにより、
燃料電池自動車の航続距離
の飛躍的向上を図る。

○コンパクトかつ高効率な水素貯蔵・輸送技術を確立
するための基礎に立ち返った材料研究は水素エネル
ギー社会実現の重要な要素であり、若手研究者の積
極的な登用に留意しつつ、当初のスケジュール通り着
実に実施すべきである。

エネルギー
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燃料電池システム等実証研
究

経済産業省 1,500 1,800 ○

実条件に近い中での燃料電
池自動車の実証走行や、高
圧水素貯蔵システム、多角的
な燃料供給システムの検証を
進め、水素エネルギー社会に
おける水素利用の課題等を
抽出するとともに、燃料電池・
水素に対する国民的理解の
醸成を図る。

○実証試験によるシステムの検証や国民的理解の醸
成は水素エネルギー社会の実現に向けて必要な施策
である。小型移動体の実証試験については「新利用形
態燃料電池技術開発」との連携を密にし、当初のスケ
ジュール通り着実に実施すべきである。

【化石燃料の開発・利用の推進】

石油精製高度機能融合技術
開発

経済産業省 8,811 7,600

石油精製業を中心とする石油
コンビナート全体の横断的か
つ高度な運営システムの統合
を図り、単独企業のみでは達
成しえない、貴重な石油資源
の環境にも配慮した有効活用
を促進するための技術開発を
行う。

○省エネルギーや石油資源の有効利用の観点からも
本技術開発は重要であり、国際競争力の観点からも必
要な施策である。将来的には電気や熱等の総合エネ
ルギー利用の効率化も視野におき、着実に実施すべき
である。

○他箇所への水平展
開がスムーズに行え
るよう、成果の共有等
をはかることが重要で
ある。

革新的次世代石油精製等技
術開発

経済産業省 4,400 2,326

新たに供給される原油の重質
化、石油需要の白油化等へ
の対応、オイルサンド等非在
来型石油の効率的な活用を
可能とする製油所の高度化に
向けた技術の開発ならびに従
来よりも高温・短時間での触
媒による分解反応によって重
質油から付加価値の高いガソ
リンや石油化学原料を得る技
術（ＨＳ－ＦＣＣ）をはじめとす
る製油所の高度化に資する
革新的な技術を開発する。

○昨今の原油価格の高騰を踏まえれば、我が国の石
油資源確保のためにも本技術開発は極めて重要な技
術であり、性能目標・研究開発スケジュールが達成さ
れるよう、進捗状況を管理しながら着実に実施すべき
である。

○今後の国際的な資
源確保戦略推進の上
で重要な技術である。

石炭生産・利用技術振興のう
ち多目的石炭ガス化製造技
術開発

経済産業省
NEDO

2,818 1,800 ○

石炭ガス化炉の信頼性向上・
適応炭種の拡大と並行して、
二酸化炭素の分離・回収シス
テム確立のための技術を開
発する。

○石炭ガス化発電と二酸化炭素の分離・回収を組み合
わせた本事業は革新的なゼロ・エミッション発電システ
ムを確立する上で極めて重要であり、クールアース５０
の革新的技術開発の一つに位置づけられている。二酸
化炭素の分離・回収の各種方式の評価・分析を行い、
本技術の利点を明確にし、他の事業における二酸化炭
素の分離・回収との情報共有など積極的に連携をはか
りながら、着実に実施すべきである。

○研究開発の進捗状
況管理やフェーズ毎
の中間評価などを適
切に実施することが
重要である。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

二酸化炭素地中貯留技術研
究開発

経済産業省 1,318 1,070

二酸化炭素の大気中への排
出を大幅に削減するため、火
力発電所等の排出源からの
二酸化炭素を分離・回収し、
地中帯水層（地下1000m程
度）へ貯留する技術を開発す
る。

○我が国にとって、二酸化炭素の地中貯留技術は中
長期的に地球温暖化対策として確立すべき重要な技
術であり、クールアース５０の革新的技術開発の一つ
に位置づけられている。国民に対して、事業の必要性
や研究成果を広く情報発信することが重要である。
２００７年１０月の二酸化炭素の海底貯留を可能にする
海洋投棄規制条約の議定書加入を踏まえ、モニタリン
グ技術など岩野原での実証試験の成果を最大限活か
した上、規模を拡大して、加速して実施すべきである。

噴流床石炭ガス化発電プラン
ト開発費補助金

経済産業省 2,067 1,596 ○

エネルギーセキュリティー確
保の観点から今後とも石炭の
利用は重要であるが、二酸化
炭素削減も同時に達成してい
く必要があることから、既存の
石炭利用発電技術（微粉炭火
力技術）に比較し熱効率が極
めて高く、最終的には二酸化
炭素排出量が石油火力並み
にまで低減できる石炭ガス化
複合発電技術の実証試験を
実施する。

○原油価格が高騰している中で、可採年数の長い石炭
資源を有効に活用できるＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）
は我が国にとって確立すべき重要な技術であり、当初
のスケジュール通り、２０００時間連続運転試験等の実
証試験を着実に実施すべきである。

天然ガスの液体燃料化（ＧＴ
Ｌ）技術実証研究

経済産業省
ＪＯＧＭＥＣ

6,000 6,867 ○

天然ガス中の二酸化炭素の
除去が不要で、コスト競争力
を有する我が国独自のＧＴＬ
製造技術について、商業規模
での実用化技術の確立を目
指し、実証プラントによる実証
研究を実施する。

○二酸化炭素の割合が多い天然ガス田の有効利用に
資する本技術開発は我が国独自の技術であり、エネル
ギー安定供給上必要であるため、当初のスケジュール
通り、着実に実施すべきである。

メタンハイドレート開発促進事
業

経済産業省 2,533 4,014

本事業は、日本周辺海域に
相当量の賦存が期待されて
いるメタンハイドレートを、将
来のエネルギー資源として利
用可能とするため、資源量評
価、生産手法開発、環境影響
評価手法の確立を図り、メタ
ンハイドレートの商業的産出
のための技術を整備すること
を目的としている。

○資源小国の日本にとって、国産のエネルギー源とし
て可能性のあるメタンハイドレートの開発は有益であ
り、フェーズⅠの最終評価の実施とフェーズⅡへの移
行可否を判断するために着実に実施すべきである。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【電力貯蔵　及び　電力供給システム】

次世代蓄電システム実用化
戦略的技術開発
(次世代自動車、系統連系円
滑化)

経済産業省
NEDO

7,100 4,900 ○

新エネルギー（太陽光、風力
発電）の出力安定化やハイブ
リッド自動車・電気自動車・燃
料電池自動車等の新世代自
動車を普及させるため、キー
テクノロジーである蓄電の低
コスト化と高性能化を目指し、
産官学の連携の下、集中的
に研究開発を行う。

○蓄電池の研究開発はハイブリッド自動車や電気自動
車など運輸部門からの二酸化炭素削減のために大変
重要な施策であり、クールアース５０の革新的技術開
発の一つに位置づけられている。応用範囲も広く国際
競争力の観点からも積極的に推進する必要があるた
め、自動車用、定置用それぞれの蓄電池に要求される
性能や特長を踏まえた本施策の目標設定・開発スケ
ジュールの下、長期的・基礎的な研究開発は厳正な審
査の結果に基づく選択と集中を行い、着実に実施すべ
きである。

○蓄電池の研究開発
は、地球温暖化対策
や国際競争力の観点
からもさらなる強化が
必要である。

【省エネルギー】

エネルギー使用合理化技術
戦略的開発
［競争的資金として要求］

経済産業省
NEDO

8,000 8,000 ○

省エネルギー技術戦略で示さ
れた産業、民生（家庭、業
務）、運輸の各部門の省エネ
ルギー技術に係る課題を克
服するため、省エネルギー技
術に係る先導研究から実用
化開発、実証研究までを戦略
的に実施し、省エネルギー型
社会の実現に必要な技術開
発を行う。

○省エネルギー技術に係る課題を克服するための基
礎研究から実証研究までを戦略的に支援する本施策
は重要である。しかしながら、間接経費３０％が達成さ
れていないため早期実現に取り組み、着実に実施すべ
きである。

○省エネルギー技術
の研究開発は地球温
暖化対策としてさらな
る強化が必要であ
る。
○先導研究から実用
化開発さらには実証
研究へとシームレス
な制度として活用でき
るように留意するとと
もに、フェーズ毎に審
査項目や重み付けを
変えるなど、真に重要
な研究開発が採択さ
れることが重要であ
る。

エネルギー



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
イノベーション創出の基盤とな
るシミュレーションソフトウェア
の研究開発

文部科学省 1,250 ○ ○

緊密な産学連携体制のもと、ものづくり技
術分野を中心とした、高性能・精微化した
最先端の複雑・大規模シミュレーションソフ
トウェアの研究開発を行う。具体的には、
大学等のシーズの活用に加えて、産業界
のニーズを反映すべく、人材の派遣やソフ
トウェアの仕様の共同作成、実証実験の実
施など、研究開発の全過程を通じて産業
界の関与を明確化した研究開発を行う。な
お、作成したソフトウェアについては最終的
にはフリーソフトウェアとして、広く一般に
公開する。

○シミュレーションはものづくり技術を可視化する重要な技術
であり、世界一級のソフトウェアを開発する意義は十分にあ
る。また、日本のシミュレーションソフト産業を育成するために
も重要な施策である。
○ものづくり技術分野のニーズにマッチさせる方針は評価で
きる。特定の分野に特化することが、既存製品よりも競争力
に優れたソフトウェアとするために重要である。
○半ば世界標準に近い地位を獲得している海外製ソフトウェ
アとどこに相違点を設けるのか、どのような手法で優位性を
確立できるかを、より明確にする必要がある。
○以上のことを明確にした上で、本施策は効果的、効率的に
実施すべきである。

○産業界での利用を促
進するためには、利用形
態を十分に検討した上
で、人材育成や利用技術
との一体開発が必要であ
る。
○中小企業のニーズに
応じた普及策も検討すべ
きである。

C
イノベーションの創出を加速す
るための最先端知識活用技術
の研究開発

文部科学省 100 ○ ○

製品の高度化に伴い技術の要求水準が高
まる一方、大学や研究機関における研究
開発成果は産業に十分活用されていな
い。また、ものづくり人口の減少に対処す
るために、技術の継続的な伝承が急務で
ある。そこで、最先端知識と正確に把握し
た現場状況をマッチングさせることで、現場
の課題の解決手法を支援する技術を研究
開発する。

○ものづくり技術の原理原則に基づいた、知識共有による解
決手法であり、意義のある課題である。
○しかし、本施策は一般論の構想のみによって計画されたも
のと言える。技術課題の解決方法を導き出すこと自体が重要
な研究開発課題であるにもかかわらず、本部分がほとんど検
討されていない。そのため、成果物の具体性が不明確であ
り、応用への道筋、享受できるメリットが明らかではない。
○以上の点を踏まえ、本施策は計画を見直す必要がある。

○得られた成果の最終
的な取扱方法を計画当
初から明確にすべきであ
る。さもないと、特に企業
からの適切な情報の収
集が十分にできない可能
性がある。

S
グリーン・サステナブル・ケミカ
ルプロセス

経済産業省
NEDO

600 ○

現在、化成品の製造は海外から純粋な原
材料が安定供給されることを前提にした上
で、多段なプロセスを介して高品質な部材
を製造しているため、大量の廃棄物が発生
している。地球及び人類に対するサステナ
ビリティ（持続性）を実現すると共に、今後
の世界的な環境意識の一層の高まりにも
対応する必要がある。そこで、世界初の我
が国オリジナル技術により、化学分野をは
じめ、様々な分野への波及効果が大きい
共通基盤的な技術を開発する。

○日本のものづくり技術に優位性をもたらし、化学工業の競
争力強化に対する布石の一つとなる、重要かつユニークな
テーマである。
○また、欧米の取組や規制に先んじて成果を出すことが出来
れば、我が国の産業競争力強化と地球全体の環境負荷低減
に大いに貢献できることからも、本取組の意義は大きい。
○水溶液中で高選択性触媒機能を持つ独自の触媒に着目
し、従来の化学の常識を打ち破るプロセスに挑戦することは、
日本発のオリジナル技術を発展させ、世界に発信させるとい
う点で高く評価できる。
○全体計画が8年と長期に渡ることから、施策推進にあたっ
ては成果目標の選択と集中及びマイルストン管理を徹底すべ
きである。
○以上の点を踏まえ、本施策は積極的に実施すべきである。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（ものづくり技術）

ものづくり



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

C
グリーン・サステナブル・ケミカ
ルプロセス（先駆的実用化技
術開発）

経済産業省
NEDO

600 ○

既存の化学品製造プロセスは、副生成物
や廃溶剤を大量に排出している。地球温
暖化問題や資源枯渇問題が現実化しつつ
ある中、今後は地球及び人類に対するサ
ステナビリティ（持続性）を実現すると共
に、今後の世界的な環境意識の一層の高
まりにも対応する必要がある。そこで、省エ
ネ、廃棄物低減、製造コスト低減を可能と
する化学品製造プロセスの実現に向け、
シーズがありながらも実用化にあたって解
決困難な課題を先駆的にブレークスルー
する技術を開発する。

○環境問題を克服するプロセスイノベーションに取り組む計
画であり、施策の意義は認められる所である。
○しかし本計画では、実用化にあたって重要なコスト、反応効
率等の課題に関する検討が不十分である。
○また、目標や出口イメージの絞り込みが必要である。実現
の可能性が高い課題に重点化を図り、即効性の高い内容、
方法で期間や予算を検討すべきである。
○以上のことを踏まえ、本施策は計画を見直す必要がある。

○スケールアップに伴う
規模と効率（コスト）の関
係を十分に検討すること
が必要である。

A
異分野融合型次世代デバイス
製造技術開発プロジェクト

経済産業省
NEDO

1,600 ○

小型・高性能・省エネルギーで、医療・福祉
や安全・安心等の様々な課題に対応でき、
かつ高信頼性が求められる分野にも適応
可能な、次世代デバイス群の実現に必要
な革新的製造技術を開発する。デバイス
製造技術に、従来から蓄積したMEMS製造
技術やナノ・バイオ等の異分野技術の手法
を融合させ、集中的に研究開発を行うこと
で、基盤技術の構築を図る。

○MEMSは日本の製造業に欠かせない重要な基盤技術とし
て定着している。本計画が目指す、医療・福祉等はMEMSを
基盤とする新たなデバイスの活躍が期待される分野であり、
研究開発の必要性は高い。
○研究開発項目が多くの分野にまたがり、一企業が実施す
ることは困難であることから、国が推進する意義は大きい。ま
た、本施策と連携させて国際標準化を推進させることは、国
際競争力を高めるために重要である。
○本計画にある異分野技術の融合を積極的、効果的に行う
ためには、研究推進において確かなリーダーシップを確保す
ることが重要である。
○様々な分野の企業が参画する集中研方式は評価できる。
しかし従来のMEMS関連施策に参画した限られた企業だけで
なく、新しい、強いプレーヤの参画を一層検討すべきである。
○以上のことを踏まえ、本施策は着実に実施すべきである。

○既に経済産業省で推
進されているMEMS関連
施策や、文部科学省の
先端融合拠点での研究
開発とのシナジー効果を
十分に発揮させるべきで
ある。

C 革新的高効率加工技術開発
経済産業省
NEDO

500 ○

我が国の製造業の一層の高度化と競争力
強化を促進するためには、マシニングセン
タ（工具の自動交換により多種類の加工が
できる数値制御工作機械）よりも更に精密
な加工を実現する汎用加工機が必要であ
る。そこで、マシニングセンタと放電加工機
との連携等によるマイクロスケールの汎用
加工を実現するため、高速加工技術と、最
適加工環境・加工速度を実現する放電加
工技術を開発する。

○マシニングセンタと放電加工機の研究開発を同時遂行し、
一体化させることの効果、意義、技術の新規性、産業的波及
効果、国が取り組む必要性のいずれもが明確ではない。
○また、実施体制として計画されているコンソーシアムの運営
方法も明確ではない。
○以上のことを踏まえ、本施策は計画を見直すべきである。

○技術開発の意義、必
要性、内容等について、
根本的な見直しが必要で
ある。

ものづくり



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（ものづくり技術）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

先端計測分析技術・機器開発
事業

文部科学省
JST

6,000 4,800 ○ ○

将来の独創的・創造的な研究
開発に資する先端計測分析
技術・機器及びその周辺シス
テムの研究開発を推進する。
機器開発プログラムでは最先
端計測分析技術を開発し、5
年程度でプロトタイプ開発を
目指す。要素技術プログラム
では、計測分析機器の飛躍
的性能向上が期待される独
創的な要素技術を開発する。
平成20年度から新たにプロト
タイプ改良開発プログラムを
創設し、実用化に至るまでの
大きな溝（死の谷）を乗り越え
るべく、技術ニーズを持つ多く
のユーザの意見を取り込む
ネットワークを構築し、改良開
発を促進する。

○科学に立脚したものづくりの可視化技術を根本から
強化する重要な施策である。
○昨年度の指摘事項である、産業界とのコラボレー
ション、知的財産の慎重な取り扱い、積極的な論文発
表と成果発信については、十分な対応がなされてい
る。
○独自技術により開発された機器を更に実用的にすべ
くプロトタイプ改良開発プログラムが開始されることは
評価できる。従来の研究内容をこれまで以上に周知・
広報し、幅広いユーザに試用させ、ネットワークの質を
確保すべきである。
○また、開発する機器毎の性質を考慮し、市販を前提
として汎用性を追求するのか、学術への展開を期待し
て性能向上を追求するのか、明確にすべきである。
○開発した分析装置の普及を促進させるために、例え
ば国内の大学・独法研究機関に積極的に普及させるし
くみ等を検討するべきである。
○分析・計測機器は欧米においてもイノベーション実現
と国際競争力強化のためのキーテクノロジーと認識さ
れており、特に米国では広範な分野を対象とした機器
開発が加速されている。我が国でもこれまでの成果で
ある優位技術・独自技術を発展させたオリジナル計測・
分析機器を世界に先んじて実用化すべく、本施策は加
速すべきである。

超ハイブリッド材料技術開発 経済産業省 800 800 ○

自動車用構造材料等の高度
化する要求水準を満足させる
ため、異種素材の組合せ（ハ
イブリッド化）により相反する
複数機能を両立できる革新的
部材を開発する。原子・分子
レベルでハイブリッド化構造・
配列制御を可能とする合成技
術を開発すると共に、ニーズ
に応じたハイブリッド化の設
計、提案ができる能力養成プ
ログラムの実施により材料産
業の人材育成にもつなげる。

○サイエンスに立ち返っての取組であり、科学に立脚し
たものづくり技術を強化する手法として評価できる。
○ナノ粒子による表面修飾技術は、キー技術として多
方面への応用、様々な用途への展開が期待できる。超
臨界技術の実用化へ先鞭を付ける取組となることを期
待する。
○大学が主体となる集中研に企業が参画するフォー
メーションを有効に機能させ、各研究チーム間にシナ
ジー効果を発揮させるため、研究開発のマネジメントに
十分な注意が必要である。
○成果の迅速な社会還元を行うために、開発ロード
マップの見直しを随時行いながら、本施策は着実・効率
的に実施すべきである。

ものづくり



（金額の単位：百万円）
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概算
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予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

戦略的基盤技術高度化支援
事業

経済産業省
中小機構

11,571 9,361 ○

「中小企業の特定ものづくり
基盤技術の高度化に関する
指針」の基盤技術ごとに示さ
れている技術課題の解決・高
度化を図る。我が国製造業の
強みの源泉である、鋳造、プ
レス加工、めっきなどの基盤
技術を担う中小企業の競争
力強化を図り、中小企業が行
う革新的かつハイリスクな研
究開発や、生産プロセスイノ
ベーション等を実現する研究
開発を支援する。

○日本のものづくり技術の強さを支える中小企業の基
盤技術をより強化する施策であり、地域の活性化にも
繋がる事業としても重要性は高い。また経営資源が脆
弱な中小企業の研究開発を促進させる点からも必要性
は高い。
○研究開発を行う中小企業とユーザがコンソーシアム
を組み、適宜大学や研究機関が参画する体制も、効率
的、効果的である。
○中小企業の持つ地域特性を考慮して推進すること
で、地域活性化に一層の効果が期待される。
○以上のことを踏まえ、本施策は着実・効率的に実施
すべきである。

○成果を出した中小
企業にインセンティブ
を付与した上で、我が
国全体の技術力を底
上げできるよう、成果
の活用方法を検討す
べきである。

循環社会構築型光触媒産業
創成プロジェクト

経済産業省
NEDO

1,100 1,100 ○

酸化チタン光触媒技術は我が
国発祥の技術として世界を先
導してきているが、今後は産
業創成と実用化を指向した研
究開発により国際競争力を保
持する必要がある。そこで、
光触媒共通のサイエンスを構
築すると共に、表面構造制
御、薄膜化、コーティング技術
などの共通基盤技術を開発
し、医療や環境関連分野等の
産業用途に応用すべく、UV照
射条件で2倍、可視光照射条
件で10倍の性能向上を目指
す。

○可視光照射下での性能向上目標の到達に向けた取
組により、成果が着実に出始めている点は高く評価で
きる。
○昨年度指摘事項である、文部科学省の関連基礎研
究の成果活用、産学官の役割分担と情報交換につい
ては、十分な対応が成されている。また、海外への技
術周知広報についても様々な取組がされている。
○集中研と共同研究を実施する企業との間で、サイエ
ンスと工業的ニーズの両視点から活発な情報交換を行
うことが重要である。
○以上を踏まえ、本施策は着実・効率的に実施すべき
である。

高集積・複合MEMS製造技術
開発プロジェクト

経済産業省
NEDO

1,100 1,100 ○

従来個別に開発されてきた各
種センサ、通信・制御用デバ
イスを、MEMS製造技術を用
いて高集積化、一体成形、ナ
ノ機能付加することで、小型、
省電力、高性能、高信頼性の
高集積・複合MEMSデバイス
の製造技術を開発する。ま
た、本事業で蓄積される材料
特性、製造技術等の知識情
報を、MEMS設計・解析支援ソ
フトウェアを用いてデータベー
ス化する。

○MEMSは日本が先導している分野であるが、更なる
高機能・多機能デバイスを市場に供給するために研究
開発は重要である。
○昨年度指摘事項である、国際標準化の検討、目標
の具体化と優先順位の明確化、新規市場の開拓、各
府省庁との連携については、十分な対応が成されてい
る。
○これまでの取組により、多様なMEMS製品を提供す
る製造拠点の整備や、異業種・ベンチャー企業の参入
を支援するソフト開発等が推進され、着実にMEMS産業
の裾野拡大が図られてきたことは評価できる。
○更に高度なMEMSデバイスの早期実用化に向け、本
施策は着実・効率的に実施すべきである。

ものづくり
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超フレキシブルディスプレイ部
材技術開発

経済産業省
NEDO

730 620 ○

ユビキタス社会の到来を見据
え、軽量かつ運搬性、表示性
に優れるフレキシブルディス
プレイに必要な有機半導体材
料・フィルムベースのTFT部
材、ロールtoロール製造技術
を開発する。部材技術とプリ
ント加工技術を構築し、その
評価基盤を確立することによ
り、次世代汎用表示材料開発
の支援システムを構築する。

○単なるフレキシブルディスプレイの部材開発にとどま
らず、その製造プロセスをも革新する、意義のある取組
である。
○昨年度指摘事項である、文部科学省の関連基礎研
究の成果活用、研究体制と開発マネージメントの明確
化、ロールtoロール製造技術と有機TFT製造プロセス
のコーディネーションについては、十分な対応が成され
ている。
○産総研とTRADIMの連携については、両集中研を総
括するPLを配置し、技術情報交換を随時実施する等、
積極的に推進されており高く評価できる。
○引き続き強固な連携を維持させ、本施策は着実・効
率的に実施すべきである。

ものづくり



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A　
微細植物資料に対する鑑定の
高度化に関する研究

警察庁 47 ○

従来活用できなかった微細証拠資料に対
応できる体系的鑑定検査法を確立するた
め、共焦点レーザー顕微鏡を用いた花粉
の形態検査法、植物に含有される有機成
分及び無機成分に対する分析法について
研究を行い、微細植物資料の鑑定検査法
の体系化を図る。

○客観的な物的証拠となる各種工業製品についてはその検
査法の研究開発が積極的に行われ実用化されている。一
方、植物に関連する物質は、多くの場所に存在し、無意識の
うちに犯人に付着することから、犯罪現場の地域的特性や犯
行の季節の推定に有効であると考えられるが、現時点では、
犯罪を立証する目的では十分に活用されていない。このた
め、本研究により微細植物試料による鑑定の実用化を図り、
犯罪の早期解決をもって安全・安心な社会の実現に資するこ
とができるように、着実に実施すべきである。

○膨大な資料の収集、整
理が必要となることから、
関係各機関と連携して実
施すべきである。

B
R（radiological）テロにおける
RN物質探知技術と現場活動
支援機材の研究開発

警察庁 34 ○

核・放射性物質（RN物質）を用いたテロ（R
テロ）に対して迅速に探知し、安全に処理
するため、RN物質の現場検知技術及び中
性子・ガンマ線等の複合放射線環境にお
ける現場活動支援防護機材に対して研究
を行い、Rテロ対応能力を向上させて被害
拡大の防止を図る。

○爆発テロ等との識別が難しいRテロにおいては、先ず、全て
の放射線（中性子線、ガンマ線、ベータ線、アルファ線等）の
測定を行い、即発臨界時のような高線量放射線発生時も正
確に検知することが必要である。こうした初動活動に用いる
小型で携行可能な計測装置は商品化されておらず、このよう
な機器の需要が限定されていることを考慮すれば、本研究に
よる研究開発の必要性は高い。また、現場で放射性物質の
処理にあたる者の安全向上という観点からも、本研究は重要
であり、効果的・効率的に実施する必要がある。

○放射性物質の探知に
ついての既存技術を十分
に活用し、成果の早期創
出を図るべきである。

A　
ひずみ集中帯の重点的調査
観測・研究

文部科学省 1,300 ○

東北日本の日本海側の地域及び日本海
東縁部の「ひずみ集中帯」を主な対象とす
る重点的な調査・観測等を実施し、「ひず
み集中帯」の活断層・活褶曲等の活構造を
明らかにし、震源断層モデルを構築するこ
とにより、「ひずみ集中帯」で発生する地震
の規模の予測、長期評価、強震動評価の
高度化に資することを目的とした研究開発
を実施する。

○ひずみ集中帯における地震の危険性については、これま
で本格的な調査研究がなされておらず、また国民の関心も高
い。社会的要請は強く、早期に成果を創出するためにも着実
に実施すべきである。
○なお、堆積平野の地質調査や古地震の調査については、
他府省や大学、関係研究機関等との連携を図り、関連する既
往の調査結果を有効に活用して、効果的・効率的に実施する
べきである。

○社会的要請を満たす
ためにも、他府省と連携
してデータ・知見を活用す
る等、できるだけ早期に
評価・結果を提示するた
めの方策を検討すべきで
ある。
○調査結果を技術的な
対策等に結びつけるため
の検討を行うべきであ
る。

【テロ・犯罪】

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（社会基盤）

【防災】

社会基盤
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A
東海・東南海・南海地震の連
動性評価研究

文部科学省 1,200 ○

東海・東南海・南海地震の連動性に着目
し、地震発生予測やこれらの地震が連動し
て発生した場合の発生直後の震災把握を
高度化し、人的・物的被害の大幅な軽減に
資することを目的とした調査観測・研究を
実施する。なお、本プロジェクトは、「東南
海・南海地震に係る地震防災対策の推進
に関する特別措置法」等に基づき平成15
～19年度まで実施されてきた「東南海・南
海地震に関する調査研究」の成果を踏ま
え、連動性に着目しつつ、一層発展させる
ものである。本プロジェクトは以下の3つの
サブプロジェクトから構成される。
①物理モデル構築・シミュレーション研究
（10年発生予測の基礎構築）
②海底稠密地震・津波・海底地殻変動観
測
③強震動予測及び地震・津波予測研究

○東海・東南海・南海地震が連動した場合、我が国の社会・
経済活動に甚大な影響を与えるものと考えられる。このような
自然災害に対して、合理的な対応をとることで被害を軽減す
ることは「イノベーション25」が目指す「安全・安心な社会」にも
述べられている重要課題のひとつである。
○東海・東南海・南海地震の影響を受けると想定される地域
は極めて広く、これらの地域において、すべての建物や都市
インフラ等に十分な耐震性を与える等の対策をとるには相当
の時間と費用が必要である。
○一方、これらの地震のなかでも、東南海地震は、今後、数
十年内に発生する可能性が高く、東海地震、南海地震の連
動を考慮して合理的な対応ができるように、十分なシミュレー
ション等を行った上で最適な震災対策をとる必要があり、着
実に実施すべきである。

○研究対象とする災害の
社会的重要性に鑑み、得
られた知見がどのように
減災に活用できるかを研
究軸に沿って整理すると
ともに、創出された成果
を速やかに社会に還元し
つつ研究を推進すべきで
ある。

B 中深層地震観測施設更新
文部科学省
NIED

216 ○

老朽化による観測データの劣化が震源決
定精度の低下に影響するのを防ぐため、
中深層に設置された地震計等観測網や
データセンターの更新を行う。平成20年度
は、関東周辺を中心とした中深層地震観
測施設5箇所に設置されている地震計の
更新を行う。

○地震観測は地震調査研究の基盤となることから、観測体制
がとぎれなく維持されるように整備することが必要である。
○ただし、「首都直下地震防災・減災プロジェクト」等、地震観
測に関する別のプロジェクトが実施されており、それらとの連
携を図った上、計測器の維持管理、更新計画については優
先順位を明確にし長期計画を工夫して効果的・効率的に実施
すべきである。

○国としての地震観測網
維持の観点から、他府省
や大学等と連携を進めて
整備計画をたてるべきで
ある。

B 広帯域地震観測施設整備
文部科学省
NIED

496 ○

偏りのない稠密な観測網を構築し、国の基
盤的地震観測を支えるとともに地震被害の
軽減と地震現象の理解を目指すことを目
的として、水平距離で約100km間隔で全国
的に広帯域地震計の整備に努めており、
これまでに日本全体の約7割にあたる73箇
所に広帯域地震計を整備している。平成
20年度は、基盤観測網として広帯域地震
観測施設の未整備13箇所のうち8箇所を
整備する。

○地震観測は地震調査研究の基盤となることから、観測体制
がとぎれなく維持されるように整備することが必要である。
○ただし、「首都直下地震防災・減災プロジェクト」等、地震観
測に関する別のプロジェクトが実施されており、それらとの連
携を図った上、計測器の維持管理、更新計画については優
先順位を明確にし長期計画を工夫して効果的・効率的に実施
すべきである。

○国としての地震観測網
維持の観点から、他府省
や大学等と連携を進めて
整備計画をたてるべきで
ある。

社会基盤
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B 防災教育支援推進プログラム 文部科学省 300

防災科学技術に基づく防災分野の知見を
積極的に活用して効率的かつ効果的な防
災教育の実施を支援することにより、能動
的に防災に取り組むことのできる人材を育
成し、社会全体の防災力を高めることを目
的として、関係行政機関や大学、地方公共
団体、民間企業等との密接な連携・協力の
下、以下の取組を行う。
①防災教育支援モデル地域事業の実施
②防災教育支援窓口の整備
③防災教育支援地域フォーラム等の開催

○「イノベーション25」における「安全・安心な社会」として描か
れた「自助・共助」のあふれる社会、災害に強い社会を形成
するには、国民への防災教育を充実させ、能動的に防災に
取り組む人材を育成し、ひとりひとりの意識啓発を下支えする
ことが欠かせない。
○地震防災に関連する施策の実効性を最大限のものとする
ためにも、継続的な防災教育への取組が重要であり、とくに
防災教育支援モデル地域事業については、これまでに実施さ
れてきた関連の取組との連携を図り、それらの教育効果を検
証して、内容や方法を改善しながら着実に実施すべきであ
る。
○支援窓口の整備、地域フォーラムの開催については、他府
省や地方公共団体の取組とも連携して、効果的・効率的に実
施すべきである。

○教職員等、情報の伝え
手への研修についても留
意すべきである。
○学校教育にとどまら
ず、一般国民への普及に
ついても検討すべきであ
る。
○最新研究や優れた取
組を紹介する際には、橋
渡しをする現場の意見を
取り入れて、情報の受け
手にあった情報提供を行
うことが必要である。

社会基盤



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

B
省エネ用炭素繊維複合材料
開発

経済産業省 5,500 ○

次世代の小型ジェット旅客機を対象とし、
①従来の成形法（プリプレグ）に比べ低コ
ストであり、曲がりの大きな部位の成形も
行うことができるVaRTM（バータム）法等の
技術の開発、②複合材を用いた製品の耐
雷性能を低コストで確保するための技術の
開発を行う。

○VaRTM技術及び複合材耐雷技術は、我が国が世界に先
駆け実用化を目指す技術であり、機体の製造コスト低減に寄
与し、航空機の市場競争力に直結する重要な研究開発であ
る。また、これらの技術は炭素繊維複合材の適用範囲の拡
大を可能とするものであり、航空機以外の分野にも応用が期
待され、産業界への波及効果が大きいと考えられることから、
効果的・効率的に実施すべきである。

○23年の小型航空機
（MRJ)開発以後のロード
マップを明確に示すべき
である。
○YS－11などの過去の
開発体制の弱点につい
て検討・整理し、その解
決方策を明らかにすべき
である。

A
多世代利用型超長期住宅及
び宅地の形成・管理技術の開
発

国土交通省 358 ○

多世代に継承されながら適切に保全され
つつ、超長期にわたって利用される社会的
資産となる新しい住宅像を「多世代利用型
超長期住宅」として確立するとともに、既存
住宅の長期利用を実現するために、1）多
世代利用型超長期住宅を新築するための
技術基準・ガイドラインの整備、2）既存住
宅の長期利用に向けた技術基準・ガイドラ
インの整備、3）多世代利用型超長期住宅
の維持管理のための技術開発、4）超長期
住宅を支える宅地基盤を整備するための
技術基準・ガイドラインの整備、を行う。平
成20年度においては、産学官で構成され
る検討組織を設置し、目標性能水準や技
術基準の検討、振動特性の検査手法の開
発、既存技術の適用可能性の検証などを
行う。

○人口減少下においても持続可能な都市形成の一環として、
多世代利用型住宅の普及を図ることは、国民の住環境の向
上や、廃棄物問題の解決に資する重要な研究課題である。
世代を超えた住宅の長期利用を普及させるためには、築年
数の高い住宅についても健全な中古市場を形成することが
不可欠であり、その基盤となる住宅性能の明示化に資する研
究であるため着実に実施すべきである。

○評価・診断法を広く社
会に普及させることに配
慮して、住宅の部位・部
材ごとに、モニタリングに
求められる精度や頻度を
検討するほか、非破壊検
査などモニタリング以外
の検査方法も検討対象と
し、効果的、効率的な評
価・診断法の開発を行う
べきである。
○成果が社会に還元さ
れるように、住宅の長寿
命化の促進に資する行
政施策等との連携を図る
べきである。

【都市再生・生活環境】

【交通・輸送システム】

社会基盤



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（社会基盤）

（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【テロ・犯罪】

安全・安心科学技術プロジェ
クト

文部科学省 1,001 405 ○ ○

本事業は、重要研究開発課題の
研究開発を進めることにより、国
家安全保障、国民生活の安全確
保への貢献を目指すとともに、こ
の取り組みを通じ、安全・安心に
資する科学技術推進のための
拠点の整備、関連研究者等の
ネットワークの構築を図るため、
平成19年度から実施している。
平成20年度においては、平成19
年度に採択した課題を引き続き
支援するとともに、以下について
新たな公募を行う。
①地域における社会的な課題に
対して、人文・社会科学の知見も
動員しつつ、科学技術によって
解決を図る研究開発課題。
②テロ対策、犯罪対策、危機管
理等のための研究開発課題。
③日米安全・安心科学技術協力
イニシアティブ等国際的な枠組
みで共同で研究開発を行うこと
が合意されたプロジェクト。

○安全・安心な社会作りに向けて、現在実施中の研究
開発課題に加え、その他のニーズが高い課題について
も、テロ・犯罪対策に関する研究開発を引き続き着実に
実施する必要がある。また、地域社会における不安を
解消、住民の安心・安全を図るための研究開発や、現
在、日米安全・安心科学技術協力イニシアティブ等の
下で行われているテロ対策に係る技術協力の確実な
実施を図る観点からも重要な施策であり、着実に実施
する必要がある。

○研究開発計画の段
階から関係府省や
ユーザー等との連携
を深め、早期実現の
追求とともに実際の
利用を念頭に置いた
取組を実施すべきで
ある。

社会基盤



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【防災】

首都直下地震防災・減災特別
プロジェクト（うち①プレート構
造調査、②耐震性評価・機能
確保研究）

文部科学省 1,639 1,450 ○

複雑なプレート構造の下で発
生しうる首都直下地震の姿
（震源域、将来の発生可能
性、揺れの強さ）の詳細を明
らかにし、耐震技術の向上や
地震発生直後の迅速な震災
把握等と有機的な連携を図る
ことにより、地震による被害の
大幅な軽減に資することを目
指す。耐震性評価・機能確保
研究については、首都圏に数
多く存在する超高層建築物等
を新たに研究対象とすること
で、より実効性ある研究とす
る。

○首都直下地震が発生した場合、我が国の経済・社会
機能に大きな影響を与える懸念がある。一方、建物や
都市インフラが集中する地域であることから、その対策
費用も大きい。本研究では地震規模等の予測や建物
の耐震性を検証することで、都市の耐震性をどこまで
向上させるべきか、また地震発生時にどのように都市
機能を確保するか等、対策を検討するための基礎を提
供するものであり、合理的に国民の安全・安心を向上さ
せる観点から、着実に実施すべきである。

○プロジェクト全体の
総括的な目標と各個
別プロジェクトの位置
づけを明確にし、それ
ぞれ以下に示す個別
プロジェクトごとの事
項に留意した上で、そ
れぞれの関係を含め
て整理することが必
要である。
○プロジェクト①につ
いては、最終的な目
標とその目標が達成
された場合の首都圏
防災機能向上におけ
る効果を明確にする
こと。
○プロジェクト②につ
いては、別施策の「E
－ディフェンスを利用
した耐震実験研究等」
との連携を一層深め
ること。

首都直下地震防災・減災特別
プロジェクト（うち広域的危機
管理・減災体制研究）

文部科学省 200 0 ○

広域的危機管理・減災体制研
究については、減災へのイン
パクト、国民への成果の還元
などの視点をより明確にした
研究課題を実施する。さらに、
日本全国の大学の研究者に
加え、自治体、企業、地域コ
ミュニティ等と連携・協力して
研究を進める。

○地震被害の軽減を図るにあたり、間接被害の軽減は
重要な課題である。
○本プロジェクトは5つの研究が提案されているが、そ
れぞれが別個に示されており、全体としてどのような目
標をもって減災を目指すかが明確でない。本プロジェク
トの施策に関する具体的な目標を明確にした上で、そ
れぞれの研究の位置づけを整理して計画を見直し実施
すべきである。

○発災時における関
係府省、地方公共団
体、大学等の研究機
関、産業界の具体的
な行動計画と役割分
担を踏まえて、関係
者の連携を一層強化
して実施する必要が
ある。

社会基盤



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

Eディフェンスを利用した耐震
実験研究等

文部科学省
NIED

2,803 1,962 ○

実大三次元震動破壊実験施設
（E－ディフェンス）を活用し、鉄
骨造建物及び橋梁構造物につ
いて崩壊に至る実験を含めた加
振実験を実施し、構造物の破壊
過程や耐震性能・余裕度評価に
関するデータの取得・蓄積を行う
とともに、構造物の耐震補強技
術や制震技術等の高度化を推
進する。また、将来の数値振動
台の構築を目指して、E－ディ
フェンスで実施する木造、鉄筋コ
ンクリート造、鉄骨造などの建築
構造物及び地盤・基礎系の崩壊
実験の挙動を追跡できる、より
高精度な数値シミュレーション技
術を開発する。世界最高性能の
震動台を維持し続けるため、中
長期維持管理計画を策定すると
ともに、最新技術、計測センサー
の導入等に努めている。防災科
学技術研究所と米国地震工学シ
ミュレーションネットワーク
(NEES)で合意した日米共同研究
であり、研究施設の相互利用、
研究者の交流を積極的に行って
いる。

○世界でも類をみない大型の振動実験を実施できる震
動台であり、その実験は耐震工学の向上のみならず、
実大であることから強い説得力をもって耐震補強効果
などを国民に示すことで、国民の防災意識の向上や耐
震補強の普及などにつながる観点からも、着実に実施
すべきである。

○大規模であるが故
に維持・管理費が大
きいこともあり、費用
の削減など効率的な
運営に努める必要が
ある。
○減災につながる一
連のスキームのもと
に、実験が実施され
るように計画すべきで
ある。
○実験結果の活用に
ついてフォローアップ
を行うべきである。

地震・火山噴火等による被害
軽減のための地殻変動モニタ
リング・モデリングの高度化と
予測技術の向上

国土交通省 1,151 1,053 ○

日本列島に展開する「GPS連
続観測網(GEONET)」を高度
化するとともに、地殻変動の
数値シミュレーション、断層モ
デリングの高度化等による地
震・火山活動のメカニズムの
解明、予測技術開発を行う。
また、観測・解析手法の向上
に関する研究を行うとともに、
被害を予測し、被害状況を把
握し、更なる被害を軽減する
ための情報システムを開発す
る。平成20年度は引き続き全
国1200箇所設置しているGPS
連即観測点の老朽化した装
置の更新を行うとともに、東
海・東南海地震の監視のため
に電子基準点を引き続き5点
増設する。

○GPS連続観測網は、地理空間情報の活用促進に欠
かせない基盤設備である。
○国土をモニタリングし、地震・火山活動を監視するこ
とは、合理的な災害対応の基礎となる情報を得ること
であり、国民の安全安心に大きく貢献するものであるこ
とから着実に実施すべきである。

○蓄積された地理空
間情報を有効に利活
用するためにも、他府
省・産業界等のユー
ザーとの連携を進め
るべきである。

社会基盤



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
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前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【交通・輸送システム】

次世代環境航空機
経済産業省
NEDO

5,920 3,390 ○

環境負荷低減及び運航コスト
低減に優れた国産旅客機を
開発し、我が国航空機産業の
一層の発展を図るため、材
料・ＩＴ技術等の要素技術の開
発・実証研究を行う。平成19
年度末の事業化決定を経て、
20年度以降は、本格開発に
移行し、要素技術レベルでの
実証及び強度試験、飛行試
験を実施することにより、技術
を確立させる。また、民間航
空機エンジンとしては、技術
的な蓄積の少ない高圧系（圧
縮機、燃焼器）を中心として、
実証試験等により技術の確
立を行う。

○欧米との協同開発では培うことができない民間機の
インテグレーション技術を構築し、市場投入することに
より、今後有望な中小型機市場を開拓しようとする重要
な施策である。
○平成20年春に事業化判断が予定されており、その事
業化による周辺産業への波及効果も大きいと考えら
れ、プロジェクトが遅延無く推進されるように着実に実
施すべきである。
○燃費効率等を向上させる環境適応型小型航空機用
エンジンに対する社会的な要請は強く、我が国が技術
を主導する好機と捉えて着実に実施すべきである。

○機体の開発とエン
ジンの開発は市場投
入時期が異なること
は理解できるが、それ
ぞれ世界市場で切磋
琢磨し、将来的には、
派生機で一体となる
ことが期待される。

次世代航空機用構造部材創
製・加工技術開発

経済産業省 840 830 ○

航空機の軽量化を通じた、一
層のエネルギー使用合理化
を目的として、先進的な材料
技術を開発し、航空機分野で
の適用促進を図る。具体的に
は、光ファイバーセンサ等を
通じ、複合材料の損傷等を検
知するための「健全性診断技
術」、過酷環境下での複合材
料の使用に向け、耐衝撃性に
優れた「航空機エンジン複合
材料技術」、大型・複雑形状
部品に軽量かつ高強度なチタ
ン合金を用いるための「次世
代チタン合金部材創製・加工
技術」、 従来の金属材料より
高耐熱、軽量なセラミック複合
材（CMC)をタービン翼に適用
するための「軽量耐熱複合材
CMC技術」を開発する。

○環境問題への意識の高まり、燃料費の高騰等によ
り、航空機の燃費性能の一層の向上が求められている
中で、本研究開発は、航空機用構造部材の軽量化に
資する新たな材料や製造技術を開発するものである。
また、日本が世界をリードしている複合材分野の技術
力をさらに伸ばす施策であり、航空機産業の国際競争
力の維持向上はもとより、他産業への波及効果も大き
いことから、重要な施策であり着実に実施すべきであ
る。

○今後の技術開発に
ついて、長期的な
ロードマップを明確に
して研究開発を進め
るべきである。
○次世代環境航空機
に適用できるものは
積極的に適用すべき
である。

社会基盤



（金額の単位：百万円）
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戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金
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国産旅客機高性能化技術の
研究開発・クリーンエンジン技
術の研究開発

文部科学省
JAXA

2,725 2,704 ○

国産旅客機については平成
19年度の事業化決定、平成
23年度に予定されている初飛
行を目指し、設計・製造の低
コスト化・高効率化や、安全
性、快適性、環境適合性の高
度化等に資する技術を開発
し、その成果を機体メーカに
移転する。国産エンジンにつ
いては、低燃費(CO2低減)、低
騒音、低NOx等の環境適合技
術を開発し、エンジンメーカに
移転する。また、風洞やエン
ジン試験装置などの大型試験
設備を整備・改修し、各種開
発試験、型式証明等の技術
支援を行う。

○経済産業省が進める次世代環境航空機（機体及び
エンジン）と一体として進められるプロジェクトであり、国
産旅客機及び国産エンジンの実用化を支援するため
の重要な施策であり、基盤技術力の維持のために、着
実に実施すべきである。

○基盤技術やノウハ
ウの獲得において
は、関係府省の施設
や技術も有効に活用
すべきである。

全天候・高密度運航技術
文部科学省
JAXA

546 381 ○

航空交通需要の大きな伸び
に対応できる次世代運航シス
テムの国際基準策定に貢献
するため、航空機分散型の運
航システムの開発を行う。
ヒューマンエラーによる事故を
減らすため、CRM（Crew
Resource Management）訓練
向上技術、運航品質保証プロ
グラムで利用されるツールを
開発する。増加する乱気流事
故を減らすため、晴天乱気流
を事前に検知するシステムの
開発を行う。

○航空需要の増大への対応と運航の安全性を向上さ
せるのみならず、大災害が発生したときに行われる超
過密飛行を支援する観点からも重要な技術であり、着
実に実施すべきである。

○海外機関との連携
を一層深め、効率的
な技術開発を行うべ
きである。

社会基盤



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
小型化等による先端的宇宙シ
ステムの研究開発

経済産業省
NEDO

1,000 ○

衛星開発の低コスト化・短納期化・小型化
を実現するため、モジュール化、標準化
（共通化）、自動制御化等を図り、我が国
宇宙システムの国際競争力強化や国内宇
宙産業の基盤維持を図る。

○衛星の小型化、軽量化、即応化、短納期化は世界の大き
な趨勢であり、取り組む意義は大きい。
○「高機能化と低コスト化」の両方を重視した宇宙システム作
りは、宇宙利用の推進、宇宙産業の活性化に資する研究開
発であり、着実に実施する必要がある。

○次世代型無人宇宙実
験システム(USERS)、宇
宙環境信頼性実証シス
テム(SERVIS)で得られた
知見を有効に活用する必
要がある。
○左記の考え方及び本
施策で得られる成果が、
今後の我が国の衛星開
発に、広く反映されるよ
う、関係省庁及び産業界
との連携が必要である。

A

海洋資源の利用促進に向け
た基盤ツール開発プログラム
のうち鉱物資源分野及びエネ
ルギー資源分野

文部科学省 400 ○ ○

2007年7月の海洋基本法の施行を踏まえ、
海に囲まれた我が国が新たな海洋立国の
実現を図るため、大学等が有する基礎的
な研究や要素技術を核として、関係機関と
連携の上、我が国周辺海域で喫緊の課題
となっている海洋資源の利用促進に向け
た基礎ツールを開発する。このことにより、
関係府省において、海洋資源の将来にわ
たる持続的な利用及び保全に関する政策
を実施・推進する上で必要となる科学的知
見を提供し貢献することを目指す。具体的
には、既存の観測プラットフォームを積極
的に活用し、海底熱水鉱床等における鉱
物資源及び大水深海域におけるメタンハイ
ドレート等エネルギー資源の高度な検出セ
ンサー等の技術開発を行う。

○排他的経済水域(EEZ)における、海底熱水鉱床等の鉱物
資源の開発・利用、大水深海域におけるエネルギー資源の
開発・利用に必要な観測基盤構築のためのセンサー開発等
は、海に囲まれた我が国の海洋資源の持続的・積極的な開
発・利用のために重要である。このため、大学、民間等が有
する基礎的な研究や要素技術を核として、関係機関との連携
のもと、着実に実施すべきである。

○独立配分機関での業
務実施を念頭に置き、早
急に体制整備に努めるこ
と。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（フロンティア）

【海洋】

【宇宙】

フロンティア



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（フロンティア）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【宇宙】

LNG推進系の飛行実証
文部科学省
JAXA

14,989 3,244 ○

液化水素に対しコスト、取扱
性の点で優位性を有し、将来
の輸送系開発の選択肢となり
得るLNG（液化天然ガス）推進
系の研究開発を行い、民間主
導で開発される中小型衛星打
上げ用GXロケットの2段目とし
て飛行実証を行う。

○GXロケットは、民間が主導で開発を進める中型ロ
ケットであり、民間による商業運用スケジュールを踏ま
え、計画通りＧＸロケットの技術移転を行う必要があり、
着実に実施すべきである。
○本施策は、GXロケットの2段目に搭載するLNG推進
系の開発を行うものであり、これまでの開発で明らかと
なった技術課題に対し、適切に処置した上で、着実に
実施すべきである。

○民間事業者、経済
産業省・NEDO及び文
部科学省・JAXAによ
り提供、開発される要
素の組み合わせによ
り実施されるプロジェ
クトであり、信頼性の
確保に留意し責任分
担を明確にした上で、
着実に実施すべきで
ある。
○GXロケットの商業
運用に向けて、しっか
りとした民間側の体
制が整備・維持される
ことが不可欠である。

固体ロケット技術の維持
文部科学省
JAXA

2,800 54

我が国が独自に培った固体ロ
ケットシステム技術を将来に
わたって価値ある技術に維
持・発展させることを目的とし
て、その維持方策の検討の一
環として、平成19年度の次期
固体ロケットに係る調査研究
を踏まえ、同ロケットのフィー
ジビリティや開発への移行に
係る検討を行う。

○現時点では、固体ロケットの次回打上げの予定が明
確でなく、固体ロケットの開発・製造等に係わる能力の
維持や技術の陳腐化等、技術維持の面で懸念がある
点に配慮しつつ、当面は我が国の固体ロケット技術維
持に必要不可欠と認められる範囲に要求内容の一部
を減速して実施すべきである。
○本件の施策名は、固体ロケットの維持となっているも
のの、内容的にはこれを越えた施策が含まれており、
技術の維持という範囲を超えた開発等を行う場合に
は、幅広い分野での固体ロケット利用ニーズの調査
や、国際的な競争力確保のための方策等を、より一層
総合的に検討する必要がある。また、現在、H-IIBロ
ケット、GXロケットの開発が進められており、M-Vロケッ
ト後継機の開発着手にあたっては、文部科学省及び宇
宙開発委員会において、我が国宇宙輸送システムにお
ける固体ロケットの位置付けを明確にした上で行うべき
である。

フロンティア



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

次世代輸送系システム設計
基盤技術開発

経済産業省
NEDO

1,030 2,593 ○

GXロケットは、米国の実績の
ある技術と我が国の開発技
術を組み合わせた、民間主導
の官民協力により開発を行う
中型ロケットである。ロケット
市場における国際競争力確
保を図るため、ロケットの開発
着手から打上げまでの期間を
短縮する基盤技術、低コスト
で環境に優しいLNG（液化天
然ガス）エンジンを用いたロ
ケットシステムの制御に資す
る基盤技術等の開発を行う。

○GXロケットは、民間が主導で開発を進める中型ロ
ケットであり、民間による商業運用スケジュールを踏ま
え、計画通りGXロケットの技術移転を行う必要があり、
着実に実施すべきである。
○本施策はGXロケット開発の内、国際競争力確保を目
的とした、ロケットの開発期間短縮のための基盤技術
開発であり、引き続き、着実に実施すべきである。

○民間事業者、経済
産業省・NEDO及び文
部科学省・JAXAによ
り提供、開発される要
素の組み合わせによ
り実施されるプロジェ
クトであり、信頼性の
確保に留意し責任体
制を明確にした上で、
着実に実施すべきで
ある。
○GXロケットの商業
運用に向けて、しっか
りとした民間側の体
制が整備・維持される
ことが不可欠である。

国際宇宙ステーションの運
用・利用等

文部科学省
JAXA

17,504 18,972

国際宇宙ステーション計画
は、日･米･欧･加･露の5極が
国際約束に基づき共同で、高
度約400kmの地球周回軌道
上に平和的目的のための常
時有人の国際宇宙基地を構
築し、宇宙環境を利用した
種々の実験、地球・天体観測
等を行う国際協力プロジェクト
である。
我が国は「宇宙基地協定」な
どの国際約束に基づき、日本
の実験モジュール「きぼう」
（JEM）の開発・運用・利用を
行う。

○国際約束に基づき進められる施策であり、国際協調
プロジェクトとして着実に実施すべきである。
　また、日本人宇宙飛行士の経験の蓄積と宇宙空間に
おける多様な実験機会の確保という面で重要な施策で
ある。

○今後のスペース
シャトル退役など、将
来の国際動向により
国際宇宙ステーション
計画が変更となった
場合にも柔軟に対応
できるよう、適切なリ
スク管理が必要であ
る。
○日本の実験モ
ジュール「きぼう」の
有償利用事業に対す
る民間の参画に向け
て、より一層取り組む
べきである。

宇宙環境信頼性システム開
発(SERVIS)

経済産業省
NEDO

750 600 ○

高コスト及び長納期な現在の
宇宙用部品において、我が国
産業の有する優れた民生技
術の広範な採用を促進するた
めに、民生部品に対する地上
での耐環境性試験結果を
データベース及びガイドライン
として整備するとともに、これ
までの本施策の成果及び中
間評価を踏まえ継続的な民
生部品・機器の宇宙実証が可
能となる低コストの実証シス
テムの開発を産学官の連携
により行う。

○民生部品データベース及びガイドラインの整備と、宇
宙環境信頼性実証システム2号機(SERVIS-2)による民
生部品・機器の宇宙実証を行うものであり、民間技術を
活用し、我が国の宇宙産業の国際競争力を確保する
ために、継続的に取り組む必要がある施策であり、着
実に実施する必要がある。

フロンティア



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

次世代地球観測センサ等の
研究開発（ハイパースペクト
ルセンサ技術）

経済産業省
NEDO

2,020 603 ○

従来の光学センサから格段に
性能を向上した衛星搭載用光
学センサであるハイパースペ
クトルセンサの開発を行う。
地球観測データの利用の拡
大を図るため、利用ニーズに
即した情報を地球観測データ
から抽出するための処理・解
析アルゴリズムの開発、それ
らデータの処理解析技術の研
究開発を行う。

○我が国において開発し、既に多数の実績を上げてい
る資源探査用センサをさらに発展させた次世代地球観
測センサであるハイパースペクトルセンサ技術は、地
球資源探査の可能性を広げるものとして、その成果利
用は、森林管理、環境監視、災害監視等でも大きな役
割を果たすと期待され、着実に実施すべきである。
○また、環境に対する関心の高まりなどから、ハイパー
スペクトルセンサは、今後の世界標準となる可能性が
高く、諸外国においても開発が進められていることか
ら、引き続き着実に実施すべきである。

○資源探査用将来型
センサ(ASTER)、次世
代合成開口レーダ
(PALSAR)の開発・運
用で得られた成果を
踏まえた、今後の開
発の在り方を検討し
ていくべきである。

石油資源遠隔探査技術の研
究開発

経済産業省 1,600 1,550 ○

資源探査用将来型光学セン
サ（ASTER)、次世代合成開口
レーダ（PALSAR）から得られ
る画像データの処理・解析技
術の研究開発や地上処理シ
ステムの運用、維持設計等を
行う。

○近年、新興諸国のエネルギー需要増大を背景として
エネルギー確保競争が激化。石油価格は高騰してお
り、効率的な探査を可能とするセンサ及び解析技術の
開発は、新たな資源の発見を通じて、我が国のエネル
ギー問題克服にも貢献することが期待される技術であ
る。
○また、石油開発を始め、多くの分野で本事業の成果
が活用されている事例が数多く存在しており、引き続き
民間の利用拡大にも取り組みつつ、着実に実施すべき
である。

○研究開発から商業
利用に向かうロード
マップを明確にすると
ともに、来年度から本
格的な研究開発
フェーズに入るハイ
パースペクトルセンサ
の進展を踏まえなが
ら、同新型センサへ
の資源の集中的投入
についても検討してい
く必要がある。

信頼性向上プログラム（衛星
関係）

文部科学省
JAXA

959 652 ○

人工衛星の一層の信頼性向
上と確実なミッション遂行のた
め、地上での衛星試験の強
化や軌道上における衛星環
境の把握等の、衛星のロバス
ト性（頑健性）を高める取り組
みを行う。
また、H-IIAロケット打上げの
余剰能力を利用し、衛星に必
要な小型、高性能の装置を小
型衛星に搭載して軌道上実
証を行い、衛星技術の信頼性
を向上させ、将来の衛星製作
費の削減、軌道上実証の実
績による信頼性向上、技術基
盤の強化を図る。

○本施策は、衛星の更なる信頼性向上を目指して、継
続的に取り組む必要のある施策であり、着実に実施す
べきである。

フロンティア



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

A
環境リーダー育成イニシアティ
ブ

内閣府
文部科学省
環境省

703 外

各国において環境に関する科学技術や政
策の知識や経験を持ち、各分野において
持続可能な世界の実現にリーダーシップを
発揮し、環境配慮の考え方を多くの分野へ
浸透していく中核的人材(環境リーダー)を
育成する。本イニシアティブでは世界の学
生、研究者・技術者、政策担当者、企業人
等が我が国の優れた環境技術・環境政策
を学ぶ機会を関係府省連携の下に作り上
げる。

○我が国が有する知見、経験を活かし、世界的な課題である
環境・エネルギー問題の解決をリードする人材を育てる取組
であり、着実に実施すべきである。
○産学官、各府省連携も評価できる。

○事業の実施までに、育
成するリーダーの具体像
や帰国後のキャリアパス
をさらに明確化するととも
に、国費留学生制度を始
めとする各種奨学金な
ど、既存の施策との連携
を図り、優秀な人材を受
け入れる仕組みの強化
を検討すべきである。

B
Ｇ８科学技術閣僚会議等の開
催

内閣府 13 外

Ｇ8＋ＥＵの各国の政府首脳の科学顧問等
の非公式の意見交換の場であるカーネ
ギーグループ会合と共に、我が国で公式
のＧ8科学技術閣僚会議を開催し、環境、
エネルギー分野での国際協力による革新
的技術の研究開発や科学技術国際協力
による枠組みを築くための議論を通じ、北
海道洞爺湖サミットで科学技術政策の推
進に資する成果を生むきっかけとする。

○経済発展や環境・エネルギー等の世界的な課題を解決す
る基盤となる科学技術については、国内のみならず諸外国と
の協力が必要である。北海道洞爺湖サミットを控え、科学技
術立国を掲げる我が国が本分野において、一層、世界を主
導する役割を果たすべきであり、国内外の調整を整え、効果
的・効率的に実施すべきである。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（科学技術外交）

科技外交



（金額の単位：百万円）

優先度 施策名 所管
概算
要求額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 優先度判定 特記事項

外務省
JICA

1,380 外

○地球規模課題に対応する科学技術協力
開発途上国のニーズと要請に基づき、環
境、エネルギー、防災、感染症対策等の分
野において、文部科学省及び我が国の大
学・研究機関等と連携した科学技術協力プ
ロジェクトや科学技術研究員の派遣によ
り、技術の開発・応用や新しい知見の獲得
のため共同研究を実施するとともに、開発
途上国の大学・研究機関等の能力向上を
図る。

○これまでの研究協力事業において課題とされてきた国内研
究と途上国における研究を効率的に連携できるよう、文部科
学省の事業と連携する工夫がなされており、開発途上国との
科学技術協力を効果的に実施する新規の良い取組であり、
連携の具体化を図り、積極的に実施すべき。

文部科学省
JST

1,250 外

○開発途上国との国際共同研究等による
科学技術協力の推進
・アジア・アフリカ科学技術協力の戦略的
推進
　環境・エネルギー、水、感染症等の世界
の諸課題の解決に向け、アジア・アフリカ
諸国との国際共同研究を支援するなど協
力を強化する。（前年度からの継続事業分
及び環境リーダー育成イニシアティブ分を
除く。）
・アジア科学技術発展基盤整備事業
　日本の優れた科学技術とODAの連携に
より、アジア等の開発途上国と環境・エネ
ルギー分野等における科学技術協力を推
進。JICAとの連携プロジェクトの企画立
案、運営、総合コーディネイトを実施。
・重要分野のプロジェクト協力
　感染症対策や地震・火山防災のように国
際的研究協力が特に重要となる重要政策
課題を設定し、課題毎に政策トップダウン
的にプロジェクト協力を行う。その際、必要
な施設整備や人材育成等をODAで行うこと
を想定。

○これまでの研究協力事業において課題とされてきた国内研
究と途上国における研究を効率的に連携できるよう、外務省
の事業と連携する工夫がなされており、開発途上国との科学
技術協力を効果的に実施する新規の良い取組であり、連携
の具体化を図り、積極的に実施すべき。

S 開発途上国との科学技術協力

科技外交



（金額の単位：百万円）
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Ａ
文部科学省における「科学技
術外交」の取組み

文部科学省 3,843 外

①科学技術外交を戦略的に進めるための
調査
・科学技術と外交戦略のあり方に関する調
査研究
　国内外の研究開発動向、制度、将来予
測等の定量的・定性的な詳細データに基
づき、今後の国際協力を戦略的に進める
計画の体系的な立案に資する。
②開発途上国との国際共同研究等による
科学技術協力の推進
・アジア･アフリカ科学技術協力の戦略的
推進
　環境・エネルギー、水、感染症等の世界
の諸課題の解決へ向け、アジア・アフリカ
諸国との国際共同研究を支援するなど協
力を強化する。（前年度からの継続事業分
のみ。）
③先進各国等との研究交流促進による科
学技術協力の推進
・戦略的国際科学技術協力推進事業
　政府間合意等に基づき国が指定した国・
地域、分野での国際研究交流等を集中的
に支援し、トップダウンの戦略的な国際協
力を推進。

○科学技術外交を強化するために、関連する施策の新規・拡
充を図るなど、積極的な対応は評価でき、これらを着実に実
施すべき。これらの事業の成果を科学技術外交の観点から
どのように活用するか、明確にすべきである。

○全体的なコーディネー
タ役を検討すべき。科学
技術外交の考え方を踏ま
え、さらに有効な取組を
検討するとともに、戦略
づくりを行うことが必要。

B
感染症分野の国際科学技術
協力

厚生労働省
2,873の内

数
外

海外の研究機関との連携や研究協力の推
進、WHOを通じたネットワークへの参加を
実施。具体的には、各国の感染症対策セ
ンターとの感染症協力覚書の締結や、イン
フルエンザウイルスの解析やポリオウイル
スの分子疫学調査の実施、生物製剤の品
質管理等の指導といった技術支援、諸外
国からの研修生の受け入れ、WHOの主催
する各感染症ごとの病原体診断及びサー
ベイランスのネットワーク等に参加し、研究
者を派遣するなどの活動を実施中。
平成20年度は例えば、高病原性のウイル
ス等の診断検査に不可欠なBSL3実験室
の維持管理技術、狂犬病患者の生前の病
原体診断技術などの提供を行って、流行
地での公衆衛生対策に貢献し、一層の連
携協力を進める。

○新興感染症対策は、開発途上国を始め、世界的な課題で
あり、本研究は重要であり、効果的・効率的に実施すべき。今
後、科学技術外交の強化の観点から、国際的に本事業の成
果をどのように活用するかについての検討を進めるべきであ
る。

○科学技術外交の考え
方を踏まえ、さらに有効
な取組を検討するととも
に、戦略づくりを行うこと
が必要。

B
新農業展開ゲノムプロジェク
トの一部

農林水産省
5,004の内

数
外

乾燥、塩害等の不良環境下でも減収を回
避するDREB遺伝子が、我が国で開発され
ている。これを導入したコメ・コムギ等を開
発し、国際的な優良品種の流通を促すこと
により、世界の穀物需給の安定化に貢献
する。

○食糧問題を解決するため、DREB遺伝子等を活用した耐不
良環境耐性植物の開発は効果的であり、効果的・効率的に
実施すべき。今後、科学技術外交の強化の観点から、国際
的に本事業の成果をどのように活用するかについての検討
を進めるべきである。

○科学技術外交の考え
方を踏まえ、さらに有効
な取組を検討するととも
に、戦略づくりを行うこと
が必要。

科技外交



（金額の単位：百万円）
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B
経済産業省における科学技術
外交の推進に関する施策

経済産業省
NEDO

1,439 外

①経済協力開発機構科学技術政策委員
会拠出金
　ＯＥＣＤ科学技術政策委員会の活動の中
に、国際的な技術政策の協調を目的として
設置されているイノベーション・技術政策作
業部会（ＴＩＰ）の活動支援のための拠出。
②国際技術交流
　諸外国及び国際機関との交流や、海外と
の科学技術協力に関する合意等に基づく
研究協力の実施。職員の海外の研究機関
等への派遣。
③エネルギー資源有効利用技術研究国際
化調査
　我が国の研究者を現地に派遣し、海外に
存在する省エネルギーに寄与する技術
シーズ発掘及び国際共同研究体制構築の
可能性に係る調査

○科学技術立国、イノベーション立国を掲げる我が国が、本
分野における世界的な議論をリードすることや、環境に関す
る研究協力、今後の研究協力に向けた調査を行うことは必要
であり、効果的、効率的に実施すべき。これらの事業の成果
を科学技術外交の観点からどのように活用するか、明確にす
べきである。

○科学技術外交の考え
方を踏まえ、さらに有効
な取組を検討するととも
に、戦略づくりを行うこと
が必要。

B
国土交通省における科学技術
外交施策

国土交通省
ＰＷＲＩ

2,310の内
数

外

ユネスコの後援の下、平成18年3月に設立
された水災害リスクマネジメント国際セン
ター（ICHARM)の機能を活用して、関連国
際機関等との密接な連携を図りつつ、世界
の水災害防止・軽減に貢献することを目的
とした研究、研修、情報ネットワーキング活
動を一体的に推進する。

○水災害の分野において、ユネスコにも位置付けられた世界
的な拠点ととして、研究開発、人材育成、国際的ネットワーク
づくりを一体的に行う取組として重要であり、効果的・効率的
に実施すべき。

○科学技術外交の考え
方を踏まえ、さらに有効
な取組を検討するととも
に、戦略づくりを行うこと
が必要。

科技外交



（金額の単位：百万円）
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C
科学技術イノベーションを支え
る技術者養成推進事業

文部科学省 100 人

科学技術イノベーションを支える実践的・
創造的技術者を養成するため、大学、企
業等に在籍する技術者が、科学技術の進
展等に対応した能力向上を図るとともに、
分野横断的な課題に対応できる幅広い知
識、起業のノウハウやマネジメント能力を
習得するなど、技術者の新たな能力開発
のための取組を支援する。平成20年度
は、約5機関で3年間の支援を実施。

○技術者の能力向上を図るものであるが、この予算規模で
はその効果がどれだけ上がるか不明確であり、技術者の実
態や既存の施策等を踏まえて、計画を見直す必要がある。

A
若手研究者挑戦支援フェロー
シップ

文部科学省 3,000 人

イノベーション創出人材育成の中核となる
べき大学の国際競争力の強化を図り、若
手のリーダーを戦略的に育成するため、優
秀で挑戦意欲のある学生（博士後期課程
学生）に対して、フェローシップを交付す
る。なお、大学に補助し、大学が学生を選
び、支援する仕組みとなっている。大学へ
は年間最大2億円、5年間の補助を行う。学
生1人当たり、15万円／月、約1600人の支
援となっている。

○第3期科学技術基本計画において、「優れた資質や能力を
有する人材が、博士課程（後期）進学に伴う経済的負担を過
度に懸念することなく進学できるようにすることは、優れた研
究者を確保する観点から必要である」とし、さらに「フェロー
シップの拡充や競争的資金におけるリサーチアシスタント等と
しての支給の拡大等により、博士課程（後期）在学者の2割程
度が生活費相当額程度を受給できることを目指す」としてい
る。
○優秀で様々な分野・環境に挑戦しようとする意欲的な学生
（博士課程後期）にフェローシップを交付し、海外の研究機関
等へのインターンシップ、異分野研究への挑戦を行わせるこ
とは、これからの時代において、世界を舞台として幅広い分
野で活躍できる優秀で意欲的な人材を育成する上で、また、
上記数値目標を達成する上でも、重要な施策と位置付けられ
るため、着実に実施すべきである。

○左記数値目標を実現す
るためには、新たに本事業
による支援を講ずることが
重要である。その実施に当
たっては、以下の点に留意
しつつ進めることが必要で
ある。
１．大学を選定する際の審
査において、「人材育成プ
ログラム」を実施するため
の裏付けがあることが確認
できることを要件とすべきで
ある。採択後、「人材育成プ
ログラム」が計画どおり着
実に実施されていることを
確認すべきである。
２．各地における優秀で挑
戦意欲のある学生がプログ
ラムに参加できるように、採
択する大学の地域や規模
について配慮すべきであ
る。また、複数の大学によ
る共同提案で応募できるよ
うにすべきである。

A 未来の科学者養成講座
文部科学省
JST

200 人

理数に卓越した意欲・能力を有する児童生
徒に対して、大学レベルも視野に入れた高
度で発展的な学習環境を年間を通して継
続的に提供する大学等の取組を支援す
る。

○本事業は、理数に関して卓越した意欲・能力を有する児童
生徒を対象として、大学等が組織として教育プログラムを用
意し、年間を通じて継続的に高度な理数教育を行うものであ
り、このような環境のもとにおいて、参加者の理数に関する能
力を飛躍的に伸長させることが可能であると考える。
○我が国において、イノベーション推進の基盤を支える理数
系人材の強化のため、高度で先進的な理数教育の充実を図
ることは、優先すべき重要課題であり、本事業については、着
実に実施すべきである。

○本事業は、5件の採択
を予定しているが、そこで
得られた取組成果の活
用について十分検討する
ことが重要である。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（人材育成・理解増進）

【人材育成】

人材・理解



（金額の単位：百万円）
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B 産学連携人材育成事業 経済産業省 3,000 人

人材育成に関する産学間のミスマッチの解
消や横断的・制度的課題、業種別課題の
解決に取り組むことを目的とした大学と産
業界の対話の場として「産学人材育成パー
トナーシップ」を実施し、この検討結果を踏
まえて、各分野における産学連携による教
育プログラムの開発とその実証を行う。
あわせて、地域単位で地元企業の協力を
得て実施する体験型の理科教育プログラ
ムの開発や講師の発掘を通じて、中高生
を対象に、科学技術、特に工学に対する理
解を醸成する。

○実社会を取り巻く様々な環境、どのような人材が必要であ
るか、社会が求める人材を育成するために産業界と教育界で
どのような役割分担や協力関係を築くことが可能かということ
について必ずしも十分な対話がなかった。
○本事業は、産業界と教育界とがミスマッチの解消を目指し
て対話を行い、さらに各分野ごとに必要とされる人材像を明ら
かにしてその分野での大学の実践的教育プログラムを協働し
て作成するものであり、科学技術を支え、地域や産業界等の
要請に応えた実践的な人材育成・確保を可能とするものであ
る。
○また、理科離れ、工学志望者の減少という現状がある中
で、本事業は、地域産業界とネットワークを有する企業・NPO
等が理科実験等を行う特別講師を発掘することを支援し、ま
た理科教育プログラムを作成するものであり、工学の社会的
貢献・重要性やエンジニア・研究者の魅力等を広く社会に伝
えるものであることから、効果的、効率的に実施すべきであ
る。

○文部科学省と十分に
連携し、協力して実施し
ていくことが重要である。
○教育界と産業界と、お
互いに対等に話しあい、
理解を深めていくことが
できるように配慮すること
が重要である。

C
科学技術と文化を融合させた
理解増進活動推進

文部科学省 100

科学技術の国民の理解と興味・関心を高
めるため、文化・芸術の手法を活用する事
業。具体的には、科学技術と文化・芸術分
野を融合した新たな取組に関するシンポジ
ウムを行う。

○本事業は、科学技術を文化と融合させて理解させようとい
う取組であるが、どのような手法で実施することが効果的であ
るかについて不十分であり、この点を十分に考慮しつつ、計
画を見直すことが適当である。

○科学技術と文化との融
合については、様々な角
度からアイディアを出し、
また国民の視線に立って
構想を立てていくことが
重要である。

【理解増進】

人材・理解



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（人材育成・理解増進）
（金額の単位：百万円）
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【人材育成】

大学院教育改革支援プログラ
ム

文部科学省 8,597 3,501 人

優れた研究者のみならず、産
業界をはじめ社会の様々な分
野で幅広く活躍する高度な人
材を育成する大学院（修士課
程・博士課程）を対象として、
優れた組織的・体系的な教育
の取組を重点的に支援し、大
学院教育を抜本的に強化す
る事業。

○第3期科学技術基本計画において、「知の創造と活
用において、創造性豊かで国際的にリーダーシップを
発揮できる広い視野と柔軟な発想を持つ人材を育成す
るため、その要である大学における人材育成機能の強
化を推進する」とあり、さらに「国は、魅力ある大学院教
育の組織的取組への競争的・重点的な支援制度を本
格的に展開する」としている。
○平成19年度から本事業は開始されたが、355件の申
請から126件の採択が行われており、大学院教育につ
いて組織的・体系的に強化を図ろうとする大学側の意
欲は相当高いと言える。また、国際競争が激化する中
で、新たな学問分野や急速な技術革新に対応できる深
い専門知識と幅広い応用力を持つ人材の育成は緊迫
の課題であり、その人材育成に中核的な役割を果たす
大学院段階における教育の抜本的な強化が必要と
なっている。大学側の大学院教育改革への強い意思に
応え、また、新しい時代における人材育成を強力に進
めるために、本事業については、加速して実施していく
べきである。

特別研究員事業
文部科学省
JSPS

17,644 14,915 人

優れた研究能力を有する博
士課程学生（DC）やポストドク
ター（PD）に対して、一定の期
間、研究奨励金を支給し、自
由な発想のもとに主体的に研
究課題等を選ばせながら、生
活の不安なく研究に専念さ
せ、その能力を最大限に発揮
できるよう支援する。
平成20年度はDCの支援人数
の拡大（4,070人→5,030人）、
出産・育児から復帰する女性
研究者への支援（RPD）の支
援人数の拡大（60人→100人）
等を図る。

○特別研究員（DC）制度は、優れた若手研究者に対し
て、自由な発想のもとに主体的に研究に専念できるよ
うに支援するものであり、優れた研究者の養成・確保に
かかる中核的な事業として高い評価を得ている。国際
的な競争が激化し、また、地球規模の課題の早急な解
決が求められる中、我が国としても、優れた研究者の
育成の強化が急がれており、若手研究者の研究能力
の飛躍的向上を図る上で、また、第3期科学技術基本
計画の「博士課程（後期）在学者の2割程度が生活費相
当額程度を受給できることを目指す」という数値目標を
達成する上でも、優先すべき重要な施策であり、加速し
て実施すべきである。
○国際的な科学技術競争が激化し、また、地球規模の
課題が山積している中で、我が国としても、女性研究者
がその能力を最大限に発揮できる環境の整備が急が
れている。特別特別研究員（RPD）制度は、優れた研究
者が、出産・育児による研究中断後に、円滑に研究現
場に復帰することを支援するものであることから、優先
すべき重要な施策であり、加速して実施すべきである。
○特別研究員（PD）については、競争的資金等におけ
る個別のポスドク支援の実態を踏まえて、現状の規模
を維持しながら、着実・効率的に実施すべきである。

人材・理解



（金額の単位：百万円）
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予算額
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先駆的
取組

競争的
資金
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産学連携による実践型人材
育成事業

文部科学省 909 534 人

大学等において、産学連携に
より、長期インターンシップ・プ
ログラムの開発、ものづくり技
術者及びサービス・イノベー
ション人材の育成を目的とし
た教育プログラムの開発を通
じて、実践型高度専門人材の
育成を図る。

○本事業は、産学連携により、社会の様々な分野で活
躍することのできる実践的な力を持つ人材を育成する
重要な施策であり、産業界を含む幅広い意見を採り入
れ、着実・効率的に実施すべきである。

人材・理解



（金額の単位：百万円）
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沖縄科学技術大学院大学（仮
称）構想の推進

内閣府
OIST

15,597 8,726 人

沖縄に世界最高水準の教育
研究拠点である「沖縄科学技
術大学院大学」設置構想を推
進する。平成20年度は、科学
技術研究基盤整備機構にお
いて、引き続き、国内外から
のトップクラスの科学者招へ
いによる研究の推進、ワーク
ショップの開催、教育プログラ
ムの開発等を行うとともに、新
キャンパスの施設整備を進め
ていく。

○国際的に開かれた自然科学系の世界最高水準の教
育・研究を行い、我が国のみならず世界の科学技術の
発展、また、沖縄における科学技術の振興に寄与する
よう、研究内容の充実及び施設の整備について、計画
に基づき、着実・効率的に実施すべきである。

○教育・研究の世界的
な拠点を目指すため
に、インフラ面のみなら
ず教育・研究の構想を
含めた全体計画とロー
ドマップを充実していく
必要がある。
○特に、開学に備えて、
どのような学生をどのく
らい受入れ、どのような
教員組織とし、どのよう
な教育課程の編成方針
の下に教育を実施して
いくのか、卒業後はど
のような分野で活躍す
るのか、といった沖縄大
学院大学としての具体
的な教育プログラムに
ついて、明確にしていく
必要がある。
○さらに、開学に向けて
の準備・推進体制を強
化・整備していくことが
必要である。

海外特別研究員事業
文部科学省
JSPS

1,596 1,487 人

我が国の優秀な若手研究者
を海外に派遣し、特定の大学
等の研究機関において長期
間（2年間）研究に専念させ、
その能力を最大限に発揮でき
るよう支援することにより、我
が国の将来を担う国際的視
野に富む優れた研究者の養
成・確保を図る。

○本事業は、若手研究者に国際的経験を持たせ、国
際的に活躍できる研究者を育成する上で大きな効果が
期待できることから、着実・効率的に実施すべきであ
る。

外国人研究者招へい事業
文部科学省
JSPS

6,519 6,821 人

優れた外国人研究者を我が
国に招へいし、我が国の研究
者との共同研究、討議、意見
交換等を通じて関係分野の研
究の発展を図る。

○優れた外国人研究者の受入れを行う本事業は、我
が国の科学技術政策にとって重要な施策であり、着
実・効率的に実施すべきである。

人材・理解



（金額の単位：百万円）
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【理解増進】

理科支援員等配置事業
文部科学省
JST

3,000 2,000 人

小学校における理科教育の
充実を図るため、大学、企業
等の研究者・技術者、優秀な
退職教員、大学院生など、専
門能力を有する人材をアシス
タントとして配置し、小学校の
理科授業において、観察・実
験などの活動を充実させる。

○本事業は、外部の専門人材を活用して観察・実験等
の体験的・問題解決的な学習の機会を充実させること
によって理科の授業の質を向上を図るものであり、理
科が好きな子供を増やし、知的好奇心に溢れた子供を
育成する上で重要な施策であることから、着実・効率的
に実施すべきである。

○平成19年度の2学
期から現場で、本事
業が開始されるが、
現場の教員との協
力・役割分担を適切
に図ることに留意しな
がら、魅力的な授業
を展開し、施策の効
果を最大限に発揮す
ることとともに、教員
の質的向上につなげ
ることが重要である。
○また、支援員となる
べき有能な人材の情
報を適切に把握する
こと、専門性の高い大
学院生などの理科教
員へのキャリアパスを
拡大する観点から、
優れた支援員につい
て正規の教員として
処遇する途を拡大す
るなどについて、積極
的に取り組む必要が
ある。

スーパーサイエンスハイス
クール

文部科学省
JST

1,560 1,444 人

文部科学省が指定した高等
学校等において、理科・数学
に重点を置いたカリキュラム
の開発や大学との連携等に
よる先進的な理数教育を実施
することにより、将来の優れた
科学技術関係人材を育成し、
トップ層の拡大を図る。（平成
14年度創設、平成19年度指
定校101校）
平成20年度は、19年度と同
様、100校程度への支援を行
う。

○本事業は、高等学校段階における先進的な取組とし
て、これまでの事業の実績も上がっており、重要な施策
と位置付けられることから、着実・効率的に実施すべき
である。

○本事業を充実させ
るためには、大学との
連携をさらに深めると
ともに、広報活動にも
力を入れることが重
要である。

人材・理解



（金額の単位：百万円）
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サイエンス・パートナーシップ・
プロジェクト

文部科学省
JST

1,198 1,218 人

大学、科学館等と学校との連
携により、観察、実験等の体
験的学習を支援する。具体的
には、大学や科学館の研究
者等の学校への招へい等に
より、特別講座として理数科
目の学習活動を行う。また、
大学や研究機関等との連携
により、合宿形式の科学学習
活動を行う。

○大学、科学館等と学校との連携により実施されてい
る本事業は、児童生徒の科学技術に対する興味・関心
を高めさせる上で効果があり、着実・効率的に実施す
べきである。

理科教材開発・活用支援
文部科学省
JST

635 685 人

学校における理科教育や家
庭でも利用できる各種の教材
を電子情報としてデータベー
ス化し、インターネットにより
配信する「理科ねっとわーく」
を実施。

○優れた理科教材を開発し、インターネットで提供する
この事業は、児童生徒が自主的に発展的な学習を行う
上で効果的なものであり、着実・効率的に実施すべき
である。

理科教育等設備整備費補助 文部科学省 2,000 1,310

理科教育振興法に基づき、
公・私立の小・中・高等学校等
の設置者に対して、理科教育
等の設備（標本、実験機器、
観察用具、模型など）の設備
に要する経費の概ね2分の1
を補助する。昭和29年度より
継続して実施。

○理科における実験や観察による体験を充実させ、理
科教育の強化を図るためには、魅力ある教育を行うこ
とができる人材の配置と合わせて、設備、器具、教材
の整備が必要であるので、この事業は重要な施策と位
置付けられる。理科支援員等配置事業とよく連携しな
がら、これら設備等の適切な更新が図られるよう、着
実・効率的に実施すべきである。

○設備、器具等の更
新の基準を示すなど
して、適切な整備を促
すことが重要である。
○各自治体の財務状
況や学校における理
科教育設備等の整備
状況はそれぞれ異な
ることから、これらを
よく見極めながら整備
していくことが重要で
ある。

人材・理解



（金額の単位：百万円）
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概算
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競争的
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B
先端研究者支援協力員派遣
事業

文部科学省 180 人

民間企業等における研究開発者、研究支
援者を、先端研究者支援協力員として大
学等へ派遣することで、先端研究者が研
究活動に専念できる研究環境を形成する。
また、先端研究支援協力員データベースを
整備することにより、支援協力員に関する
情報交換・意見交換の場を構築する。

○創造的な研究開発活動の推進には、研究者が研究活動に
専念できるような環境の整備が必要であり、研究支援体制の
充実が求められている。
○このような研究環境の整備を図るため、先端研究者を大学
等に派遣し、研究支援体制の充実を図ろうとする取組は重要
であり、データベースの整備等により、研究者支援の仕組み
が構築されることが期待できることから、本事業については、
効果的、効率的に実施すべきである。

○先端研究者支援協力
員を大学等において円滑
に派遣できるようなシス
テムづくりから実施してい
くことが重要である。

B
独創的シーズ展開事業（大学
発革新創薬イノベーション型
の部分）

文部科学省
JST

2,000 ○

大学等で生まれた医薬系分野における研
究開発リスクの高い新技術について、創薬
基盤等を有する創薬ベンチャー等の研究
開発型企業を活用して、企業化開発を推
進する。

○わが国においては、ライフサイエンスに関する豊富な知識
が蓄積されているが、創薬のプロセスでは、基礎研究から、
前臨床試験、治験を経て創薬に至るまで長い時間や多くの資
金を要するという特殊性のために、基礎研究の成果が医療に
結びついていないという実態がある。
○本事業は、大学等の研究成果であって、医薬系分野にお
ける研究開発リスクの高い技術を、創薬基盤等のある企業を
活用して、企業化開発を実施するものである。
○本事業は、文部科学省、厚生労働省及び経済産業省の３
省が連携して進める「革新的医薬品・医療機器を創出するた
めの推進5カ年戦略」に基づくものであり、また、産学連携に
より治験（前期）を支援する施策は他にみられないため、JST
において蓄積された産学官連携に関する経験等をもとに、戦
略を立て、効果的、効率的に実施すべきである。

○厚生労働省及び経済
産業省と十分に連携する
ことが重要である。
○事業を実施する中で、
実施方法等の最適なあり
方について、常に検討を
行っていくことが重要であ
る。

平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【新規】（地域・産学官連携・知的財産）

【産学官連携】

地域・産学官・知財



（金額の単位：百万円）
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先駆的
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競争的
資金
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○平成15年度より実施されている「大学知的財産本部整備
事業」の成果として知財に関する基盤整備が進み、その結
果、大学などの共同研究件数が1.4倍、大学等の特許実施件
数が約6.9倍などの成果が得られている。しかしながら、例え
ば大学におけるライセンス収入の推移を単純に比較しても我
が国と米国とは二桁以上の差があり、実質的な効果は未だ
得られておらず、国際的な差を埋めることが喫急の課題であ
る。
○一方、科学技術基本計画にあるように、科学技術が社会・
国民に還元されるためには、知的資産の有効活用が必須で
あり、実効ある施策を講じる必要があるとしており、そして、平
成19年5月の総合科学技術会議本会議において意見具申を
行った「知的財産戦略について」には、今後の重点項目として
大きく三つの項目（①国際的な取組②知財活用の取組（大学
発ベンチャー育成を含む事業化を意識し取組）③地域や分野
別の取組）が、また、イノベーション25においても大学等の知
的財産戦略の強化が指針として挙げられており、国としてもこ
のような施策等を通じて、知財の有効活用やその戦略強化に
積極的に取り組んでいく必要がある。
○そこで、本施策は、「知財戦略について」「イノベーション25」
で掲げた知財戦略に求められる上記の重点項目を全て含む
ものであり、イノベーション創出の観点からみても、これらの
相互の項目を連動させながら戦略的な展開を図ることにより
実効ある成果を生み出す極めて効果的な施策であり、また、
知財に関する人材育成もより充実させるようにする必要があ
りそれにも資する有効な施策である。
○なお、この施策をより効果的に実行するためには、大学等
において中長期的な産学官連携戦略の策定を行い、上記項
目に沿った施策を展開している大学等に支援を積極的かつ
重点的に施すべきである。
○したがって、本施策は、我が国の知財戦略にとって極めて
重要な施策であり、内容的にも優れた施策であるので、重点
的に資源配分することで着実に実施すべきである。

B
技術移転支援センター事業の
一部（特許ポートフォリオ化）

文部科学省
JST

200

大学等の海外特許を中心に、課題解決分
野・出願国ごとに時系列・技術系列に基づ
く各特許の相関図を作成する等、特許の
ポートフォリオ化（特許群化）を行う。これに
より、大学等の研究成果の技術移転が国
内外に向けて促進される。

○大学の特許を、特に、海外で活用することは重要な課題で
ある。促進策としてパテントポートフォリオ形成は有効な手段
となりうることから、本事業については、効果的、効率的に実
施すべきである。

○JSTが全体を見渡し、
リーダーシップをとって実
施することが重要であ
る。

【知的財産】

A 産学官連携戦略展開事業 文部科学省 4,839

大学等における中長期的な産学官連携戦
略の展開に対して、国として支援を行う。
具体的には、国際的な産学官連携、地域
における知的財産活動などの先進的な戦
略展開等を支援する。また、産学官連携
コーディネーターを大学等に配置する。

○支援の重点化を図って
いくことが重要であること
から、戦略性を十分に有
する大学等に対して配分
するように的確な審査を
行う必要がある。

地域・産学官・知財



平成２０年度概算要求における科学技術関係施策【継続】（地域・産学官連携・知的財産）
（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

【地域イノベーション】

知的クラスター創成事業と知
的クラスター創成事業（第Ⅱ
期）

文部科学省 11,720 8,940

知的クラスター創成事業は、
地方自治体の主体性を重視
し、大学、公的研究機関等を
核とした、関連研究機関、研
究開発型企業等による技術
革新のための集積（知的クラ
スター）の創成を目指すもの
で、平成14年度から開始し
た。
また、これまでの「知的クラス
ター創成事業」の成果を踏ま
え、地域の自立化を促進しつ
つ、選択と集中を図り、世界レ
ベルのクラスターの形成を推
進するため、平成19年度から
「知的クラスター創成事業（第
Ⅱ期）」を実施し、すでに6地
域が採択された。平成20年度
は、新たに3地域の採択を行
う。

○本事業は、地域における科学技術クラスター形成に
おける中核事業として重要な施策であり、特に第Ⅱ期
については、これまでの「知的クラスター創成事業」の
成果を検証した上で、地域負担とすべき経費を設定し
て、発展可能な地域を選定し、重点的に支援を行うこと
により、これまでの成果を基に選択と集中によるステッ
プアップを図っていることから、昨年度において極めて
高い評価を得た施策である。
○地域の自立性を促進しつつ、関係府省間の連携を
強化し、広域化・国際化を図って進めている世界レベル
のクラスターを形成する第Ⅱ期の取組は、平成19年度
から開始されたが、これまでの第Ⅰ期の成果を受け継
ぎ、我が国の持続的なイノベーションの創出を目指すシ
ステムを構築するためには、当初計画に基づき、実施
地域を拡大させ、さらにネットワークを広げるなどして、
強力に進めていくことが必要である。
○地域の科学技術を着実にイノベーションに結実させ、
また、持続的な活力ある地域づくりにも貢献する本事
業は、地域の発展のみならず我が国や世界の発展に
もつながる重要な施策であり、着実・効率的に実施す
べきである。

○関係府省と連携し
ながら、事業を実施し
ていくことが重要であ
る。

都市エリア産学官連携促進事
業

文部科学省 5,140 4,510

地域の特性を重視し、大学等
の「知恵」を活用し、新技術
シーズを生み出し、新規事業
等の創出、研究開発型の地
域産業の育成等を目指す。

○本事業は、地域における大学等を活用して研究開発
型の地域産業を育成するとともに、地域とのマッチング
ファンド方式を採り入れて、自立的かつ継続的な産学
官連携基盤を構築するために重要な施策であり、着
実・効率的に実施すべきである。

○関係府省と連携し
ながら、事業を実施し
ていくことが重要であ
る。

地域イノべーション創出総合
支援事業

文部科学省
JST

14,384 9,411 ○

JSTのイノベーションセンター
やサテライトによる、シーズ発
掘から実用化まで、シームレ
スな研究開発の支援を行う。
平成20年度は、新たなサテラ
イトの設置、大学等のシーズ
を発掘・育成するプログラム
の拡充、地域企業のニーズに
密着した課題を設定して、研
究開発を行うプログラムの新
設等を行う。

○JSTイノベーションセンターやサテライトによるコー
ディネート活動により、地域に密着した研究開発のため
のシーズを、その発展から育成まで切れ目なくつなぐ、
多くの実績のある本事業は、重要な施策であり、着実・
効率的に実施すべきである。

地域・産学官・知財



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善・見直し指摘内容 特記事項

地域結集型共同研究事業
文部科学省
JST

1,321 2,341 ○

地域が定める特定の研究開
発目標に関し、大学、国公立
試験研究機関、研究開発型
企業等が結集して共同研究を
行い、新技術・新産業の創出
を目指す。

○本事業は、地域において、大学等の研究シーズを発
掘して事業化に向けた研究開発を支援する重要な施
策であり、自治体や他の地域関連施策等との連携と役
割分担を図りつつ、着実・効率的に実施すべきである。

広域的新事業支援ネットワー
ク等補助金

経済産業省 1,274 1,699

地域の中堅・中小企業やベン
チャー企業等と、大学・公的
研究機関等との産学官連携
や産業・異業種連携などの
ネットワークの形成を促すこと
により、新事業やベンチャー
企業を排出・集積する。（産業
クラスター）

○本事業は、国際競争力のある地域クラスター形成に
おけるネットワーク形成やその発展を促す重要な施策
であり、他のクラスター関係施策との連携を図りつつ、
着実・効率的に実施すべきである。

○関係府省と連携し
ながら、事業を実施し
ていくことが重要であ
る。

地域資源活用型研究開発事
業

経済産業省 1,956 1,956 ○

地域資源を活用した新商品の
開発に必要な研究開発活動
を支援するため、企業（中小
企業が主体）と大学、公設
試、高専等とが連携して研究
開発を行い、地域経済に即効
的に寄与するような消費者直
結の製品を、地域において開
発し事業化する。

○本事業は、地域の特色ある産品等の地域の産業資
源を活用し、地域の産業振興につなげるものであり、科
学技術による地域振興に関する施策の中でも最も即効
性を狙った施策である。これまでになかったタイプの地
域科学技術の振興を図る施策として重要であり、中小
企業や自治体からの要請に応え地域の活性化につな
げるものとして、着実・効率的に実施すべきである。

中小企業・ベンチャー挑戦支
援事業

経済産業省 1,678 1,900

中小・ベンチャー企業等が新
分野進出につながる新技術
の開発に挑戦することを支援
するため、実用化開発、知的
財産取得、販路開拓等に対
するに対する資金助成、コン
サルティング等を一体的に実
施する。

○本事業は、中小企業等の新事業への挑戦を支援す
る施策として、重要であり、技術開発や事業化に対して
資金面だけでなくコンサルティング等を一体的に支援
する点は有効と評価でき、着実・効率的に実施すべき
である。

地域・産学官・知財



（金額の単位：百万円）

施策名 所管
概算
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前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金
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【産学官連携】

先端研究施設共用イノベー
ション創出事業
（産業戦略利用）

文部科学省 1,656 1,380

先端性や特色ある公的研究
施設・設備について、産業界
の利用を促進するため、共用
を進める研究機関の公募、施
設の共用運転費等の支援を
行い、民間企業のイノベー
ションの創出を加速させる。

○公的機関の最先端の研究施設・設備については、民
間企業による製品開発に対する大きなポテンシャルを
有するものがあり、これらの民間利用を促進すること
は、イノベーションの創出を実現させていく上で、非常
に効果的であると考えられ、昨年度において極めて高
い評価を得た施策である。今年度から開始されたもの
であるが、実際に参加希望も多く、重要な施策と位置
付けられることから、着実・効率的に実施すべきであ
る。

産学共同シーズイノベーショ
ン化事業

文部科学省
JST

3,120 1,800 ○

産学官が研究課題の設定段
階から対話を行い、大学等に
潜在するシーズの顕在化から
本格的共同研究までをつなぐ
ための戦略的な連携を推進
する。

○本事業は、産業界の視点で大学等の潜在シーズを
見出す点や、産学共同でシーズの検証を行う点など、
制度の優れた仕組みを生かし、それを具体的に実施す
るための体制も整えられており、応募件数も多い。本事
業については、重要な施策と位置付けられることから、
着実・効率的に実施すべきである。

独創的シーズ展開事業
文部科学省
JST

9,918 9,043 ○

大学等において特許化された
独創的な研究成果（シーズ）
のうち、企業化が困難な新技
術について、実用化に向けた
研究開発を実施する。また、
大学等の研究成果に基づく研
究開発型の中堅・中小企業が
有する新技術コンセプトにつ
いての実用化に向けた研究
開発、大学等の研究成果に
基づく事業展開に必要な研究
開発を実施する。

○本事業は、大学等で特許化された研究成果を企業
化につなげる上で重要な施策であり、多くの成果を生
んでいることから、着実・効率的に実施すべきである。

技術移転支援センター事業の
一部
（良いシーズをつなぐ知の連
携システム等）

文部科学省
JST

828 537

大学等の研究成果をより効果
的に実用化へとつなぐため、
JSTで実施している研究開発
事業や大学等のシーズにつ
いて、その応用・発展可能性
を評価し、切れ目なく研究費
制度への応募や実用化への
つなぎを促進する。

○本事業は、優れた研究成果を実用化につなぐための
仕組みを構築しようとするものであり、目利き評価分析
や助言、他制度との連携状況のフォローアップを行うな
どの工夫もされている。つなぐ仕組みは難しい課題で
あるが重要であり、着実・効率的に実施すべきである。

地域・産学官・知財



（金額の単位：百万円）
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産業技術研究助成事業
経済産業省
NEDO

6,113 5,892 人 ○

産業界の期待が大きい技術
領域・課題を提示した上で、
大学・独立行政法人の若手研
究者から研究開発テーマを公
募し、研究開発を実施する。

○平成12年度に開始された事業で、多数の論文発表
や特許取得や、製品化につながった事例も多い。大学
等の若手研究者が企業と連携して共同研究を行うこと
を促す重要な施策であり、着実・効率的に実施すべき
である。

○研究環境が未整備
な若手研究者を対象
とする事業の間接経
費については、研究
遂行上必要な施設費
や環境対策費等を支
出できるよう、比率の
拡充も含め柔軟な制
度の運用を図ること。

【知的財産】

技術移転支援センター事業の
一部
（海外特許出願支援等）

文部科学省
JST

2,404 2,105

大学の知的財産を国際的に
保護するために、大学等の外
国出願関係の出願費用・維持
費の支援を実施する。

○大学の研究開発成果には、基本特許につながる重
要な発明が含まれており、厳正な審議に基づき国際的
な権利取得を支援する本施策は重要であり、着実・効
率的に実施すべきである。

世界をリードする国際標準化
の推進
（基準認証研究開発事業）

経済産業省 1,348 1,181

重点推進4分野等を中心に国
際標準作成のための研究開
発や、標準原案の作成、人材
の育成など、我が国の国際標
準化活動を支援するための
事業を実施する。

○国際競争力の強化や安全・安心な社会の基盤とし
て、国際標準化戦略は重要であり、本事業は国として
支援の必要性が高い施策である。他府省との連携も十
分にとりつつ、戦略性をもって研究開発、標準原案作
成、人材育成等の取組を、着実・効率的に実施すべき
である。

○国際標準化を戦略
的に進めるため、他
府省の関連施策と協
力し連携をとって実施
していくべきである。
○国際標準化と密接
に関連する知的財産
戦略についても、一
体的に進める必要が
ある。

地域・産学官・知財


